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研究概要  

 

１． はじめに（研究背景等） 

 

生態系に備わった機能のうち人類が享受できる価値の部分を示す「生態系サービス」は、各生態系の重要性

を定量的に評価するために必須の尺度である。地球上の生態系ごとの経済価値を算出したCostanzaら（1997：

Nature誌）の研究によると、熱帯雨林（0。2万ドル/ha/年）をはじめとする陸域や淡水域（湖・川：0。8万ドル/ha/

年）に比べて藻場・干潟など浅海域の生態系サービスははるかに高く、全ての生態系でトップクラス（1。9-2。3万

ドル/ha/年）であると見積もられている。しかしながら、上記の推定値には生産の主要構成要素である魚類生産

は含まれていない。これは、1次生産（光合成）や、1次捕食者（動物プランクトン）およびベントス（底生動物）に比

べて、移動能力の高い魚類の定量評価が困難であることに起因する。「浅海域生態系サービス総合評価の達

成」に向け、水産生物 (供給サービス)生産の定量評価の達成に世界中で期待がかけられている。さらに、広い

気候区分にわたって分布するアマモ場が生みだす生態系サービスの質や量は、地域によって大きく異なり、また

人類による利用方法も多様であることが予測される。本研究では、広域的・長期的視野にたって藻場の資源供

給サービスの定量・経済評価を行う。したがって、これら生態系サービスを利用する人々(ステークホルダー)と生

態系の関わりの解析を広域的視野で実施することも重要である。そのためには、沿岸生態系の物理･化学･生物

学的プロセスを詳細に把握するためのフィールド調査に加えて、沿岸域の社会構造を理解するための人文科学

的手法も不可欠となる。そこで本研究では、沿岸生態系の需要な構成要素であり高い生態系サービスを生みだ

すアマモ場を対象として、自然科学･人文科学的手法を融合させたアプローチによる生態系サービスの包括的調

査とステークホルダーの広域比較という独自の切り口から、総合的な調査を実施し、地域ごとに異なることが予

想される生態系サービスの利用実態に応じた沿岸管理方策の提案をめざす。 
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２． 研究開発目的  

 

本研究は4つのサブテーマで構成され、互いに連携しながら広域的・長期的視野にたって藻場の資源供給サ

ービスの定量・経済評価を行うとともに、資源生物生産の場である沿岸域の管理方策の提案を行うことを目標と

して，沿岸域を構成する各生態系の関連や貢献度の解析を実施する。 

サブテーマ（1）では、魚類の生息場となる藻場の立体構造の時空間変動を、計量魚探を用いて定量的に把握

し、魚類，甲殻類、環境条件との関係解析に用いることを目的として、コアサイト（道東・瀬戸内海）を中心に藻

場群落の構造解析を実施する。得られた現場観測データに基づいて、アマモ場における炭素固定が生み出す経

済価値を試算する。 

サブテーマ（２）では、藻場における甲殻類の群集構造および生産構造の解析を実施し、その結果をもとにコア

サイト2ヶ所の食物網構造を比較する。魚類の食性調査により餌資源として重要な甲殻類の格付けを行い、最

終年度に実施する経済価値算出の根拠とする。 

サブテーマ（３）では、優占種を中心とした魚類の群集構造、生産構造および食物網解析をサブテーマ（２）と連

携して実施する。漁獲対象となる水産業上重要種に加えて非漁獲対象種の生産構造も解析し、藻場の植物群

落構造、餌生物（甲殻類）の時空間変動との関係解析に供する。また、アマモ場における水産資源生物を中心

とした供給サービスに加えて、文化サービス、調整サービスなどの経済価値評価を可能な限り包括的に実施す

るとともに、それぞれのサービスを享受する主要なステークホルダーの構造分析とあわせて、コアサイトを中心とし

たエリアで空間比較を行う。 

サブテーマ（４）では、他のサブテーマとの連携・既存知見収集・野外調査にもとづいて、コアサイトにおける物

理・生物環境データの収集と解析を行い、植物群落が作り出す景観構造（生物環境）と水質・地形（物理環境）

が資源生物の生産に伴う供給サービスに与える影響の長期変動解析を実施する。また、中間評価会議におい

て指摘された文化サービスの経済価値評価を試みる。 

 

 

３． 研究開発の方法  

 

（１）藻場を構成する植物群落の現存量、空間構造および経済的価値の定量的解析  

 本研究のコアサイトに選定した能取湖 (北海道網走市 )と生野島沿岸域 (広島県竹原市 )の北部・東部海域に

おいて小型計量魚群探知機を用いてアマモ場の音響計測を行った。調査は、能取湖においては2012年・2013

年ともに6月・10月に、生野島においては2011年11月、2012年・2013年ともに5月・7月・9月・11月に行った。両

海域ともに設置したトランセクトラインを航走して音響情報を取得し、繁茂状況の確認のため、任意の地点で水

中カメラによる目視観察やCTDによる海洋環境の観測を行った。調査によって得られた音響情報から、アマモ場

の厚さや分布の有無を抽出し、空間統計解析手法 (クリギング)を用いて季節ごとに分布面積の推定を行った。

生野島沿岸域においては、推定された分布面積から、アマモ場が生み出す生態系サービスのうちの調整サービ

スにあたる炭素吸収量と炭素固定量の試算と経済価値評価を行った。  

 

（２）間接的供給サービスとしての甲殻類の群集・生産構造と時空間変動の解析  

2010年度までに実施してきた調査データの補填及び拡充を目的に、2011年5月から2014年3月までの間、能

取湖（北海道網走市）、野付湾（北海道別海町）、九九鳴浜、舞根湾（宮城県気仙沼市）、および生野島（広島

県竹原市）において、アマモ場の構造、アマモ場のベントス群集、および魚類胃内容物の全て、あるいはいずれ

かに関するデータを収集した。特にアマモ場の構造把握に関しては、2010年度までの調査によって長期及び短

期的なスケールでの時空間変異が推察された能取湖において、2013年6月から10月にかけて毎月1～数回の

詳細な調査を実施した。能取湖のアマモ場にはアマモとスゲアマモが同所的に生育しており、以下、能取湖の両

種を同時に表現する場合は海草と表現する。潜水することで50 cm×50 cm または25 cm×25 cmの一定面積の

海草を採集（坪刈り）した。海草種ごとの形態（葉長、葉数、株密度、枯死部重量など）や葉端の付着藻類量を、

海草集塊のタイプ（半径3 m以上または半径1。0 m未満の集塊、それぞれの集塊の中央または外側）ごとに計

測した。ベントスおよび魚類の採集に関しては全ての調査地で実施し、被せ網（80×80×高さ80 cm、目合1 mm）、

北太平洋標準プランクトンネット（口径45 cm、目合い0。33 mm）、地曳き網（間口150×50 cm、目合  3mm）の

全て、あるいはいずれかを用いて行った。採集された魚類の胃内容物を調べ、2010年度までに描いてきた各調

査地の食物網図の因果関係に修正を加えた。また本研究期間中に、この食物網図を元にして藻場ベントスの間

接的な供給サービス（以下、間接的供給サービス）を推算した。この計算にあたって、2002年から2012年までの
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11年間に能取湖の海草藻場で漁獲された全ての漁獲対象魚種の生産額を西網走漁業協同組合に保管されて

いた出荷伝票から計算し、各藻場ベントスに対する各漁獲対象魚種の依存度をもとに間接的供給サービスを試

算した。 

 

（３）藻場における魚類群集および食物網の時空間変動解析  

2010年度までの研究により、コアサイト（北海道能取湖、瀬戸内海生野島）における魚類群集と食物網構造

を明らかにした。1年目にはアマモ繁茂期（夏期）の魚類群集の構造に関する基礎的データの収集を行い、2年

目には優占する魚類の食性とそれらを取り巻くエネルギーフローに注目して、魚類群集構造の地域特性をサイト

間で比較した。2013年度には、コアサイトにおける魚類群集構造の季節変動を解析するために、コアサイトにお

いて季節別（春・夏・秋・冬）に調査を実施した（能取湖では冬期に結氷して調査が不可能なため、春・夏・秋の3

回）。これまで全国各地のアマモ場において実施している魚類採集と同様に、各調査地のアマモ場内において

100 m
2
（10×10 m）のエリア4箇所で実施した。採集された魚類を10％海水ホルマリンで固定して持ち帰った。魚

類の採集とあわせて調査地におけるアマモの繁茂状態を調査した。1辺50 cmの方形枠を用いてアマモの株密

度を4箇所以上で測定した。一箇所あたり数本のアマモを採取し葉長を現場で計測した。調査時には水温およ

び塩分の測定もあわせて行った。採集された魚類を実験室において選別し、魚種ごとの個体数、湿重量を測定

した。電子ノギスを用いて各魚類の全長を0。1 mm単位まで測定した。調査面積をもとにして魚類の種数、個体

密度、湿重量を100 m
2
あたりに換算した。魚類の胃内容物を可能な限り細かい分類群まで同定し、個体数およ

び重量による割合を算出した。得られたデータを、他のサブテーマによる成果と統合して、アマモ場の生態系サー

ビスの経済価値を包括的に評価するとともに、南北コアサイト間での質的な比較を試みた。 

さらに本サブテーマでは、自然科学および社会科学の統合によるアプローチ通じた生態系サービスと社会のつ

ながりの分析を実施した。上記コアサイトにおいて、アマモ場および生態系サービスの管理政策を評価・考察す

る際には、地勢や文化的な特性の違いを考慮する必要があるという仮説のもと、ステークホルダー（以下、SH）

分析を現地ヒアリングにもとづいて進めた。地勢的な特性として、海域では気候、海流、流氷の有無など海洋環

境条件の違いがあると予想される。また陸域では、背後人口や後背地の面積、アクセス性などの地勢的条件の

違いが考えられる。また、市場規模や産業規模などの経済・社会的条件の違いが考えられる。さらに、藻場自体

を経済活動に利用することや、海水浴文化の浸透など文化的条件の違いが考えられる。また、生息する魚類の

産卵時期や場所などの違いが、漁業の漁期や対象漁獲種類などに影響を及ぼすなど、藻場の周辺で活動する

ステークホルダー間の利害構造に影響を与えることが予想される。 

 

（４）藻場の生物群集および生産構造を規定する環境要因の探索  

北海道海域および瀬戸内海海域は、我が国周辺に分布する藻場の中でもアマモ場面積が最も多い海域であ

り、北海道海域においてアマモ場の分布が集中する道東海域、瀬戸内海海域の安芸灘海域にコアサイトが設

置されている。アマモ場という藻場のタイプでは同様であるとはいえ、両海域間でアマモ場を構成する種および生

物群集構造は大きく異なり、道東はコアマモ・アマモ・スゲアマモからなる冷温帯～亜寒帯の生物群集、瀬戸内

海はウミヒルモ・コアマモ・アマモからなる温帯の生物群集で構成されている。また、アマモ場周囲の景観構造も

異なり、原生の自然が多く残る天然海岸の道東、人工護岸の多い瀬戸内海、となっている。 

すべてのサブテーマで2010年度までに得られた成果を統合した結果、生物群集の違いは魚類や大型無脊椎

動物類で顕著に表れており、道東コアサイトでは漁業対象種である大型の魚食性魚類の現存量が高いのに対

し、瀬戸内海コアサイトでは漁獲対象種の現存量は少なく、相対的に釣魚としての利用が高い魚種が確認され、

文化的サービスへの寄与が高いことが推定された。そこで本調査期間中の2013年度には、コアサイトを中心に

2012年度に実施したアマモ場群落と生態系サービスの時空間変動解析を拡張し、①道東コアサイトにおいてア

マモ場の供給サービスを担うホッカイエビの資源量変化とアマモ場に関する長期・広域な時空間変動解析を行

い、その変動を規定する環境要因（パッチ状のアマモ場面積の分布）を特定すること、②瀬戸内海コアサイトにお

いて文化サービスの定量試算を行い、供給サービスとの多寡を比較するとともに、その変動を規定する環境要

因を特定すること（アマモ場の面積の変動と利用形態）を目的とした。 

さらに、温暖化等によって北上することが懸念される他海域の藻場に関して空間変動要因の探索と将来予測

に関する考察を行うために、③南方域におけるアマモ場の空間分布に関する情報収集と現地調査を行った。最

後に、日本全域を対象にアマモ場の生態系サービスの総合評価とその地域変異を明らかにするために、④調整

サービス、供給・文化サービスとアマモ場密度との関係を解析するとともに、生態系サービス間のトレードオフ関

係から生態系サービスの空間変異の要因を考察した。 

①道東コアサイトにおける供給サービスの時空間変動解析：道東コアサイトの能取湖を対象に、まず2010年

度に作成した時系列データを用いて衛星画像からアマモ場分布面積と配置の長期変遷を再現することを試みた。

能取湖は元来、塩分濃度の低い典型的な海跡湖であったが、1975年に湖口部が人工的に開削され、それに伴
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い海水交換が頻繁に行われるようになり、湖内の塩分濃度が大きく変化したことが知られている。ホッカイエビの

生息環境であるアマモ場は、開削前は湖口部周辺に限って分布するのみであったのが、この水質環境の変化に

伴い、分布を湖内へと拡大していったと推定されている。おそらく、アマモの群落構造もそれに伴い大きく変化し

ていたと考えられる。そこで、昨年度に作成した時空間データのうち、開削直後から現在までの変遷を追えるよう、

1970年代～2010年までを解析の対象とした。長期解析に使用可能な衛星画像としてLandsat画像を用い、ア

マモ場の分布抽出では群落構造を2段階（最も密生してパッチ構造が殆ど見られない群落、明瞭なパッチ構造で

非連続な分布を示す群落に分けて行った。 

次に、再現された過去のアマモ場分布から年ごとに密生群落、パッチ状群落別に面積を集計し、1978年から

記録されているホッカイエビ漁獲量との回帰関係を調べた。ホッカイエビは雄性先熟であり、0歳が未成熟個体、

1歳が雄個体、2歳以上で雌個体となり、漁獲されるホッカイエビはほぼすべてが雌個体である。本サブテーマの

初年度の解析結果から、年齢ごとに好適なアマモ群落が異なり、体長の小さい未成熟個体ほど密生した群落を

好み、大きい雌個体ほどパッチ状群落を好む傾向があることが分かっている。そこでホッカイエビ漁獲量との回帰

関係では、密生群落のみの面積、パッチ状群落のみの面積、両群落の合計面積、の３つの条件別に行った。 

②瀬戸内海戸内海コアサイトにおける文化サービスの時空間変異の解析：コアサイトの瀬戸内海全域を対象

に、アマモ場が有する釣り場としての経済価値を試算した。まず瀬戸内海の釣り情報が掲載されている釣り情報

誌約80冊を調べたところ、アマモ場を釣り場として明確に使用する対象種はメバル、アオリイカ、スズキの3種が

候補として挙げられた。そこでこの3種を対象種に選定し、上記の釣り情報誌から種別の釣り場の位置、釣り人

の数、釣り人の居住地、使用されている釣具情報をGIS上でデータ化した。次に釣り場の位置情報とアマモ場分

布情報を重ね合わせ、釣り場から半径100ｍ以内にアマモ場が含まれる釣り場を選出し、選出した釣り場の各

種情報をアマモ場の釣り場としての経済価値試算に用いた。釣り場の選出に用いたアマモ場分布情報は、時間

変異を比較するために1980年後半から1990年に聞き取り調査で集計されたアマモ分布図（環境省第4回自然

環境保全基礎調査で作成されたもの）、および2008年~2010年の人工衛星画像から抽出されたアマモ分布図

（水産庁地球温暖化推進費委託事業「藻場・干潟等の炭素吸収源評価と吸収機能向上技術の開発」で作成さ

れたもの）の２つの年代を用いている。 

経済価値の試算は、各魚種の各釣り場別に計算を行い、その釣り場に訪れたのべ釣り人数、釣具の平均価

格、居住地からその釣り場までにかかる平均旅行費用から計算し、その釣り場のアマモ場面積で割ってアマモ

場単位面積（ha）当たりの価値として算出した。この各魚種、各釣り場別の経済価値を瀬戸内海内の経済価値

の空間変異を解明するために県単位で集計し、各県が有するアマモ場の単位面積当たりの平均価値として試

算した。 

③南方域おけるアマモ場の空間分布に関する情報収集と現地調査：広義の意味では、アマモ場はアマモとい

う温帯種で構成された藻場だけでなく、他の近縁種や熱帯性の海草類で構成された藻場も含まれる。前者のア

マモとその近縁種で構成された狭義の温帯性アマモ場が我が国のアマモ場面積の9割以上を占め、その分布は

北海道から鹿児島湾となっている。今後の温暖化に伴い、海水温の上昇や変動に伴い、温帯性アマモ場の南

限が北上することが懸念されている。また、温帯性アマモ場が消失した後、熱帯性アマモ場へ置換することが予

想されているが、熱帯性アマモ場の分布は南西諸島域に散らばる島嶼群に離散的に散らばるため、熱帯性アマ

モ場の北上・置換がスムーズに行われるのか疑問視する意見もある。そこで、温帯域アマモ場と熱帯域アマモ場

の境界に位置する南西諸島～ベトナム南部にかけてアマモ場の種組成と分布に関する情報収集・現地調査を

行った。また、現地調査を行った海域ではできる限りアマモ場に生息する動物群集のサンプルも収集し、アマモ

場への寄与を確認するために安定同位体比分析を行った。 

④調整サービス、供給・文化サービスの地域変異：コアサイトおよび全国サイトを対象にすべてのサブテーマで

調査された魚類データ・アマモ場データを集計するとともに、既存知見から生態系サービスの指標に利用可能な

データの収集を行った。これらのデータから、アマモ場の調整サービスの指標となるアマモ成長量、供給サービス

（漁業資源）・文化サービス（遊漁）の指標となる魚類現存量をサイト別に選出し、各サイトのアマモ群落構造の

関係を調べた。最後に、アマモ成長量と魚類現存量の関係を示す散布図から、調整サービスと供給・文化サー

ビスの関係について考察を行った。 

 

 

４． 結果及び考察  

 

（１）藻場を構成する植物群落の現存量、空間構造および経済的価値の定量的解析  

 音響情報から得られたアマモ場の厚さは、両海域において各年ともに繁茂期である5・6月が最大となり、衰退

期である10・11月が最小となった。また、推定された分布面積においても繁茂期が最大、衰退期が最小となった。

音響計測手法を用いることで、アマモ場の生活史に沿った季節変動の定量化・可視化を行うことが可能となった。
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調査海域のうち、生野島では北部・東部間で、能取湖では北西部・東部間などでアマモ場の分布特性の違いを

確認した。この分布特性の違いは、水深分布や海底の傾斜、波の強弱などの環境の違いにより見られたと考え

られる。生野島沿岸域における炭素吸収量と炭素固定量の季節変動についても、繁茂期に最大、衰退期に最

小の値をとった。炭素吸収量について、繁茂期である5月はポイント(単位面積 )あたりの値とエリア(分布面積 )の

値の両方のバイオマスが最大であったために、高い炭素吸収量になったと考えられる。炭素固定量について、単

位面積当たりの炭素固定量は東部より北部のほうが高い値を示していた。これは、北部海域が半閉鎖的な内湾

域で、アマモ場バイオマスが大きく、かつ湾外に流れ出るアマモ草体が少ないことから、同じ海域内への固定が

多く、高い値を示したと考えられる。東部海域においては、開けた沿岸域で、海域内のアマモ場バイオマスが少な

く、かつ湾外に流出するアマモ草体が多くなったために、同じ海域内への固定が少なくなったと考えられる         

 

（２）間接的供給サービスとしての甲殻類の群集・生産構造と時空間変動の解析  

 能取湖において重点的にアマモ場（以下、本項では海草藻場と記す）の年間および季節変化を調査した結果、

藻場を構成する海草種（アマモまたはスゲアマモ）によって生態系機能が異なることが推察された。まず、海草の

種構成には季節変化があり、2012年度の秋の調査で増加していたアマモは、2013年度夏までに減少しており、

藻場の種組成には季節変動のみならず年変動も大きいことが窺えた。さらに、それぞれの海草種の構造も大きく

変化していた。例えば株密度（単位面積あたりの株数）に関しては、スゲアマモは７月の夏枯れ以降に劇的に低

下し、秋になっても回復しなかったが、アマモの株密度には変化が乏しかった。また、それぞれの海草種に付着し

ている珪藻などの藻類量にも顕著な差が見られ、スゲアマモにおける付着量はアマモよりも遥かに多かった。藻

場で優占するベントスは甲殻類（ホッカイエビ、イサザアミ類、コツブムシ類等）であった。それらベントス量と海草

構造の関係を解析した結果、ベントス種ごとに生息量の多い構造は異なることが明らかになった。例えばホッカイ

エビはアマモよりもスゲアマモに多く、大きな海草集塊よりも小さい集塊に多く、集塊の中央よりも縁に多かったが、

この傾向は他の種では一致していなかった。これらの解析結果は、藻場を構成する海草種によって、藻場がもた

らす生態系機能が異なることを意味しており、調査あるいは保全対象とするベントス種ごとに重要な藻場構造は

異なることが推察された。 

 能取湖、野付湾、生野島における食物網の因果関係データを補足した結果、全体としては昨年度までに描い

た関係が維持された。ただし、データの補填によって、地域差や魚種間で捕食している（依存している）ベントス種

の微細な差がより明確に検出された。例えば竹原では、魚類に捕食されている餌種は能取湖よりも遥かに少なく、

50%以上を１餌種に依存する魚類が4種おり、多くの魚類において利用する餌種は少なかった。一方、能取湖で

は逆の傾向が観察され、多くの魚類が、多様な餌種を少量ずつ利用していた。これは藻場内の「食うー食われる」

の関係が地域ごとに異なることを意味している。 

能取湖を例に食物網の因果関係から、主要ベントスの供給サービスを算定した。2002年から2012年までの

海草藻場で漁獲された全ての魚種の平均の年生産額を調査したところ、コマイは1,690千円、カレイ類が14,470

千円であった。また、ホッカイエビは魚類に捕食されるベントスであるが、それ自体も漁獲種で平均生産額は

57,290千円だった。計算式に基づいて、間接的供給サービスを計算することで、市場に流通しないベントスの経

済価値を算出した。ホッカイエビに関しては捕食者である魚類生産に寄与していた額は257千円であり、ホッカイ

エビのみの生産額より遥かに少なかった。しかし、その他の海草藻場における主要ベントスのうち、市場価値が

ない、すなわち（１）式における第1項（Y i）が0円であるアミ類、コツブムシ類に対して計算した結果、アミ類は年間

で約2千万円、コツブムシ類は約1千8百万円の生産量に寄与していると推算された。この間接的な供給サービ

スとしての金額は、依存度を捕食者の胃内容物における餌ベントス種の重量率から求めているため、他の基準

（カロリーベースなど）を用いて計算した場合など、金額自体は変わりうる。しかし、この計算が意味することは、

藻場がもたらす供給サービスを算出する場合、市場に流通する魚種の生産量から算出される価値だけでは、真

の供給サービスを過小評価しうることであり、これが最も重要な本計算の意義である。 

 

（３）藻場における魚類群集および食物網の時空間変動解析  

 能取湖では結氷する冬期を除いて春期（5月）、夏期（8月）、秋期（11月）にフィールド調査を実施した。水温は

7～24℃の間で季節変動を示し夏期に高かったが、塩分は30前後で推移した。生野島では、春期（4月）、夏期

（7月）、秋期（10月）、冬期（1月）にフィールド調査を実施した。水温は12～24℃の間で季節変動を示し、塩分

は31-33の間で推移した。アマモの株密度、葉長は両サイトにおいて夏期（能取湖では8月、生野島では7月）に

増大し、冬期（能取湖では5月：結氷のため冬期データ無し、生野島では1月）に低かった。採集された魚類のう

ち、重量において優占種となった魚種でかつ供給サービス（水産資源）として重要なものは、能取湖においてウグ

イ、ギスカジカ、クロガシラガレイ、クロガレイ、クロソイ、コマイ、シロザケ、チカ、ヌマガレイ、ワカサギ、生野島にお

いてアイナメ、アカメバル、ウマヅラハギ、ウミタナゴ科spp。、カサゴ、カワハギ、キュウセン、クロメバル、シロメバ

ル、タケノコメバル、マアナゴ、ヨロイメバルであった。胃内容物解析により、能取湖ではエゾイサザアミやコツブム
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シ、生野島ではカイアシ類、アミ類、ヨコエビ類がこれら魚類群集の主要な餌生物として利用されていることが明

らかとなった。 

現地で実施したヒアリング調査から、藻場の各機能に対するSHを抽出した結果、能取湖と生野島ではSH数

に顕著な差が見られた。能取湖域ではSH数が少なく、利害関係構造が比較的シンプルであり、藻場の資源供

給サービスと、干潟域での文化サービスに関わりのあるSHが多いことが明らかとなった。これに対し、大崎上島

では、供給・文化・調整・基盤という全ての要素に対する多様なSHが存在し、また関心を示していた。能取湖に

比べるとSHの数が多く利害関係構造も複雑なことから、SHの競合が多いことが分かった。藻場の生態系サービ

スのなかでは文化サービスの規模が大きく、「海に親しむ」という文化も醸成されていることが明らかとなった。こ

れらの結果を比較すると、北海道の能取湖と瀬戸内海の生野島では、生態系サービスの違いがSHの利害関係

構造や文化の違いを生み出していることが推察された。 

 

（４）藻場の生物群集および生産構造を規定する環境要因の探索  

道東コアサイトにおける供給サービスの時空間変動解析において、1970年代からのLandsat画像で能取湖ア

マモ場を確認したところ、1979年、1981年、1987年、1989年、1990年、1991年、1999年、2000年～2010年ま

での画像が本解析に利用可能であった。そこでアマモ場分布面積の抽出を行ったところ、1979年～1990年頃ま

では順調に増加傾向にあることが推定された。その後1999年から2000年の2年間は分布面積の減少に加え、

密生群落が大幅に減少してパッチ状群落の割合が多くなる傾向を示した。2001年から2003年の間は分布面積

の回復とともに密生群落の増加が確認できるが、その後の2004年以降は分布面積と密生群落 /パッチ状群落

の割合がともに大きく変動する傾向が推定された。このアマモ場面積の時系列変化とホッカイエビ年間漁獲量と

の関係を調べた結果、アマモ場全体面積と弱い関係を示すものの、パッチ状群落の面積と有意な関係を持つこ

とが明らかになった。この結果は、供給サービスとしてのホッカイエビ漁獲量の長期時系列変化・広域空間分布

はパッチ状群落の面積で説明が可能であることを示している。 

瀬戸内海コアサイトにおける文化サービスの時空間変異の解析において、釣り情報誌から得られたメバル、ア

オリイカ、スズキの各釣り場の数は、メバルが4248地点、アオリイカが2767地点、スズキが2486地点存在した。

これを県別に集計すると、メバルは広島県、香川県で多く、スズキは兵庫県、徳島県、香川県、アオリイカは香川

県、広島県、兵庫県で相対的に多い傾向が確認された。まず近年のアマモ場分布状況を用いて釣り場の半径

100ｍ圏内のアマモ場の有無を確認したところ、メバルでは85%以上の釣り場にアマモ場が含まれていることが

明らかとなった。スズキでは60%弱程度、アオリイカの釣り場はアマモが含まれる割合が最も高く、90%以上であ

った。次に魚種別に使用される釣り道具について釣り情報誌から集計を行ったところ、スズキが最も高く、アオリ

イカ・メバルで同程度であった。これら3種はスポーツフィッシングの範疇に含まれつつあり、レジャーとして楽しむ

中高年層（エキスパート）を対象とした釣り道具が多く、そのため単価も高く設定されているようであった。そこで

釣り情報誌に加えて各地の釣具店において子供から大人まで初心者を対象としたファミリー向け（ビギナー用）

釣り道具についても魚種別に集計を行い、その平均値を算出したところ10倍近い開きが確認された。各釣り場に

訪れた釣り人の年代層までは確認できなかったため、訪れた釣り人の割合（ビギナー／エキスパート）を1:1と仮

定し、以後の解析では両者のさらに平均値を釣具価格として計算している。また、各釣り場に訪れる釣り人の平

均旅費を、釣り人の居住地から釣り場までのガソリン代＋高速代金として算出し、渡船が必要な釣り場ではそこ

に渡船代を加算した。その結果、全府県平均で5000円程度であったが、メバル釣りの場合は若干ながら旅費が

高く遠征する傾向にあること、岡山県や香川県、愛媛県で他府県より高額となっている傾向が確認された。 

これらの値を用い、アマモ場1ヘクタール当たりの経済価値を算出した結果、その価値は地域によって大きく異

なった。大阪府、兵庫県で他県より圧倒的に価値が高い傾向があり、他県間では大きな違いは生じなかった。そ

の第一の理由として、大都市近郊はのべ釣り人数が圧倒的に多かったことがあげられる。この結果は、必ずしも

藻場面積の多い、生態系機能（調整サービス・供給サービス）が高い海域が文化サービスの経済価値も高くなる

わけではないことを示唆している。面積が小さくとも、都市近郊のアマモ場は文化サービスの観点から重要となる

一例を示していると考えられる。 

 また、同様の手順で1990年のアマモ場分布状況を用いて試算した結果、全体の傾向としては2010年より経済

価値が低くなる傾向にあったが、各府県間の価値の相対的な多寡は2010年と類似していた。文化サービスの経

済価値の時空間変異の要因として、第一にアマモ場面積が990年から2010年で約1。5倍程度に増加している

ことがあげられる。その一方、ステークホルダーに関わる要因としてスポーツフィッシングの普及率、移動コストの

軽減、釣り人口の変化などが考えられる。 

瀬戸内海のアマモ場は1ヘクタール当たりの漁業生産額が平均で30万円程度とする文献や、100万円程度と

する文献もある。上述の文化サービスの試算はあくまで岸から釣行可能な釣り場に限定しており、むしろ主力で

ある遊漁船による沖の釣り場は含めていない。それにもかかわらず、コアサイト選定の仮定どおり、供給サービス

を上回る経済価値が試算される結果となった。 
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南方域におけるアマモ場の空間分布に関する情報収集と現地調査においては、温帯性アマモ場と熱帯性ア

マモ場の境界線が鹿児島湾と奄美大島の間に存在するため、まず温帯性アマモ場の南限である鹿児島湾南部

および熱帯性アマモ場の北限である奄美大島でアマモ場の現地調査を行った。その結果、温帯性アマモ場の南

限藻場はアマモ単独で構成されており、熱帯性のアマモの侵入は確認されなかった。また、熱帯性アマモ場の北

限の奄美大島全島で分布を確認したところ、過去の分布調査時より大幅に減少していることが明らかになった。

奄美大島には熱帯性海草類のうち小型種および中型種が成育することが確認されていたが、特に中型種の現

存量と分布面積の減少が著しく、北部の一部の海岸でパッチ状群落が確認されるのみであった。 

 その他の情報を含め収集結果をまとめてみると、おそらく温暖化に伴う熱帯性アマモ場の北上は急激には起こ

りそうにないことが考えられる。まず、小型種・中型種の熱帯性アマモ場の北限となる奄美大島では著しくアマモ

場が減少しており、鹿児島湾への熱帯性海草類の供給源としては、現状では不十分である。まずは、沖縄本島

周辺海域より奄美大島への海草類の供給が必須となりそうである。また、石垣島周辺海域への大型種の供給

源となるフィリピン・ベトナム海域では、北部の熱帯性アマモ場の減少が著しく、おそらく石垣島周辺とフィリピン・

ベトナム中南部の間が空隙になりつつあることが明らかとなった。現状では、石垣島周辺の熱帯性アマモ場は良

好な状態にあったが、周辺海域との交流がきわめて少ないことが想定される。したがって、西日本海域では温暖

化による温帯性アマモ場から熱帯性アマモ場への置換は起こりにくく、海草藻場が消失する可能性のほうが高

いように思われる。 

 

 

５．本研究により得られた主な成果   

 

（１）科学的意義  

 音響計測手法をアマモ場の計測に用いることで、分布域が広域にわたるアマモ場の情報を、短期間で迅速か

つ簡便に取得することが可能となった。これまでに汎用されてきた潜水観察をともなう現場観測では、ダイバーが

複数の定点で時間をかけて情報を収集する必要があった。これに対し、本研究で開発した手法では、実働2日

間の調査を年複数回行うことで季節変動を定量化および可視化することが可能になった。このような簡便な手法

はコスト、労力、さらには安全性の面からも今後のニーズ拡大が期待でき、全国の他の藻場の計測にも応用でき

ると考えられる。さらには、2011年に他研究によりアマモ場の植物体の現存量に基づいて炭素固定速度を推定

することになったことを受けて、本手法をもとにアマモ場の生態系サービスの経済価値のうち、最も重要な構成要

素の一つである調整サービスを試算することが可能となった点は非常に意義深い。 

アマモ場そのものの時空間的な動態、さらに藻場内に生息する生物群集との因果関係が複雑かつ多様であ

ることが明確となった。この結果は、保全する藻場の生態系機能や藻場生物の対象の設定は明確にされるべき

であり、その保全する対象によって保全計画は修正されうることを意味している。さらに、食物網を詳細に解析す

ることによって明確化された主要な栄養フローから、餌としてのベントスの貢献度を明確に定量化した。特に、アミ

類やコツブムシ類などの藻場内の優占種である一方で、市場価値のない甲殻類は、魚類の餌資源として重要な

分類群であるにもかかわらず、その価値は正当に評価されてこなかった。藻場からもたらされる供給サービスを

市場価値のみで評価することは明らかな過小評価であり、被食者としての貢献度からも間接的に算出すること

の意義を明確にした。 

魚類群集構造が南北で異なることを明らかにするとともに、さらにその季節変動を解析することにより、我が国

沿岸のアマモ場のなかで最も種の多様性と生産性が高いエリアの魚類群集構造を明らかにした。既往知見では、

藻場の生態系サービスの最も重要な構成要素は調整サービス（炭素固定）とされてきたが、供給サービス（魚介

類の生産）の経済価値評価はこれまでなされてこなかった。本研究により、藻場の生物群集においてバイオマス

で優占する魚類やエビ類など水産資源として重要な生物の生物量と季節変動を定量評価し、経済価値の試算

につなげたことは、これまでに無い研究成果であり、生態系サービスの包括的評価に大きく貢献するものである。 

コアサイトの一つである北海道のアマモ場における供給サービスとして重要な北海エビ資源の変動を、長期デ

ータ解析にもとづいてアマモ場の面積により説明可能であることを明らかにした。一方、供給サービスの絶対量

が少ないと予測された瀬戸内海においては、遊漁が生み出す経済価値（文化サービス）が極めて高いことを明ら

かにした。また、地球温暖化に伴う海水温の上昇に則したアマモ場の分布状況の変化を予測した。さらに、豊富

な現場調査データに基づいて、生態系サービス間のトレードオフ関係も明らかにした。以上の知見は、沿岸海域

の生態系サービスの包括的評価と持続的利用を進めるにあたって、これまでに無くかつ今後必要不可欠な情報

を含んでいる。 

 

（２）環境政策への貢献  
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＜行政が既に活用した成果＞ 

環境省の有識者会議は、2014年5月に日本の排他的経済水域内で生物学や生態学の観点から重要な場所を

「重要海域」として選定した（2014年5月10日、中国新聞他に掲載）。その中に含まれる本研究の調査サイト（瀬

戸内海、広島県大崎上島北部）周辺域に関する生物データを、本研究チームが提供してきたことが、今回の選

定につながった。 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

研究スタート時に設定した仮説のとおり、アマモ場という同じ生態系であっても地域により生態系サービスの質

や量、人間との関わり方が異なることが明らかとなった。生態系サービスを構成する調整・供給・文化および基盤

サービスの量や構成割合は地域によって異なる実情は、同じアマモ場であっても利用や管理の方針を地域ごと

に柔軟に変える必要性が極めて高いことを示している。本研究は自然科学および人文科学的手法を融合させる

ことを念頭に置いて開始された研究課題であった。コアサイトの1つである北海道では、漁業や遊漁に関連する

供給サービス（水産資源）へのSHの依存度が高い。環境変動（温暖化や突発的な気象条件）による藻場への

影響や、藻場管理政策の失敗が周辺住民に対しても大きく影響してしまう可能性を秘めている点を考慮して政

策選定する必要が大きい。さらには、SH間の関係の地域差を考慮することも重要である。SH同士の交流が活

発な方が生態系を管理しやすいと考えられやすいが、現実にはその正反対の状況に陥る可能性があるためであ

る。北海道のような事例においては、後背地を含めた農業・牧畜に関わるSHも政策を進める上で関わりが深く、

水質汚濁に関する直接的なSHである漁業者や農業者のみでは、利害関係の調整を効果的に進めることは不

可能であり、対象域の行政機関などが第3者の立場から科学的知見に基づいた調整を行う必要があると考える。

これに対して、瀬戸内海では、藻場が有する機能に関わるSHの数が多く、またそれぞれの関心事項も拡散的で

あり、利害構造がより複雑である。当地域においては、漁業や遊漁といった水産資源の利用（供給・文化サービ

ス）のみならず、シーカヤック、漁業体験や農業体験、地域住民を対象とした海の教室なども行われており、文化

サービスについても幅広く活用されていることが特徴的である。その他にも、アマモの直接利用（石風呂と呼ばれ

る地域の伝統サウナ）や海水浴の利用率の高さも特徴的であり、海に親しむ文化が醸成されてきた歴史的背景

がある。瀬戸内海沿岸地域では、藻場に関係するSH数が多いことに加え、その利害構造自体も複雑であり、

SHの藻場機能ごとの関心および利害関係をカバーできるような、柔軟できめ細やかな方策を選定する必要があ

ると提案できる。 

国連環境計画では2011年に生態系サービスの持続的利用と生物多様性との調和に向けて生態系サービス

間のトレードオフを管理することを提唱しており、この提唱がなされた文献に沿えば、本結果のトレードオフの形態

は生態系サービスが脆弱化していることを意味している。片方のサービスを増加させようとした場合、その増加が

わずかであってももう一方のサービスが急激に減少してしまうためである。その原因としては、藻場が小規模化・

単純化していることがあげられる。埋立て等の影響により広範囲に分布できる浅場が減少し、北海道を除く他の

海域では島影や湾奥などに小規模な群落が断続的に続く状態にある。そのため、本来のアマモ場は株密度の

高い群落から低い群落まで、すべての遷移段階がモザイク状に広範囲に形成される一方で、現実のアマモ場は

株密度が高い群落か、あるいは低い群落と遷移段階が離散的に分布し、それぞれが出現と消失を繰り返してい

る状態にある。この場合、個々のアマモ場は特定の生態系サービスしか発揮することができない。したがって今

後我が国が目指すアマモ場の管理としては、すべての遷移段階が同所的に存在する景観多様性の高いアマモ

場を再生することにあり、またそのような状態にある現存アマモ場を重点的に保全していくことにあることを、本結

果は示唆していると考えている。 
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4E-1102  藻場の資源供給サービスの定量・経済評価と時空間変動解析による  

沿岸管理方策の提案  

 

 

（１）藻場を構成する植物群落の現存量、空間構造および経済的価値の定量的解析  

 

北海道大学  

北方圏フィールド科学センター     宮下和士  

 

平成23～25年度累計予算額：22,499千円 

（うち、平成25年度予算額：6,000千円）  

           予算額は、間接経費を含む。  

 

［要旨］  

アマモ場は沿岸生態系において主要な一次生産の場で、水質浄化、生物多様性の維持など多様

な機能を持つ。近年アマモ場を含む藻場の衰退が問題視されており、保全対策の検討にはアマモ

場の定量的な把握が必要である。そこで、本研究では音響計測手法を用いて藻場構造の季節変動

のモニタリングを行い、現存量や分布面積などを定量化した。調査は能取湖(北海道網走市)におい

て2012年と2013年の6月・10月の計4回、生野島沿岸域(広島県大崎上島町)において2011年11月から

2014年2月の間に10回それぞれ季節ごとに実施した。調査海域に設定したラインを航走し、小型計

量魚群探知機 (KCE-300 、ソニック社製 )を用いて音響情報を取得した。音響解析ソフト

Echoview(Myriax社製)を用いてアマモ場を抽出し、得られた情報をもとに空間統計解析 (クリギン

グ)を行いアマモ場の厚さ・分布面積を推定した。また、生野島沿岸域においてはアマモ場の分布

面積から得られる炭素固定量・吸収量を瀬戸内海区水産研究所の2011年の報告データより算出し

た。調査海域では能取湖ではスゲアマモ (Zostera caespitosa)が生野島沿岸域ではアマモ (Zostera 

marina)が優先して分布していた。音響計測手法を用いて得られたアマモ場の厚さは、能取湖では6

月に最大、10月に最小で、生野島では5月に最大、11月に最小となり、推定された分布面積におい

ても同様の変動が見られ、従来のアマモの生活史に沿った結果となった。生野島沿岸域における

最大の炭素吸収量は2012年5月で327.73kg-C d
-1、最大の炭素固定量は2013年5月で481.84kg-C d

-1で

あった。  

 

［キーワード］  

計量魚群探知機、アマモ場、季節変動、生態系サービス、炭素固定量  

 

 

１． はじめに  

 

アマモ科植物は、日本の沿岸域において、北海道から沖縄までの広範囲の内湾の水深10ｍ以浅の

砂地・砂泥地の海底に生息し、密集して繁茂することによりアマモ場を形成する 1)。日本沿岸のア
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マモ科植物は春から初夏にかけて最も繁茂し、秋から冬にかけて衰退し、また増加するという生

活史をとる。アマモ場は、その生産力の高さから、沿岸生態系において重要な海域である。光合

成などの炭素固定による一次生産の場2)としての機能、枯れたアマモ草体が海底に堆積することに

よる栄養循環3)の機能、魚介類の産卵場4)、仔稚魚の成育・棲息場や隠れ場所5)としての機能に加え、

近年では釣りなどのレジャーや環境学習の場として機能し大きな役割を果たすなど、様々な生態

系サービスを持つ。アマモ場を含む沿岸域は、地球上においてその面積の割合が少ないにも関わ

らず、地球上の生態系サービスの価値のうち約3割を担っている6)。沿岸域の生態系サービスの中

でも、アマモ場を含む藻場の生態系サービスはサンゴ礁の3倍もあると言われているが、生態系サ

ービスに関する学術研究が少なく、藻場に関する情報が不足しているのが現状である7)。日本にお

いては30年間で約4割の藻場が沿岸造成や環境の変化により消失したという報告8)もされており、

藻場の重要性を早急に周知する必要がある。アマモ場の生態系サービスは、アマモ場そのものの

分布状況の季節変動によって大きく機能や生物相が異なるという特徴を持つ 9)。また、これまで算

出されているアマモ場生態系サービスのほとんどは単位面積やアマモ乾燥重量あたりの数値であ

り10)11)、分布面積あたりで算出されている例は少ない。アマモ場分布の季節変動を観測するために

は、季節ごとにその分布をモニタリングする必要がある。アマモ場の重要性を明白にする上で、

基礎となるアマモ場の分布状況の季節変動やバイオマスを明らかにすることが必要である12)13)。  

これまでアマモ場の分布面積の推定のためには、直接的手法と間接的手法の両方が用いられて

きた。アマモ場における直接的手法は、ツボ刈り14)や潜水15)などに代表されている。直接草体をサ

ンプリングできることや、目視で分布状況が確認できるなど利点があるが、マンパワーに頼るた

め、多大な労力と時間を要することや、観測地点が少なかった場合、推定精度が低下することが

欠点となっている。間接的手法では航空写真や衛星写真 16)が用いられている。広範囲にわたりア

マモ場の分布を観測することが可能だが、1度写真を撮影するためのコストが高いことや、衛星の

位置によっては年数回の撮影しかできないこと、海水の濁度や水深、天候に依存することが問題

となっていた。このため、広範囲に分布し、かつ短期間で大きな季節変動が見られるアマモ場の

詳細なモニタリングを行うにあたり、より効率的かつ広範囲に適用可能で、詳細な情報を持続的

に調査可能な手法の確立が必要とされている。  

 

 

 

 

 

図(1)-1 日本沿岸のアマモ科植物分布図。  

赤色で着色してある場所にはアマモ  

(Zostera marina)が分布している。  
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２．研究開発目的 

 

本研究では、生野島沿岸域(広島県大崎上島町)と能取湖(北海道網走市)において、迅速かつ定量的

にアマモ場の分布を計測することが可能な音響手法を用い、アマモ場の分布面積の季節変動を推

定することを目的とした。また、生野島沿岸域においては、得られた分布面積の情報から、アマ

モ場が持つ基盤サービスの一部である炭素吸収量と炭素固定量を試算した。  

 

３．研究開発方法  

 

本研究では、能取湖(北海道網走市)と生野島沿岸域(広島県竹原市)の北部・東部海域において小型

計量魚群探知機を用いてアマモ場の音響計測を行った。調査は、能取湖においては2012年・2013

年ともに6月・10月に計4回、生野島においては2011年11月、2012年2013年ともに5月・7月・9月・

11月に加え、2014年2月に計10回行った。両海域ともに設置したトランセクトラインを航走して音

響情報を取得し、繁茂状況の確認のため、任意の地点で水中カメラによる目視観察や，電気伝導

度，温度，水深を同時観測するための機器（CTD）による海洋環境の観測を行った。  

 音響計測手法は、超音波パルスを水中に発射し、海底や魚群から反射されたエコーによって海

中の構造を可視化するものである。計量魚群探知機を用いた音響計測手法は、これまでさまざま

な魚種やプランクトンなどの資源量推定や生態の把握に用いられている。近年では、藻場におい

ても応用されており17)18)、音響計測手法を用いて計測を行い、藻場の分布面積を推定している。超

音波は海水とは異なる物質に対して反射し、魚類においては気体で満たされている鰾に最も強い

反射を示す19)。アマモは葉の内部に空気間隙が存在する 1)ため、この気泡や草体そのものに超音波

が反射することでアマモ場の音響計測が可能となる。音響手法の特性上、海面近くではエコーが

散乱するために音響散乱層ができる。本研究では表層から90cmを除いた音響情報を用いた。また、

超音波を発する際のパルス角により、海底直上に探知不能な領域であるデッドゾーンが存在する

20)。デッドゾーンは以下の式から算出される。  

 

h=d(1-cos(θ/2))+cτ/2 

 

hは海底からの探知不能領域の高さ（m）、dは水深(m)、θはビーム角(°)、cは音速(m/s)、τはパルス

幅（s）である。この計算式によって算出された本研究で用いる計量魚群探知機のデッドゾーンは

45cmであったため、本研究では45cm以下の反応は除いて解析を行った。  

能取湖においては、浅場のアマモ場で音響散乱層とアマモ場の反応が一体化している海域が一

部見られたため、船上からの目視で得られた情報と合わせて、音響的に解析可能であった前後の

アマモ場の分布状況と同一であると仮定して分布面積を推定した。また、生野島東部海域はフェ

リー航路となっており、調査船から300～500 mほどの距離で1時間に複数回のフェリーの航行が見

られた。フェリー航行後に受けた横揺れなどの波の影響を避けるため、調査中一時的に停船した

時間や、波を受けた時間の音響情報は除いて解析を行った。  

取得した音響データはEchoview4.9 (Myriax社) を用い、アマモ場の反応を抽出した。アマモ場を

含む海域のエコーグラムは、海水、アマモ場、海底の3つに分かれ、それぞれ異なる反射強度を示
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す。エコーグラムの反応からアマモ場の反応を抽出するために、アマモ場が分布する部分のエコ

ーグラムから反射強度を抽出し、ヒストグラムを描くことで、アマモ場の反応であると思われる

反射強度の範囲を明らかにし、その範囲をアマモ場の反応とした。アマモ場の反応から、位置情

報、アマモ場の高さなどの情報を水平距離で2mごとに抽出した。アマモの分布水深や目視により

得られた情報を考慮して、能取湖では水深5m以深、生野島では水深10m以深のデータは抽出する

データには含まなかった。また、海底のデッドゾーンの影響を考慮し、海底の反射が最も強かっ

た場所から45cm以上の範囲を探知不能域とし、この区域よりも上に存在する反応に対して解析を

行った。また、藻場内に生息するのは、仔稚魚類などのごく小さな魚である 9)21)ことから、鰾によ

る音響反射に寄与する影響は微量であり、アマモ場の反射強度の内部に埋もれるものと考え、魚

類の反応は無視して解析を行った。  

抽出したアマモ場の音響情報は、ArcGIS 10.1 (ESRI社) を用い、位置情報からアマモ場の有無と

アマモ場の厚さを地図上にマッピングした。また、アマモ場の厚さのヒストグラムと分布水深の

ヒストグラムを作成した。アマモ場の厚さは、Tukeyの方法を用いて季節および海域ごとに有意な

差が見られたかどうか検定をかけた。また、空間補間法の一種であるクリギングを用いてライン

間のアマモ場分布を補間し、アマモ場の分布面積を推定した。分布面積の推定は地図上へのマッ

ピングと同様にArcGIS 10.1 (ESRI社) を用いた。クリギングは、ある観測地点において観測された

値から、空間的自己共分散を用いて観測値のない地点における推定値を求めるものである 22)。ク

リギングの通常式を以下に示す。  

 

Z*(S0) = ∑        
 
    

 

S0は予測位置、λiは i番目の位置における観測値の不明な加重、Z(Si)は i番目における観測値、N

は計測値の数である。クリギングでは、観測値に対する推定値を求めるために、観測地点の周囲

に分布するほかの観測値の重み付き平均を利用する。通常の重み付き平均法と異なるのは、横軸

に観測地点からの距離を、縦軸に共分散関数により得られた空間的隔たりに対する観測値の相違

度をとることで得られるバリオグラムを重みとして使用する点である。バリオグラムが上昇を続

け、一定になる地点までの範囲をレンジと呼び、推定値が空間的に依存する範囲を示す。バリオ

グラムがレンジに達した部分をシルと呼び、データ全体の分散の値に近くなる。ナゲットは、観

測地点間の距離が0のとき0の値をとる。観測地点間の距離が無限に小さい場合、ナゲット効果を

起こし、0よりも大きい値をとる。この場合、バリオグラムのY軸の切片がナゲットの値となる。

ナゲットからシルまでの間の部分をパーシャルシルと呼ぶ。バリオグラムを重み付き平均として

データ観測を行った区間を多数の点の集合体として全体における平均値を推定するとき、バリオ

グラムを決める定数(レンジ、シル、ナゲット)、加重、推定誤差がどのような関係であるかで示さ

れる23)。本研究では、調査海域におけるアマモ場の厚さを推定するための常クリギング (Ordinary 

Kriging)と、調査海域におけるアマモ場構造の存在の有無を推定する確率クリギング (Probably 

Kriging)を用いた。常クリギングから推定されたアマモ場の厚さから確率クリギングから推定され

たアマモ場が存在する海域のみを抽出し、アマモ場の分布推定面積とした。  

本研究で調査を行った生野島周辺の海域では、様々な大学または研究機関によって調査が行わ

れており、瀬戸内海区水産研究所も生野島周辺を調査サイトとして利用する機関の一つである。
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瀬戸内海区水産研究所による藻場・干潟などの炭素吸収量に関する報告書では、本調査海域と同

じ生野島周辺海域において単位面積当たりの 1 日のアマモ場の炭素吸収量と炭素固定量が算出さ

れている。炭素吸収量は生産量とも呼ばれるもので、一般的には単位面積当たりの乾燥重量にお

ける 1 日当たりの生産量 (gdw m-2 d-1) で示される。瀬戸内海区水産研究所による、本研究で調

査を行ったのと同様の海域のアマモ場から得られた炭素吸収量の値を表(1)-1 に示す。炭素固定

量は、吸収量から流出量を引いたものである。 

瀬戸内海区水産研究所による、本研究で調査を行ったのと同じ海域のアマモ場から得られた炭

素固定量の値を表(1)-2に示す。瀬戸内海区水産研究所の実験では、衰退期 (11月)と繁茂期(6月)と

年間平均のアマモ場の単位面積当たりの生産量が算出されている。本研究では、アマモ場炭素吸

収量の季節変動を明らかにするため、この結果を用いて炭素吸収量の試算を行った。試算に用い

た式を以下に示す。  

 

炭素吸収量(gdw m
-2

 d
-1

) =季節ごとの単位面積当たりのアマモ成長量(gdw m
-2

 d
-1

)×アマモ草体の

炭素含有度  

 

9月および11月は衰退期の値を、5月は繁茂期の値を、7月は年間平均の値を用いた。アマモの1

日における単位面積と乾燥重量あたりの成長量 (gdw m
-2

 d
-1

)のうち、アマモの草体の炭素含有度の

年平均である32.3%
24)が炭素量であるとして炭素吸収量を把握した。把握できた1日における単位

面積当たりの炭素吸収量から、分布面積あたりの炭素吸収量を算出した。  

炭素固定量の算出のために、単位面積当たりの乾燥重量における1日当たりの生産量(gdw m
-2

 d
-1

) 

と、同海域における藻場外に流出する草体の量 (gdw m
-2

 d
-1

)を使用した。試算に用いた式を以下に

示す。  

 

炭素固定量 (gdw m
-2

 d
-1

) = (海域ごとの単位面積当たりのアマモ生産量(gdw m
-2

 d
-1

)－藻場外に

流出する草体量(gdw m
-2

 d
-1

))×アマモ草体の炭素含有度  

 

それぞれ、北部海域は密なアマモ場、東部海域は疎なアマモ場と定義づけされている。これら

の値をそれぞれの海域に当てはめて算出した。アマモ場が分布する海域のみに固定される炭素量

を明らかにするため、生産量から藻場外に流出する草体の量  (gdw m
-2

 d
-1

) を除いて算出を行った。

藻場外に流出する草体は、アマモの葉が脱落することで水面に浮き、流れ藻となることで、風や

波に運ばれて藻場外に流出するものを指す 2)3)。流出する草体においても、他海域において枯死し、

草体が海底に堆積し分解されることで有機炭素となり他海域に固定される。また、炭素吸収量と

同様に、アマモの炭素含有度である32.3%を考慮して1日における単位面積当たりの炭素固定量を

把握し、推定された分布面積あたりの炭素吸収量を算出した。  
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図(1)-2 本研究の調査地である能取湖(右)と生野島(左)の拡大図と、実際に調査で航走したトラン

セクトライン。生野島は内湾の北部海域と沿岸の東部海域。能取湖は湖口付近から時計回りに4つ

のエリアに区分した。  

 

 

 

 

 

図(1)-3 小型計量魚群探知機KCE-300(120kHz, 株式会社ソニック社)。左から、T-182B型送受波器

(8kg)、SR-87型送受信器(25kg) 、PRC-58型演算器(5.4kg)。  
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図(1)-4 実際に調査する際の小型計量魚群探知機の接続。位置情報を取得するためにDGPS、エコ

ーグラムを表示するために市販のモニター、計測開始および終了や設定変更の際にキーボードと

マウスを使用する。  

 

図(1)-5 音響計測手法によって得られたエコーグラムと、同じ地点の水中カメラによる目視観察で

得られた画像の一部。エコーグラム中の黄色実線は海底を示す。図右は反射強度 (dB)。(A) アマモ

場が見られない地点  (B) 薄いアマモ場が見られた地点  (C) 密集したアマモ場が見られた地点。  
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図(1)-6 アマモ場の反応が見られた地点のエコーグラム。図左のカラーバーは反射強度 (dB)を示す。

エコーグラムは上から、水面付近で音波が散乱することにより生じる音響散乱層、海水、アマモ

場、海底を示している。実線で示しているのは解析可能な範囲の下端で、海底の反射が最も強い

場所から、判別不能範囲のデッドゾーンである45cmの範囲を加えている。破線で示しているのは

アマモ場の反応の上端である。  

 

 

 

図(1)-7 アマモ場の反応が見られた区間の反射強度 (dB)のヒストグラム。青色で囲んでいるのは海

水、赤色で囲んでいるのは海底の反応である。ヒストグラムが谷を形成している場所の反射強度

を、それぞれ藻場の上端および下端の範囲とした。  
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表(1)-1 生野島周辺海域におけるアマモの単位面積あたりの乾燥重量における1日あたりの生産量

(gdw m
-2

 d
-1

)。衰退期は11月の、繁茂期は6月の数値。アマモの生産量のうち、アマモ草体の炭素含

有量は32.3%であることから、単位面積および1日当たりの炭素吸収量(g-C m
-2

 d-
1
)が算出される。  

 

 

表(1)-2 生野島北部および東部におけるアマモの単位面積当たりの乾燥重量における1日当たりの

生産量(gdw m
-2

 d
-1

)と他海域への流出量(gdw m
-2

 d
-1

)。生産量から流出量を除いたものが海域への固

定量(gdw m-2 d-1)となる。固定量のうち、アマモ草体の炭素含有量が32.3%であることから、単位

面積および1日当たりの炭素固定量(g-C m
-2

 d
-1

)が算出される。  

 

 

 

４．結果及び考察  

 

（１）能取湖におけるアマモ場の厚さと分布面積  

 能取湖におけるアマモ場は、スゲアマモ(Zostera caespitosa)とアマモ(Zostera marina)とコアマモ

(Zostera japonica)から形成されており、そのうちコアマモは船舶が航行できない浅場に生息するこ

とから、本研究では船舶が航行可能な海域に分布するスゲアマモとアマモの分布について観測を

行った。航走中に行った目視観察による種判別から、能取湖のアマモ場を構成するアマモ科植物

はほとんどがスゲアマモであった。音響情報から得られた能取湖におけるアマモ場の厚さの平均

値は、データの欠損がある2012年6月を除くと、2013年6月における0.79mが最大となり、2013年10

月における0.65mが最小値となった。エリア別に見ると、最も湖口から遠かったBエリアにおいて、

いずれの季節においてもアマモ場の高さは最大値をとっており、目視観察でも多くのアマモ場が

見られた。反対に、湖の東側で最も湖口に近いAエリアにおいてはいずれの季節においてもアマモ

場の高さは最小値であり、目視観察でもほとんどまとまったアマモ場は見られなかった (図(2)-8)。 

アマモ場の分布面積は、データの欠損があるBエリアを除くと、2012年6月が6.03km
2で最大値を

とり、2012年10月が3.35km
2で最小値をとった。エリア別に見ると、湖口から遠いCエリアと、湖

口の西側に位置するDエリアは常に広範囲にアマモ場が分布しており、繁茂期である6月と10月で

は分布面積が最大で50％近く減少するなど、顕著な季節変動が見られた。湖の東側で湖口に近いA

エリアでは年間通して分布面積に大きな差はなく安定しているものの、アマモ場の分布は最小で

あった。Bエリアにおいては、分布面積はC・Dエリアほど広範囲ではないものの、年間通して安

Production of seagrass bedsCarbon sink of seagrass beds 
per area/day per area/day

 (gdw m-2 d-1) (g-C m-2 d-1)
Declin ing period (November) 1 .751 0.57
Increase period (May) 3 .627 1.17
Yearly average 2.689 0.87

Period

Fixation of Carbon f ixation of seagrass beds
 seagrass in area  per un it area/day

(g-C m-2 d-1)
Th ick seagrass beds
(Cover degree 80～100%)
Thin seagras beds
(Cover degree 40～50%)

3.25

1 .37

Production Flow

(gdw m-2 d-1)

11 .4

5 .83

1 .33

1 .6

10 .07

4 .23
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定したアマモ場が分布していることがわかった (図(2)-9)。 

 能取湖における水深1～5mの海域は、底質がほぼ砂地または砂泥地であり、潜在的にアマモ場が

形成されやすい環境であることが言える。各エリアのアマモ場の傾向として、C・Dエリアでは広

範囲に、季節変動が顕著なアマモ場が形成されていたが、Bエリアでは前者と比較して狭い範囲で

はあるが季節変動が小さく安定したアマモ場が形成されていた。中でも、特にBエリアの西側とD

エリアの西側においてより厚いアマモ場が形成されていた。Bエリアの西側は卯原内漁港の堤防の

北西で、Dエリアの西側は能取漁港の堤防の東側にあたる。アマモ場の生育を阻害する要因として、

波の影響25)や、海底の傾斜による砂面変動26)が挙げられる。堤防付近に分布するアマモ場は、波の

影響による生育・発芽の阻害を受けにくいことや、海底の傾斜が緩やかで発芽の阻害を受けにく

かったことから、高いアマモ場バイオマスとなったと考えられる。いずれの年・季節においても、

湖の東側で湖口に近いAエリアにおいてアマモ場の厚さ・面積ともに最小であることがわかった。

これは、能取湖周辺においては、地形の影響で西風が強く吹く傾向があることが影響していると

考えられる。このため、西風の影響で波が立つことが多いAエリアはアマモ場が形成されにくい環

境であったと考えられる(図(2)-10)。 

 

（２）生野島沿岸域におけるアマモ場の厚さと分布面積  

 航走中の水中カメラによる種判別により、生野島におけるアマモ場はアマモ (Zostera marina)に

よって形成されていることがわかった。音響情報から得られたアマモ場の厚さの平均値は、各年

において繁茂期である5月が最大(2012年は1.49m、2013年は0.97m)となった(図(2)-8。また、衰退期

である11月が最小(2011年は0.75m、2012年は0.66m、2013年は0.56m)となった。海域別に見ると、

全ての季節において東部海域より北部海域の方が厚いアマモ場を形成していた(p<0.05)。各年にお

ける同じ季節のアマモ場の厚さを比較したところ、ほとんどの季節で2012年が大きい値を示した。

推定されたアマモ場の分布面積は、各年において繁茂期である5月が最大(2012年は0.28km
2、2013

年は0.27km
2
)となった。また、衰退期である11月が最小(2011年は0.22km

2、2012年は0.10km
2、2013

年は0.21km
2
)となった。海域別に見ると、全ての季節で北部海域のほうが東部海域よりも広範囲に

アマモ場が分布していた(図(2)-11)。 

 北部と東部でアマモ場の厚さに差が見られた。5月を例にとると、北部に分布するアマモ場の厚

さの平均は1.85mであったが、東部に分布するアマモ場の厚さの平均は1.12mであった。このこと

は、アマモ場が分布する沿岸域の環境が北部と東部の間で異なっていることが要因として考えら

れる。両海域において、水温および塩分の海洋環境はほぼ同様で、海域間の差は見られなかった。

しかし、北部と東部においてアマモ場を囲む沿岸域の地形は異なる。北部海域は波の影響が少な

い穏やかな内湾域で、海域のほぼ全域が砂地または砂泥地である。東部は狭く小さな湾になって

いる部分が細かく連なって海岸線が形成されているため、北部と比較して波の影響は受けやすい。

海底の底質は北部と同様に砂地または砂泥地で、アマモが生育できる条件を満たしている。しか

し、東部海域において岸から300～500mほど離れた海域がフェリーの航路になっており、ほぼ全日、

数十分間隔でフェリーが航行する。波の影響がアマモに及ぼす影響については、波によって海底

の砂地の面に変動が起こるとアマモの生育および発芽が阻害されることが報告されている 25)。東

部では常にフェリーの航行によって発生する波にさらされる状態であるため、北部と比較してア

マモの生育状態が劣っていると考えられる。これらの結果から、北部海域と東部海域の間では地
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形が異なるために、アマモの生育状態にも差が見られたと考えられる。本研究で調査を行った北

部海域と東部海域では、北部海域の方がアマモの分布面積が大きかった。これは、調査海域間で

水深の構成が大きく異なっていたためであると考えられる。アマモは水深1～数mに分布すること

が知られている1)。北部海域では湾口部で一部がすり鉢状になり水深が20mを超える地点が見られ

るが、ほとんどが水深2～4mとアマモの分布に適した水深であった。北部海域はアマモの分布に適

した浅い水深の地域が広範囲に存在するため、分布面積も広くなったと考えられる。東部海域で

は、湾内のごく沿岸部は水深が2～8mと、アマモの分布に適した水深である。しかし、東部海域の

ほとんどは岸から沖にかけての80mの間に水深3mから水深25mにも達することもある急激に水深

が深くなる海域であった。海底の急な勾配は、アマモの生育を阻害するという報告がされている 26)。

このことから、東部においては水深から見るとアマモが生育可能であった海域においてもアマモ

の分布が少なかったのではないかと考えられる。このため、東部においては調査範囲に設定した

海域のうち、アマモが分布可能な範囲が小さく、そのため東部海域では調査面積に対して低い割

合をとったと考えられる(図(2)-12)。 

 また、年によってアマモ場の厚さや分布面積の傾向が異なっていた。前年の11月に分布面積が

広かった場合、翌年の5月には広範囲かつ厚いアマモ場が形成されていた。アマモは地下茎による

繁殖と種子による繁殖の2種類の繁殖方法をとるが、種子による繁殖を行った場合、種子が海底に

蒔かれ芽を出し定着するまでの間に、波の影響や砂面変動による影響、また急な降雨などによる

砂の巻き上げや攪乱・埋没などが起こると、新規に生産されるアマモのバイオマスが減少するこ

とが知られている27)。生野島沿岸域においては、5月頃から生殖株が成長し花をつけ種子を形成す

るが、この種子が砂地・砂泥地の海底に着底してから発芽・定着するまでの間に悪天候などに見

舞われた場合、当年の種子による繁殖で生産されるアマモのバイオマスが低下することが考えら

れる。北部・東部海域であった、波や海底傾斜などの環境要因以外にも、天候などによる沿岸域

の攪乱などが新規に生産されるアマモのバイオマスに影響していることも示唆され、このためア

マモ場の分布面積や厚さに年変動が起こったのではないかと考えられる (図(2)-13)。 

 

（３）生野島沿岸域におけるアマモ場の炭素吸収量・炭素固定量の試算  

生野島沿岸域における炭素吸収量と炭素固定量の季節変動についても、いずれの年においても

繁茂期である5月に最大となり、それ以後徐々に減少し、衰退期である11月に最小の値をとった。

全ての調査期間のうち、炭素吸収量が最大となったのは2012年5月で327.73kg-C d
-1、最小となった

のは2012年11月で56.57kg-C d
-1であった(図(2)-14)。炭素固定量が最大となったのは、2013年5月で

481.84kg-C d
-1、最小となったのは2012年11月で180.85kg-C d-

1であった。炭素吸収量について、繁

茂期である5月はポイント(単位面積)あたりの値とエリア(分布面積)の値の両方のバイオマスが最

大であったために、高い炭素吸収量になったと考えられる。炭素固定量について、単位面積当た

りの炭素固定量は東部より北部のほうが高い値を示していた (図(2)-15)。これは、北部海域が半閉

鎖的な内湾域で、アマモ場バイオマスが大きく、かつ湾外に流れ出るアマモ草体が少ないことか

ら、同じ海域内への固定が多く、高い値を示したと考えられる。東部海域においては、開けた沿

岸域で、海域内のアマモ場バイオマスが少なく、かつ湾外に流出するアマモ草体が多くなったた

めに、同じ海域内への固定が少なくなったと考えられる。調査海域における炭素固定量のほとん

どを北部海域が担っており、その面積の大小が海域の炭素固定能力を左右すると言えるだろう。  
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図(1)-8 音響手法により得られた能取湖のアマモ場の厚さの平均 (m)。エリアごとに色分けを行っ

ている。2012年6月のBエリアについては、音響データの破損によりNo dataとなっている。  

 

 

 

 

 

図(1)-9 能取湖における2012年6月・10月と2013年6月・10月の音響計測手法を用いた調査で得ら

れたアマモ場の推定分布面積(km
2
)。色は推定されたアマモ場の厚さを示している。2012年6月のB

エリアについては、音響データの破損によりNo dataとなっている。  
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図(1)-10 能取湖におけるアマモ場の推定分布面積(km
2
)のグラフ。エリアごとに色分けを行ってい

る。2012年6月のBエリアについては、音響データの破損によりNo dataとなっている。  

 

 

 

図(1)-11 音響計測手法により得られた生野島沿岸部のアマモ場の厚さの平均 (m)。青色が北部海

域、赤色が東部海域。エラーバーは標準偏差。  
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図(1)-12 生野島の北部・東部における2011年11月から2014年2月までの計10回の音響計測手法を

用いた調査で得られた推定分布面積(km
2
)。左のカラーバーは推定されたアマモ場の厚さ (m)を示す。 

 

 

図(1)-13 生野島におけるアマモ場の推定分布面積(km
2
)のグラフ。青色が北部海域、赤色が東部海

域を示している。  
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図(1)-14 生野島におけるアマモ場の1日当たりの炭素吸収量(kg-C d
-1

)。青色が北部海域、赤色が

東部海域を示している。  

 

 

 

図(1)-15 生野島におけるアマモ場の1日当たりの炭素固定量(kg-C d
-1

)。青色は北部海域を、赤色

は東部海域を示している。  
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５．本研究により得られた成果  

 

（１）科学的意義  

 音響計測手法をアマモ場の計測に用いることで、分布域が広域にわたるアマモ場の情報を、短

期間で迅速かつ簡便に取得することが可能となった。実働2日間の調査を年複数回行うことで季節

変動を定量化および可視化が可能になったことは、他の藻場の計測にも応用できると考えられる。

また、これまでアマモ場の生態系サービスの算出は、単位面積や乾燥重量といった小さな範囲で

算出されていた。これを広域にわたる分布面積に引き伸ばし、生態系サービスのうち基盤サービ

スの一部である炭素吸収量と炭素固定量について全体の数値を概算することが可能となった点は

非常に意義深い。  

 

（２）環境政策への貢献  

＜行政が既に活用した成果＞  

 特に記載すべき事項はない。  

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞  

 本研究では、定量性のある音響計測機器である計量魚群探知機を用いることで、アマモ場の構

造的な厚さと、推定される分布面積を明らかにした。本研究で用いた藻場の音響情報はすべて調

査期間1～2日で取得したものであり、簡便で迅速に広範囲にわたってアマモ場の計測を行うこと

が可能である。また、本手法はアマモのみではなくコンブ類やホンダワラ類の計測にも応用が可

能であり、沿岸域の生態系把握や漁期前の漁業有用種の資源量把握にも有用である。  

また、能取湖においては、ホッカイシマエビ(Pandalus latirostris)の資源量がアマモ場の密度や分

布状況に依存していると言われている 28)。本研究で使用した計量魚群探知機を用いて得られた音

響情報をさらに解析することでアマモ場の密度などの詳細な情報まで推定することが可能である。

得られたアマモ場の音響情報からアマモ場の分布密度や空間的な疎密の情報を可視化することで、

漁期前の漁獲調査を行わずともホッカイシマエビの資源量を推定することが可能であると示唆さ

れる。  

 

 

６．国際共同研究等の状況  

特に記載すべき事項はない。  

 

 

７．研究成果の発表状況  

 

（１）誌上発表  

 ＜論文（査読あり）＞  

特に記載すべき事項はない。  
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（２）間接的供給サービスとしての甲殻類の群集・生産構造と時空間変動の解析  

 

東京農業大学  

生物産業学部                  千葉 晋  

 

   平成23～25年度累計予算額：23,198千円  

（うち、平成25年度予算額：7,000千円）  

           予算額は、間接経費を含む。  

 

［要旨］  

藻場生態系において、藻場に生息する魚類の種多様性と生産速度の規定要因としてベントスが重

要であることは広く認識されている。しかしながら、その価値を定量的に示した例は少なく、供

給サービスへの貢献度については漠然とした理解に留まる。本サブテーマでは、まず、市場価値

のある魚種における餌生物としてのベントスの価値、すなわち「間接的供給サービス」の定量評

価を第一の目的とした。次に、それらベントスの群集構造、およびその成立要因の解析を第二の

目的とした。まず、アマモ場そのものの時空間的な動態、および藻場ベントス群集との因果関係

を能取湖（北海道網走市）において詳細に調査した。その結果、藻場の海草種の組成、現存量は

十数年レベルの長期的にも、かつ季節レベルの短期的にも大きく変動し、それらは藻場ベントス

の種組成や現存量に強く影響することが推察された。次に、アマモ場内の「食う－食われる」の

関係から、藻場ベントスの「間接的供給サービス」の定量評価を行った。ここでは、これまでほ

とんど生態的な知見の無かったアミ類、コツブムシ類、巻貝類の価値を市場価値ベースで算出し、

それらを保全する意義の一端を明確にした。また、調査の空間スケールを広げ、全国12カ所にお

いて定量調査を実施し、藻場ベントス群集組成および食物網等の地域性を顕在化させた。本サブ

テーマの結果は、餌生物の非市場価値の一端を明確にし、保全する藻場の地域特性を理解するこ

と、さらに保全対象とする生態系機能や藻場生物を明確に設定することが、より効果的な藻場保

全に寄与することを示した。  

 

［キーワード］  

供給サービス、甲殻類、時空間変異、食物網、ベントス  

 

 

１．はじめに  

 

多くの動物がアマモ場を生息場所として利用しているが、種数およびそれぞれの現存量、すなわ

ち種多様性が最も大きい動物分類群はベントスである。これらベントスのほとんどは体サイズが

数mmから数cm程度と小さく、アマモ場に生息する多くの大型動物の餌資源として、藻場に生息す

る魚類の種多様性と生産速度に大きく寄与していることは古くから予測されてきた。特に、その

大型動物が漁獲対象種である場合、それは少なくとも生態系サービスのうちの供給サービスをも

たらすことになるが、この時、それらの大型動物が捕食するベントスは、漁獲対象種がもたらす
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供給サービスに間接的に貢献していることになる。しかしながら、ベントスの重要性は広く認識

されている一方で、ベントスによる供給サービスへの貢献度を定量的に示した事例はほとんどな

く、アマモ場に生息するベントスによってもたらされる生態系サービスは漠然とした理解に留ま

り、十分に評価されているとは言えない。換言すれば、このような多数の種から構成されている

ベントスに対する漠然とした価値認識は、ベントスの重要性理解を定義あるいは概念に留め、そ

れぞれのベントス種の保全動機づけに発展させることを困難にしている。したがって、市場価値、

すなわち直接的な供給サービスとして明確でない餌種としてのベントスの間接的価値を、一般に

分かりやすい形で示すことの意義は大きい。また、多様な藻場ベントスの生息状況はそれ自身の

生活史やアマモ場の季節的消長によって長期的にも、短期的にも大きく変化すると考えられる。

加えて、それらベントスはアマモ場の中で均質に生息していることも考えにくい。藻場ベントス

の種数や現存量が時空間的に変動することは、それに伴って藻場の有する生態系機能が変動する

ことを意味しており、藻場からもたらされる生態系サービスも単純ではないと言える。この複雑

性や変動を理解することは、それぞれのアマモ場の保全計画の礎になると期待される。サブテー

マ２では、アマモ場ベントス、特にベントスの大部分を占める甲殻類に焦点をあて、まず藻場内

での「食う－食われる」の関係から間接的供給サービスの定量化を試みた。さらに、それらの群

集および生産構造の時空間変動を調査した。  

 

 

２． 研究開発目的  

 

供給サービスである漁業生産を産出する魚種のベントスの依存度を定量評価することで、餌種と

してのベントスの価値、すなわち「間接的供給サービス」の定量評価を第一の目的とした。また、

ベントスは漁獲対象魚ばかりでなく、藻場生態系の中で魚類の種多様性と生産速度の規定要因と

なっていることから、その群集構造と成立要因の解析を第二の目的とした。これらの目的を達成

するために、まずアマモ場の構造、さらにアマモ構造と藻場生物の現存量の関係の時空間変動を、

北海道網走市の能取湖の小スケールにおいて詳細を調査した。次に、空間スケールを北海道内ス

ケール、全国スケールと広げ、地域ごとのアマモ場のベントス群集および藻場内での「食う－食

われる」の関係における空間変異を調査した。  

 

 

３．研究開発方法  

 

研究期間を通して、北海道北見市（サロマ湖）、網走市（能取湖、網走湾沿岸、藻琴湖）、小清

水町（濤沸湖）、別海町（野付湾）、根室市（風連湖、温根沼）、厚岸町（厚岸湾）、函館市（臼

尻湾）、宮城県気仙沼市（舞根）、広島県竹原市（生野島）において調査を実施し、アマモ場の

構造、アマモ場のベントス群集、および魚類胃内容物の全て、あるいはいずれかに関するデータ

を収集した。  

 

（１）アマモ場の構造  
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アマモ場の構造把握に関しては、本プロジェクトの主題のひとつであり、詳細なデータを収集す

ることで、他サブテーマによって得られたデータの正確な理解および補完となることが期待され

た。さらに他の地域への応用を行う上でこの構造把握は特に重要な意味を持つと考えられた。北

海道の能取湖では1996年の7月に詳細なアマモ場調査が実施されていたことから（北海道開発局  

1997）、その調査を再現することで長期的なアマモ場の構造変化の比較も可能であった。そこで、

本サブテーマにおけるアマモ場の構造理解調査は能取湖において大規模かつ詳細に実施した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2012年および2013年の6月および10月に能取湖全域において調査を実施し、アマモ場構造および

その季節変化を調査した。本調査では、既報告（北海道開発局  1997）を再現するために、能取湖

のアマモ場に設けた４つの調査区（A、B、C、D区）のそれぞれに３から８カ所の定点を設け、潜

水により50 cm × 50 cm の一定区画のアマモ類を各定点につき3回ずつ採集（坪刈り）した（図(2)

－1）。採集したアマモ類の種同定および栄養株と生殖株の分類を行った後、それぞれの形態とし

て、葉長、葉幅、葉数、花穂数、根部および枯死部の重量を測定した。  

この調査に加え、短期的なスケールでの時空間変異を推察するため、2013年6月～10月の毎月１

～数回の頻度で詳細な調査も実施した。ここでは、海草の集塊（以降、パッチと記す）のタイプ

（半径3 m以上または半径1。0 m未満のパッチ、それぞれのパッチの中央または縁辺部）ごとに、

潜水により50 cm × 50 cm または25 cm × 25 cmの一定面積の海草を採集（坪刈り）し、上記と同様

に海草種ごとの形態を調べ、さらに葉端の付着藻類量を計測した。  

 

（２）アマモ場のベントス群集  

アマモ場内に生息するベントスのうち、小型甲殻類が占める割合は特に多く、また種多様性も

高いことから、小型甲殻類群集の採集を主目的に、全ての調査地においてデータ収集を行った（表

(2)－1）。調査はベントスの生活史が停滞しやすいと考えられる冬から早春の低水温期に実施し、

北太平洋標準プランクトンネット（口径45 cm、側長180 cm、目合い0。33 mm）を用いた調査では、

ネットの開口部の1ヵ所におもり（1 kg × 2）を装着し、毎秒約1 mの速度で藻場の底層を20 m曳網

した。なお、この採集は各調査地で4回ずつ行い繰り返しとした。  

魚類および大型ベントスの採集を主目的とした地曳網による調査に関しては、調査地や時期に
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よって使用できる漁具が異なっていたため、採集漁具の大きさは統一されていないが、目合 3 ～

30 mmのものを使用した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

能取湖においては、これらの採集方法に加えて上記アマモ場構造および他のサブテーマとの包

括的な分析の効果を勘案し、被せ網（80 × 80 × 高さ80 cm、目合1 mm）による採集も実施した（図

(2)－2）。この調査では、目合い1 mmのタモ網を使用し、被せ網内の全ての動物を採集した。  

これらの方法で採集した動物はホルマリンまたはエタノールで固定するか、冷凍保存により標

本とし、観察に用いた。小型甲殻類等の藻場生物に関しては、目視観察に加えて、顕微鏡下で解

剖することにより種同定を行った。しかしながら、端脚目、等脚目、十脚目に属するいくつかの

生物では、分類体系が確立していないこともあり、種小名まで同定できない生物も存在した。こ

の場合は、科または属レベルを分類単位として取り扱うことで対応し、本報告では類という単位

（コツブムシ類等）で表記した。採集した甲殻類に関しては、個体数を計数後、60℃で24時間以

上乾燥させ、分類群ごとの乾燥重量を測定した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）魚類胃内容物  
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野付湾、生野島において主に地曳網で採集されたそれぞれ240個体、242個体魚類の胃内容物を

観察した。なお、能取湖でも同様に採集を行ったが、解析には本研究期間中に観察した120個体に

加え、千葉・河村  （2011）で観察された2007年から2010年までの277個体のデータを含めた。採

集した魚類は、魚種を特定した後で、標準体長および湿重量を測定した。次に、胃を摘出し、胃

重量を測定した後で解剖し、胃内から出現した生物の同定を行った。消化が進行し、生物の同定

が困難だった場合は、不明物として取り扱った。それぞれの藻場生物に対する各魚種の依存度を

推定するために、それぞれの個体の胃から出現した生物の種あるいは分類群ごとの湿重量を測定

し、胃内容物におけるそれぞれの重量当たりの占有率を求めた。この占有率と捕食率の積をその

生物に対する依存度とし、各調査地における「食う－食われる」の関係（食物網）を明らかにし

た。なお、胃内容物として出現した動物の餌生物に関しては、文検等の既報告知見を参照にして

推定した。  

 

（４）間接的供給サービス  

魚類胃内容物調査によって推定された能取湖における食物網を元にしてアマモ場ベントスの間

接的な供給サービスを求めた。この計算にあたって、まず、能取湖の全ての漁業生産を管理する

西網走漁業協同組合が保有していた2002年から2012年までの11年間の全ての出荷伝票を整理し、

その中からアマモ場で漁獲された漁獲対象魚種の漁業生産額を計算した。次に、上記胃内容物調

査で観察計算されたそれぞれの藻場ベントスに対する各漁獲対象魚種の依存度から、以下の式を

用いて、間接的供給サービスを算出した。  

 

      ∑    (      

      ) + ∑   (      

        ) （1） 

 

ここで、第1項はベントス iを直接捕食している割合から算出される有用魚類 jの漁獲生産量を意

味する。また、有用魚類jの餌生物がベントス iを捕食している場合もある。そこで第２項は、その

割合を考慮した有用魚類 jの漁獲生産量の推算式を意味している。なお、第1項および第2項のそれ

ぞれの値は以下の式から計算した。  

  (      

      )               (2) 

  (      

        )                        (3) 

 

ここでYjは魚類 jの漁業生産額であり、(2)式のCjは魚類 jの捕食率を、Djaは魚類 jの捕食重量の中に

占める計算対象となるベントス iの重量の割合(a)を示している。また、(3)式のDjk は魚類jの捕食重

量の中に占める魚類kの重量の割合とした。この魚類kがベントスiを捕食している場合、Ckを魚類k

の捕食率、Dkaを魚類ｋの捕食重量の中に占めるベントス iの重量の割合とし、それぞれを(3)式に含

めて計算した。  

 

 

４．結果及び考察  
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（１）能取湖におけるアマモ場の構造とベントス群集  

アマモ場の構造とベントス群集の関係に関しては、他サブテーマとの連携効果を勘案し、北海

道網走市の能取湖において特に詳細な調査および解析を実施した。能取湖を大きくA～Dの４区画

に分け、アマモ場を構成する海草種の現存量を調べた結果、明確な地点間変異が見いだされた。

例えば、2012年のA区では6月および10月のいずれの調査でも海草は全く観察されず、B区およびC

区では、調査期間を通してアマモZostera marinaおよびスゲアマモZ。 caespitosaの2種が生息して

いた（図(2)-3）。ただし、両種の割合には大きな差があり、スゲアマモが占める割合が圧倒的に

高く、D区における6月の調査ではアマモは観察されなかった（図(2)-4）。また、B区の海草の水平

方向の生息範囲は顕著に狭く、C区、D区と徐々に広がっていた。これらの結果は、能取湖内のア

マモ場の現存量は地点間大きく変異すること、さらに能取湖のアマモ場は主にスゲアマモで構成

されていることを示している。この傾向は継続調査を行った2013年でも変わらなかった（図(2)-4）。

本調査の結果を1996年の7月に同じ手法で調査された結果（北海道開発局  1997）と比較すると、

2012年および2013年の調査では海草の生息が確認されなかったA区では、1996年には海草は多数生

息しており、さらにB区およびC区では今回の調査より多くのアマモが生息していた。この比較結

果は、海草藻場の面積および種組成が17年間で大きく変化したことを意味する。  

2012年および2013年の連続する年間で同じ調査を実施した結果、1996年との長期比較で見られ

たほどの大きな変化は見られなかった。しかし、夏季（6月）から秋季（10月）、さらに翌夏季（6

月）の間にアマモ場の構造や種組成に変化が見られた。例えば、2012年の夏季に水深の広い範囲
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に加入したアマモは、2013年の6月までには生残していなかった（図(2)-5）。この結果は、アマモ

場を構成する種組成、およびその現存量は季節的に大きく変化することを意味している。アマモ

場の構造を季節的に比較すると、アマモ、スゲアマモともに現存量は10月よりも6月で多く、生殖

株（主に種子生産を行う葉体）は6月に見られ、アマモの全株の約20％、スゲアマモの全株の約6％

を占めていた。一方、10月の調査では、アマモ場は両種とも栄養株（主にエネルギーを生産する

葉体）のみで構成されていた。このことから、能取湖のアマモ類は初夏に繁殖し、その後、生殖

株の全てと栄養株の一部が枯死、流出すると考えられる。  

 

 

 

アマモ場を形成する種組成が季節的に大きく変化することが明確となったため、2013年にはア

マモとスゲアマモの形態およびその季節変化を1ヵ月間隔で詳細に調べた。その結果、両種の形態

における種間差が明確となった。例えば、同一水深の場合、調査期間中はアマモとスゲアマモの

株密度に関してはスゲアマモの方がアマモよりも2倍以上高く、また葉長も長かったが、一方で葉

幅はアマモの方が広かった（図(2)-6）。さらに季節変化にも種間差が見られ、特に株密度はスゲ
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アマモの方で季節消長が顕著であった（図(2)-6）。株あたりの付着藻量には顕著な種間差はなか

ったものの、株密度はスゲアマモの方が多いため、単位面積あたりの付着藻量にはスゲアマモ上

の付着珪藻の方が多くなり、海草種間で大きな差があることを意味している。スゲアマモではア

マモのように地下茎は発達せず、スゲアマモの方がより点在した小パッチ集塊を形成する傾向に

あった。  

能取湖におけるこれらの調査結果は、アマモ場の構造は長期的にも短期的に大きく変化しうる

ものであることを意味している。さらに本調査によって海草の種構成はアマモ場の構造全体に関

係することが明確になり、藻場構造の変化には構成される海草種の組成変化を伴っている可能性

があることを示唆している。アマモ場の保全や管理において、藻場を構成する種に注目した例は

極めて少ないが、本調査結果は、海草の種レベルも含めて検討する価値が高いことを示している。  

 

 

 

（２）能取湖のアマモ場の甲殻類群集  

 能取湖のアマモ場で採集された甲殻類は、乾燥重量で比較すると6月調査のアマモで87％を、ス

ゲアマモで97％を占め、10月調査の結果ではアマモで40%を、スゲアマモで99％を占めていた。10

月調査のアマモで甲殻類有占率が低くなった原因は、アマモにおいて15回繰り返した採集のうち、

１回の採集で大きな魚類が１個体採集されたことに起因する。この魚類１個体のデータを例外と

して計算から除すと、10月調査のアマモで甲殻類が占める割合は87%となる。なお、ベントスにお

けるそれぞれの動物の占有率を個体数から計算すると、いずれの比較においても99％が甲殻類と
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なる。したがって、能取湖のアマモ場に生息する主たるベントスは甲殻類だと言える。  

採集された甲殻類では、エビ類、アミ類、コツブムシ類、ヨコエビ類の割合が顕著に多かった。

それぞれの割合を乾燥重量で比較するとエビ類がアマモ、スゲアマモどちらにおいても6月では約

99％を、10月では約65%を占めていた。エビ類のうち、最も優占していたのはホッカイエビPandalus 

latirostrisであった。次いで多いのは、ニホンコツブムシ属Cymodoceを主とするコツブムシ類や、

ほぼ全て（99％以上）がエゾイサザアミNeomysis mirabilisで構成されるアミ類であった（図(2)-7）。

なお、個体あたり重量が軽いため乾燥重量による占有率が低いものの、個体数で割合を比較する

とアミ類が占める割合が最も多くなり、6月調査のアマモでは11％を、スゲアマモでは31％を占め

ており、10月調査のそれぞれでは51％、38％を占めていた。  

 

 

海草種ごとに甲殻類群集の現存量（乾燥重量）を比較すると、季節に関わらず、スゲアマモに

おける現存量の方が、アマモにおける現存量よりも高かった（図 (2)-7）。しかしながら、代表的

な動物の現存量とアマモ場を構成する海草種の関係を調べた結果、動物種ごと、あるいは季節ご

とに藻場の利用様式に差異が見られた。例えば、ホッカイエビの現存量は6月ではアマモとスゲア

マモの海草種間で差はないものの、10月ではスゲアマモで多くなっていた（図(2)-8）。アミ類は6

月のスゲアマモで、コツブムシ類は10月のスゲアマモで顕著に多くなっていた（図 (2)-8）。また、

それぞれの海草種内でも、海草のパッチの大きさ（大パッチは半径3 m以上、小パッチは半径1.0 m

未満）によってベントス現存量に変異が見られ、さらには大パッチの中央であるか、縁辺部であ

るかによっても大きな変異が見られた。例えば、優占種の1種であるホッカイエビの場合、大パッ

チの縁辺部や小パッチ内において多く生息する傾向が見られた（図(2)-9）。この傾向は他の甲殻

類でも調査したが、比較対象とするベントス種それぞれによって海草タイプの利用様式が異なっ
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ていた。これらの結果の成因までは本調査では明らかにすることはできなかったものの、それぞ

れの藻場動物の発達段階や生理状態とアマモ場の構造の種間差が関係していることが推察される。

少なくとも、何らかの藻場生物を保全あるいは管理する場合は、その対象種によって藻場の保全

あるいは管理する手法もまた変わりうることを、これらの結果は示している。  

 

（３）能取湖における藻場の食物網  

能取湖において地曳網で採集された魚類の胃内容物からベントス種、あるいは分類群を調べ、

「食う－食われる」の関係から、能取湖のアマモ場における食物網を推定した（図(2)-10）。能取

湖のアマモ場に生息する主な魚種は14種であった。 
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能取湖では多くの魚種が5種（分類群）以上の動物を捕食していた。アミ類、コツブムシ類、エ

ビ類、巻貝類を捕食している魚種が顕著に多く、これらのベントスは能取湖における主要な餌生

物であると考えられた。特に、観察した全ての魚種がアミ類を捕食しており、高い漁業生産額を

生み出すホッカイエビを含むいくつかの比較的大型の甲殻類もまたアミ類を主要な餌としていた。

能取湖で採集されたアミ類の99％以上はエゾイサザアミであるが、餌生物としての重要性は経験

的に認識されてきたものの、ほとんど調査対象とされてこなかった動物の一種である。本調査に

よって能取湖のアマモ場の食物網において、エゾイサザアミの存在は極めて重要であることが明

確になったと言える。  
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（４）能取湖における間接的供給サービスの定量化  

能取湖における「食う－食われる」の因果関係（図 (2)-10）から、主要ベントスによる間接的な

供給サービスを算出した。2002年から2012年までの11年間において、能取湖の全ての漁業生産を

管轄する西網走漁業協同組合に保管されていた出荷伝票データを元に、アマモ場で漁獲された全

ての魚種の平均年生産額を整理した（表(2)-2）。その結果、魚類ではクロガレイPleuronectes obscurus

およびクロガシラガレイPleuronectes schrenkiから成るカレイ類の生産額は年平均で約14,472千円

であり、コマイEleginus gracilisでは約1,695千円であった。また、ホッカイエビは魚類に捕食され

るベントスであるが、本種自体もアマモ場の重要な漁獲対象種であり、その年平均生産額は魚類

生産額の合計の3倍を超える約57,291千円であった。これらの他にも漁獲されている魚種は数種存

在したが、必ずしもアマモ場内で定住的に生活していないこと、あるいは計算根拠とした出荷伝

票では正確に魚種名が記録されていない可能性があったこと等の理由から、ここではそれらを計

算対象には含めなかった。3魚種の漁業生産額対象に、「３。研究開発方法」で示した式に基づい

て、それぞれの餌となるベントス（餌種）の間接的供給サービス（Pi）を推定した。まず、各漁獲

対象種の胃内で観察された餌種の出現頻度から、それぞれの魚類ごとに、それぞれの餌種に対す

る依存度を推定した（図(2)-11）。この依存度と表(2)-2の漁業生産額から、それぞれの餌種がもた

らす供給サービスを算出し、表(2)-3にまとめた。その結果、まずアミ類の間接的供給サービスは

24,808千円と計算された。アミ類としてまとめた種のうち、その99％はエゾイサザアミであったこ

とから、このアミ類のPi値はエゾイサザアミの値と考えてほぼ良い。アミ類の値の高さは、高い漁

業生産を生むホッカイエビの主要な餌であること主に起因している。また、ホッカイエビの生産
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額の影響程は大きくないものの、アミ類はクロガレイ・クロガシラガレイのカレイ類およびコマ

イのいずれにも捕食されており、能取湖の藻場生態系において極めて重要な1種であると考えられ

る。また、コツブムシ類のPi値は11、563千円と計算された。コツブムシ類はクロガレイ・クロガ

シラガレイの胃内容物に占める割合が顕著に高かったが、これらもまたコマイ、ホッカイエビに

も捕食されており、重要な餌種と言える。餌種としてのホッカイエビに関しては捕食者である魚

類の生産に寄与していた額は218千円であり、ホッカイエビのみの生産額より遥かに少なかった。  

 

 

この計算結果は、アマモ場における主要ベントスのうち、市場価値のないアミ類、コツブムシ
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類が間接的に漁業生産に大きく貢献していることを明示したものである。「食う－食われる」の

関係は時間や種組成の変化によて、あるいは市場価値の変化によって、この間接的な供給サービ

スとしての金額は大きく変わりうる。さらに、今回の計算では依存度を捕食者の異内容物におけ

る餌ベントス種の重量率から求めているため、他の基準（例えば、エネルギーの同化量等）を用

いて計算した場合は、ベントスに対する依存度は変わる可能性が高い。したがって、この間接的

供給サービスの計算では「食う－食われる」の関係を単純化しており、それぞれのベントス種の

絶対的な価値を示していることにはならない。また、ここで計算対象としなかった市場価値のな

い魚類も、藻場動物群集の動態に強い影響を与えており、それらは基盤サービスや調整サービス

といった価値を有しているはずであるが、ここではその価値を評価に含めていない。ここでの計

算値が意味することは、これまで重要視されて来なかった動物に間接的供給サービスという視点

を持つことで、その価値の一端を明確にできるということである。アミ類やコツブムシ類等の小

型ベントスがもたらす生態系機能については、基礎生態学的には重視されてきたことは間違いな

いが、一方で、それらの重要性が一般的に認知されてきたとは言えないだろう。それぞれの漁業

資源の管理においてさえも、微小ベントスの重要性については餌の一部として漠然と認識されて

来たにすぎない。本サブテーマでの微小ベントスの間接的供給サービスの値は、餌種としての価

値をあえて市場価値ベースで推算することにより、漁獲対象動物の価値における相対的な価値の

理解に寄与することが期待でき、微小ベントスを保全する意義を明確にしたと言える。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）他の調査地におけるアマモ場の甲殻類群集  

 コアサイトを含む各地のアマモ場において、北太平洋標準プランクトンネットを用いてベント

スを採集した。この調査は、北海道北見市（サロマ湖）、網走市（能取湖、網走湾沿岸、藻琴湖）、

小清水町（濤沸湖）、別海町（野付湾）、根室市（風連湖、温根沼）、厚岸町（厚岸湾）、函館
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市（臼尻湾）、宮城県気仙沼市（舞根）、広島県竹原市（生野島）で実施した。このうち、図(2)

－12では能取湖、野付湾、厚岸湾、臼尻、舞根、生野島のアマモ場における結果を示した。北海

道の調査地ではアミ類の占める割合多いことがひとつの特徴であるが、その他の明確な傾向は見

いだされなかった。調査はベントスの生活史が停滞しやすいと考えられる冬から早春の低水温期

に実施しているため、短期間での種組成、現存量変化は乏しく、データの差は概ね地域差を表し

ていると考えられる。ただし、調査地の地理的位置関係に加え、それぞれのアマモ場が形成され

ている海域の閉鎖性や波あたり、海草種組成、密度など様々な要因が藻場ベントス群集に関係し

ていると考えられる。したがって、今回観察された地域差はそれぞれの地域で構築されている生

態系の差異に影響すると考えることが妥当である。 

 

 

藻場ベントスの多様性にみられる変異の地理的スケールを把握するために、ほぼ同緯度レベルで
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ある北海道東部において、より詳細に比較検討した。図(2)-13では、北海道東部のオホーツク海沿

岸から太平洋沿岸にかけての7つの海跡湖沼（サロマ湖、能取湖、網走湖、藻琴湖、濤沸湖、風蓮

湖、温根沼）と2つの内湾（野付湾、厚岸湾）の藻場において採集されたアミ類の種組成を示した。

なお、ここで示した藻場には、アマモ、スゲアマモ以外にコアマモZostera japonicaやスガモ

Phyllospadix iwatensisも含まれており、また主にホザキノフサモMyriophyllum spicatumやジュズモ

属の１種Chaeromorpha sp。等で構成される藻場も含まれている。この9カ所の調査地で採集された

アミ類は、5属6種に分類された。アミ類としての密度はサロマ湖、能取湖、風蓮湖の3地点で72～

90個体/ m
2と高く、一方、網走沿岸、網走湖、藻琴湖では0.7～1.8個体/ m

2と低かった。濤沸湖、野

付湾、温根沼、厚岸湾に関しては、密度では11から16個体/ m
2と比較的近かったが、種組成が調査

地間で異なっていた。  

 

アマモやスゲアマモで構成される藻場（サロマ湖、能取湖、野付湾、風連湖、温根沼）の場合、
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アミ類の99％以上はエゾイサザアミであり、それが圧倒的な優占種であった。海草藻場以外では、

網走湖、藻琴湖、濤沸湖のアミ類は全てイサザアミN。 awatschensisで構成されており、開放性の

高い海域（網走湾沿岸、厚岸湾）では複数の種が採集された。この結果は少なくともアミ類は地

理的に近い10 kmから150 km程度の同緯度レベルのスケールであっても、藻場ごとに生息するアミ

類群集が大きく異なることを示している。分類が十分に行えなかったコツブムシ類やヨコエビ類

を含む微小ベントスに関しても、ここで調べたアミ類同様の地域変異が観察される可能性は十分

に考えられる。能取湖における詳細な解析から推察されたように、いずれの地域おいてもアミ類、

コツブムシ類等の微小ベントスは漁獲対象種の主要な餌種である可能性は高い。  
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 北海道の野付湾および広島県の竹原市生野島において採集された主な魚類の胃内容物を元に、

それぞれの場所における食物網の変異を推定した（図 (2)－14および図(2)－15）。野付湾では北海

道能取湖と同じ14種の魚類の胃内容物を解析した結果、「食う‐食われる」の関係は、図(2)－10

に示した能取湖における関係と同様に複雑であった。魚類の胃内容物からは藻場内で観察された

ほとんどの動物が出現し、多くの魚種が5種（分類群）以上の動物を捕食しており、特に、アミ類、

エビジャコ類、エビ類、コツブムシ類に強く依存している点でも、能取湖での結果に良く似てい

た。一方、広島県の生野島における「食う‐食われる」の関係は北海道よりも相対的に単純であ

った。生野島で採集された藻場に生息する魚種は9種であり、クジメおよびアミメハギを除けば、

魚種ごとの食性範囲は北海道の魚種よりも顕著に狭かった。魚類に捕食されているベントス種は

能取湖や野付湾よりも遥かに少なく、多くの魚類において利用する餌種は限られていた。また、

生野島ではアミ類（主にモアミ属Nipponomysis）ではなく、ヨコエビ類およびカイアシ類への依存

度が高かったことも特徴のひとつであった。研究期間中では北海道2ヵ所と瀬戸内1ヵ所で比較を

行うのが限界であったが、この傾向は南北における食物網の状況の典型である可能性は高いだろ

う。藻場に生息する魚類の種多様性に関しては三陸地方を境界に顕著に増加するが、北日本の藻

場における魚類の高い種多様性には、藻場内の餌種の利用可能性の大きさが関わっている可能性

がある。「食う‐食われる」の関係の複雑さと群集の安定性の因果関係に関しては明確な見解は

得られていないが、少なくとも広い食性範囲はそれぞれの魚種個体群の安定性に寄与しているこ

とは十分に考えられるだろう。  

 

 

５．本研究により得られた成果  
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（１）科学的意義  

サブテーマ（２）では、アマモ場そのものの時空間的な動態、さらに藻場内に生息する生物群

集との因果関係が複雑かつ多様であることが明確となった。この結果は、保全する藻場の生態系

機能や藻場生物の対象の設定は明確にされるべきであり、その保全する対象によって保全計画は

修正されうることを意味している。さらに、食物網を詳細に解析することによって明確化された

主要な栄養フローから、餌としてのベントスの貢献度を明確に定量化した。特に、アミ類やコツ

ブムシ類などの藻場内の優占種である一方で、市場価値のない甲殻類は、魚類の餌資源として重

要な分類群であるにもかかわらず、その価値は正当に評価されてこなかった。ここでの間接的供

給サービスの価値計算では、「食う－食われる」の関係や漁獲対象種の市場価値等を定性的なも

のとして扱っているため、算出された値は決して絶対的な価値とは言えない。しかし、本サブテ

ーマにおいて微小ベントスの餌種としての価値をあえて市場価値ベースで推算することにより、

微小ベントスの相対的な価値に対する一般的な理解浸透が期待でき、微小ベントスを保全する意

義を明確にしたと言える。   

  

（２）環境政策への貢献  

＜行政が既に活用した成果＞  

 特に記載すべき事項はない。  

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞  

サブテーマ（２）では、市場価値のある魚類やベントス自体が生みだす直接的な供給サービス

（漁業資源）に加えて、市場価値のない餌料生物としてのサービスへの貢献度を評価する手法を

開発した。多くの漁業資源管理は単一魚種の個体群動態に基づいて実施されているが、サブテー

マ（２）の結果は、漁獲対象種の個体群動態に寄与する餌生物の種組成および現存量、すなわち

種多様性保全の価値を市場経済ベースで推算している。この推算は、餌生物の視点から非漁獲対

象種の相対価値の一端を明確にすることに寄与し、群集全体の保全あるいは管理の動機づけの機

会を提供するものである。また、藻場の構造や生態系機能における時空間変異を明確にしたこと

は、アマモ場において保全する対象（機能、種など）を明確にすることで、より効果的な藻場の

保全あるいは管理が可能になると期待される。  

 

 

６．国際共同研究等の状況  

特に記載すべき事項はない。  
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（３）藻場における魚類群集および食物網の時空間変動解析  

 

広島大学大学院  

生物圏科学研究科 応用生物科学専攻 瀬戸内圏フィールド科学講座  

竹原ステーション                     小路 淳 

                   

   平成23(開始年度)～25年度累計予算額：34,629千円  

（うち、平成25年度予算額：11,661千円） 

           予算額は、間接経費を含む。  

 

 

［要旨］  

南北2カ所のコアサイト（北海道能取湖、瀬戸内海生野島）における魚類群集と食物網構造を明

らかにすることを目的として、優占種を中心とした魚類の群集構造および食物網解析を他のサブ

テーマと連携して実施した。アマモ繁茂期（夏期）を中心とした魚類群集構造に関する基礎的デ

ータの収集を行うとともに、優占魚種の食性とそれらを取り巻くエネルギーフローに注目して、

魚類群集構造の地域特性をサイト間で比較した。さらに、コアサイトにおける魚類群集構造の季

節変動を解析するために季節ごとの調査も実施した。現場で得られたデータを、他のサブテーマ

による成果と統合して、アマモ場の生態系サービスの経済価値を包括的に評価するとともに、南

北サイト間での質的な比較を試みた。既往知見では、藻場の生態系サービスの最も重要な構成要

素は調整サービス（炭素固定）とされてきたが、供給サービス（魚類の生産）の経済価値評価は

これまでほとんどなされてこなかった。本研究により、藻場の生物群集においてバイオマスで優

占する魚類やエビ類など水産資源として重要な生物の生物量と季節変動を定量評価し、経済価値

の試算につなげた点はこれまでに無い研究成果であり、生態系サービスの包括的評価に貢献する

ものである。さらに、自然科学および社会科学の統合によるアプローチ通じて生態系サービスと

社会のつながりを調べることを目的として、ステークホルダー分析を実施した。研究スタート時

に設定した仮説のとおり、アマモ場という同じ生態系であっても地域間で生態系サービスの質や

量、人間との関わり方が異なることを明らかにした。生態系サービスの構成要素（調整・供給・

文化および基盤サービス）の量や割合が地域差をもとに、同じアマモ場であっても利用・管理方

針を地域ごとに柔軟に変える必要性が極めて高いことを提案できる科学的根拠を提供した。  

 

［キーワード］    

アマモ場、魚類群集、生態系サービス、ステークホルダー、南北比較 

 

 

１． はじめに  

 

生態系に備わった機能のうち人類が享受できる価値の部分を示す「生態系サービス」は、各生

態系の重要性を定量的に評価するために必須の尺度である。地球上の生態系ごとの経済価値を算
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出したCostanzaら（1997）1）の研究によると、熱帯雨林（0。2万ドル/ha/年）をはじめとする陸域

や淡水域（湖・川：0。8万ドル/ha/年）に比べて藻場・干潟など浅海域の生態系サービスははるか

に高く、全ての生態系でトップクラス（1。9-2。3万ドル/ha/年）であると見積もられている。近年

の推定値では、珊瑚礁がうみだす生態系サービスの経済価値の評価（最高値）が内湾・藻場域を

上回ったが、依然として藻場の生態系サービスの経済価値は陸域を含む他の多くの生態系に比べ

て高いと見積もられている。2）しかしながら、上記の推定値には生物生産過程のなかで最も主要

な構成要素である魚類の生産はほとんど含まれていない。この背景として、1次生産（光合成）や、

1次捕食者（動物プランクトン）およびベントス（底生動物）に比べて、移動能力の高い魚類の定

量評価が比較的困難であることが指摘されている。近年では、魚類の耳石日周輪解析等を応用す

ることにより、コレまでに比べて非常に高い精度で魚類の生産速度を推定する事例が世界各地で

報告されるようになり、浅海域生態系サービス総合評価の達成に向け、魚類生産の定量評価の実

践への期待が高まっている。  

本研究では、他のサブテーマと連携しながら藻場の魚類群集構造、魚類を中心とした食うー食

われる関係を行い、得られた成果をもとに資源供給サービスの定量・経済評価を行う。さらに、

資源生物生産の場である沿岸域の効果的に管理する方策の提案を行うことを目標として、広域

的・長期的視野にたって、沿岸域を構成する各生態系の関連や貢献度の解析を実施する。魚類の

生息場となる藻場の立体構造の時空間変動を、計量魚群探知機（魚探）を用いて定量的に把握し、

魚類、甲殻類、環境条件との関係解析に用いることを目的として、コアサイト（道東・瀬戸内海）

を中心に藻場群落の構造解析を実施することを目的とした（サブテーマ１）。また、藻場におけ

る甲殻類の群集構造および生産構造の解析を実施し、その結果をもとにコアサイト2ヶ所の食物網

構造の比較を実施した。魚類の食性調査により餌資源として重要な甲殻類の格付けを行い、得ら

れた情報を最終年度に実施する経済価値算出の根拠とする（サブテーマ２）。さらに、優占種を

中心とした魚類の群集構造、生産構造および食物網解析を実施する（サブテーマ３）。漁獲対象

となる水産業上重要種に加えて非漁獲対象種の生産構造も解析し、藻場の植物群落構造、餌生物

（甲殻類）の時空間変動との関係解析に供する。これらに加えて、コアサイトにおける物理・生

物環境データの収集と解析他のサブテーマとの連携・既存知見収集・野外調査にもとづいて、植

物群落が作り出す景観構造（生物環境）と水質・地形（物理環境）、生物群集データを収集・解

析することを目的とする（サブテーマ４）。  

このうち、本サブテーマ３では、藻場における魚類群集および食物網の時空間変動解析を主対

象として3年間（2011～2013年度）の研究を開始した。1年度目の研究が終了した時点で実施され

た中間評価の際に、アドバイザリーボードおよびPOより、研究の落としどころとして自然科学と

人文・社会科学との融合をめざして、人文・社会科学系の分析手法の導入を積極的に行い、成果

とりまとめの方向性を探ることを強く提案された。これを受けて、2年目以降には人文・社会科学

的分析手法を導入し、コアサイトにおける生態系サービスの包括的評価と、さらに地域社会との

つながりを調べるためのステークホルダー分析を実施することにより、沿岸域の生態系サービス

とかかわりの深い人間生活・社会構造を含めて、より包括的に南北のコアサイトを比較する研究

体制を構築した。  
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２．研究開発目的  

 

本研究メンバーの一部が実施した先行研究では、日本沿岸海域のアマモ場において広域的な調査

を実施し、北海道と瀬戸内海のアマモ場では魚類の種多様性とバイオマスがともに高いことを明

らかにした（図(3)-1）。3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図(3)-1 先行研究により明らかとなった日本各地のアマモ場における魚類群集構造。単位面積あ

たりの魚種数、バイオマスがともに大きい北海道と瀬戸内海 (各1ヶ所)を本研究のコアサイトとし

た（小路・堀  （2011）より作図）3)。  

 

これらの成果をふまえて、本サブテーマでは道東と瀬戸内をコアサイトとして、アマモ場にお

いて高い魚種多様性とバイオマスが維持される仕組みと、アマモ場の生態系サービスと人間生

活・社会構造の関係およびその南北差を解析することを目的として、以下の研究を実施した。  

 

（１）魚類の定量調査を実施するために必要な最低アマモ場面積の検討  

これまで全国各地のアマ藻場において実施している魚類採集は、面積100 m
2のエリアを基本単位と

している。しかしこれが魚類群集の定量調査に妥当な面積であるかどうかは検討されていない。

そこで、アマモ場における調査面積とそれにより採集される魚類群集の関係解析を実施した。  

 

（２）南北コアサイトにおける魚類群集および食物網の時空間変動解析  

初年度には、コアサイト（道東、瀬戸内）のアマモ場における魚類の群集構造を把握するための

野外調査を実施した。海草（アマモ）の繁茂期である夏期のうち、2つのサイトの水温条件を可能

な限り統一するために、道東（能取湖：8月）では瀬戸内（広島県大崎上島町生野島：7月）に比
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べて遅い時期に調査を実施した。いずれの調査地においても植生はアマモZostera marinaが優占す

る。さらに、季節変動を解析する目的で、季節別（3か月に1回）の調査を両コアサイトにおいて

実施した（能取湖においては、冬季は結氷のため調査を実施していない）。  

 

（３）生態系サービスと社会のつながりを調べるためのステークホルダー分析  

本研究は、資源供給サービスを中心とした藻場の生態系サービスの定量評価に取り組むとともに、

藻場を取り巻く生態系サービスや文化的特徴の違いが、現状の藻場の利用方法や、効率的な藻場

管理施策の差に繋がるとの仮説のもとに研究を進めている。豊かな生態系サービスと人間生活と

のかかわりを明らかにするためには、フィールドでの物理、生物データの収集（自然科学的アプ

ローチ）に加えて、人文・社会学的アプローチを取り入れることも重要である。そこで本課題で

は、コアサイトとその周辺地域において、生態系サービスから影響を受け経済活動を行う、沿岸

域の多様な利害関係者（ステークホルダー：以後、SH）の特定、およびそれらの利害構造の把握

のための調査（SH分析）を実施した。  

 

 

３．研究開発方法  

 

（１）魚類の定量調査を実施するために必要な最低アマモ場面積の検討  

コアサイトのうち，人間生活や漁業活動によるアマモ場への影響が比較的小さく、比較的狭い範

囲に大きな面積のアマモ場が維持されている瀬戸内海中央部の生野島（広島県大崎上島町：図（3）

-2B）東岸において，アマモ繁茂期（2011年7月）に調査を実施した。魚類採集用の巻き網（幅13 m，

高さ1 m，目合い2 mm）を用いて，1辺1，2，3，4，5，6，8，10 mの正方形（それぞれ面積1，4，

9，16，25，36，64，100 m
2）の正方形のエリア（くり返し各3回）で魚類採集を行った。採集され

た魚類を現場にて10％海水ホルマリンで固定して持ち帰った。実験室において選別したのち，魚

種の同定，体長・体重測定を行った。調査面積（1～100 m
2）と魚類群集（魚類の種数，バイオマ

ス）の関係を解析した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図(3)-2 魚類の定量調査を実施した北海道能取湖，広島県生野島の位置を示す地図（左）および

魚類サンプリングの風景（右）。  
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（２）南北コアサイトにおける魚類群集および食物網の時空間変動解析  

コアサイト間での比較のための生物および環境調査を，道東（能取湖）と瀬戸内（生野島）で実

施した。上記「魚類の定量調査を実施するために必要な最低アマモ場面積の検討」の結果をふま

えて，魚類の採集は，各調査地のアマモ場内において100 m
2（10×10 m）のエリア4箇所で実施し

た。採集された魚類を10％海水ホルマリンで固定して持ち帰った。魚類の採集とあわせて調査地

におけるアマモの繁茂状態を調査した。1辺50 cmの方形枠を用いてアマモの株密度を4箇所以上で

測定した。一箇所あたり数本のアマモを採取し葉長を現場で計測した。調査時には水温および塩

分の測定もあわせて行った。採集された魚類を実験室において選別し，魚種ごとの個体数，湿重

量を測定した。電子ノギスを用いて各魚類の全長を0。1 mm単位まで測定した。調査面積をもとに

して魚類の種数，個体密度，湿重量を100 m
2あたりに換算した。道東（能取湖）においては、冬季

に湖面が結氷するために4月、7月、11月に、瀬戸内（生野島）においては4月、7月、11月、1月に

調査を実施して季節変動の把握も行った。  

 

（３） 生態系サービスと社会のつながりを調べるためのステークホルダー分析  

１）はじめに  

本研究は、資源供給サービスを中心とした藻場の生態系サービスの定量評価に取り組むととも

に、藻場を取り巻く生態系サービスや文化的特徴の違いが、現状の藻場の利用方法や、効率的な

藻場管理施策の差に繋がるとの仮説のもとに研究を進めている。豊かな生態系サービスと人間生

活とのかかわりを明らかにするためには、フィールドでの物理、生物データの収集（自然科学的

アプローチ）に加えて、人文・社会学的アプローチを取り入れることも重要である。そこで本課

題では、コアサイトとその周辺地域において、生態系サービスから影響を受け経済活動を行う、

沿岸域の多様な利害関係者（ステークホルダー：以後、SH）の特定、およびそれらの利害構造の

把握のための調査（SH分析）を実施した。  

本研究のコアサイトに設定している北海道網走市能取湖および広島県大崎上島町周辺の地勢的

な特性として、海域では気候、海流、流氷の有無などの海洋環境条件が、陸域では背後人口や後

背地の面積、アクセス性などの地勢的条件が異なることが挙げられる。また、市場規模や産業規

模などの経済・社会的条件の違いも存在する。さらに、藻場自体を経済活動に利用することや、

海水浴文化の浸透など文化的条件の違いも含まれる。このような地勢的な特性の違いが、同じ属

性で扱われる漁業者や釣り人などの、藻場周辺での活動に影響を及ぼすことが予想される。主要

な漁獲物や養殖対象種の違いや、魚類の産卵時期や場所などの違いが、漁業の漁期や対象類に影

響を及ぼすなど、藻場の周辺で活動するSH間の利害構造に影響を与えることが予想される。  

 

２）ステークホルダー分析について  

Stakeholderの概念はFreedman（1984）4)により提唱され、以降も多くの研究者による理論化が進

められてきた。その後、主に経営学の分野における、企業組織内におけるプロジェクト管理や、

企業の社会的責任(CSR)の明確化を目的としてSH分析が開発された。SH分析は、ある対象につい

ての利害関係者の特定や、利害関係の構造を把握することを目的として利用されてきている。利

害対立の解消や、効果的な方策の決定に寄与するものと考えられ、環境政策や保健政策といった

経営学以外の分野においても広く用いられるようになってきた。近年では，ダムや道路など社会
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資本整備を行う際の利害構造の把握や，合意形成にむけた交渉の際の紛争アセスメントにおいて

も利用されている5-7)。  

沿岸域においては、これまでも、漁業者と一般遊漁者の間ではしばしば紛争が起こっているこ

とや8)、沿岸域の埋め立てや発電所の建設の際には漁業者や環境保護団体からの頑強な反対が知ら

れている。藻場の管理を考える場合には、藻場を取り巻く利害関係者は多様に存在することを考

慮する必要が大きいと想定される。このような問題に対して、SH分析を導入することで漁業者と

遊漁者、漁協と公共団体、その他SH同士の軋轢を最小限に抑えた、円滑な管理方策の策定が可能

になるものと考えられる。  

SH分析は、ある対象についての利害関係者の特定や、利害関係の構造を把握することを目的と

して利用されてきている。開発された年代が新しいことや、企業経営においてオーダーメイド的

に用いられてきたことから、扱いが確立されていない部分が多く，誰がSHとなりうるのかといっ

たSHの定義の部分に関しても、各研究分野や分析者により異なった捉え方がなされているなど、

改良すべき点はいまだに多い。しかしながら、近年では利害対立の解消や、効果的な方策の決定

に寄与するものであるという理解が進んできており、環境政策や保健政策といった経営学以外の

分野においても広く用いられるようになってきた。最近では，ダムや道路など社会資本整備を行

う際の利害構造の把握や，交渉の際の紛争アセスメントにおいても利用されている。沿岸域にお

いては、漁業者、遊漁者、漁協、公共団体などの多様なSHが存在するため、それらの軋轢を最小

限に抑えた、円滑な管理方策の策定が今後ますます重要であろう。  

SH分析の具体的な手順としては、まずブレインストーミングにより、想定されるSHの洗い出し

を行うのが一般的である。次に、想定されたSHを対象とするヒアリング調査を行うことで、SH間

の利害関係（感情的な関与）や関心事項などを抽出していく。このとき、スノーボールサンプリ

ング（調査を行うにあたって、先に選ばれた回答者に対して、 次の回答者を紹介してもらう、調

査対象者の抽出法）を行うことで、当初想定していなかったSHの抽出を試みることもある。  

ヒアリング調査の結果は、SH一覧テーブルにまとめることで、対象についての関心や利害の関

係等についての容易な認識が可能となる。このSHテーブルを用いることで、プロジェクトに対す

る各SHの心情を理解しつつ、利害の対立をなるべく避けるようなプロジェクト管理方策の策定が

目指される。ときに、重要度や関心度には「低い～高い」といった得点が付けられることもある。

しかしながら、SHテーブルを用いた定量評価手法についても確立されているとはいえず、扱いに

は注意が必要となる。  

 

３）ステークホルダーの抽出  

多様な生態系サービスをうみだす藻場生態系には多様なSHが存在するため、利害構造は複雑で

あることが予想される。そのため、まずはSHの特定および藻場の機能に対する利害関係の構造把

握を行うことが必要である。SHの抽出に先立って藻場域が有する機能の整理を行った。文献精査

や研究者へのヒアリングを行った結果、藻場域の機能として、  

a 経済活動に直接寄与する機能  

b 水産資源の生育環境を提供する機能 

c 海域の化学的および物理的環境を保全する機能 

d 干潟域への波及効果等  
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があることが分かった（図(3)-3）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図(3)-3 藻場が有する機能と，想定されるステークホルダー  

 

藻場が有する各機能の詳細を以下に示す。  

 

a 経済活動に直接寄与する機能  

藻そのものの提供、流れ藻および寄り藻の提供、ダイビングスポットや景観資源等の提供など、

漁業、マリンレジャー、観光関連産業に寄与するもの。  

b 水産資源の生育環境を提供する機能：  

水産資源に対する産卵場、稚魚の生育場、餌場の提供が挙げられ、これらの機能は一般的に「海

のゆりかご」とも呼ばれる。この機能は直接的に産業に寄与するわけではないが、藻場域におい

て成長した水産資源は漁業や遊漁によって漁獲されるものと推測される。  

c 海域の化学的および物理的環境を保全する機能  

光合成や土壌保全等があげられる。一般に藻場は、光合成による二酸化炭素の吸収および酸素の

発生とともに、リンやチッソなどを吸収する水質浄化機能を持っていることが知られている。ま

た、根を底質に張り巡らした植生であることから、土壌や底質の保全や、波浪を安定化させ水産

資源の生育場として有効に機能させるといった物理環境の保全も担っている。  
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d 干潟域への波及効果  

干潟域におけるアサリの育成の促進等が挙げられる。アマモなどの葉上に付着した葉上付着藻が

エサとなり干潟域の生態系の健全化が図られることや、酸素供給や水質浄化機能、また土壌およ

び底質の保全機能についても干潟域への一定の波及効果があるものと推測される。  

 

初期段階でのブレインストーミングおよび研究者へのヒアリング結果を基にSHの抽出を行った

結果、藻場の機能を利用した経済活動として、藻の直接採草、また流れ藻・寄り藻の利用、ダイ

ビングやシュノーケリング、遊覧観光、漁業・遊漁を抽出した。藻場から近い位置で利益を受け

るSHとして、採草や寄り藻および流れ藻の利用を行う家庭菜園者や地域内住民を抽出した。水産

資源の管理および，沿岸域の管理等を行っているSHとして，漁業協同組合、公共団体、研究者等

を抽出した。観光分野では、ダイバーや、観光客の受け入れやPR活動を行う団体等を抽出した。

また、これら抽出したSHの背後にも、漁獲された水産資源を扱う加工業者、小売業者、仲買業者、

スーパー等も抽出した。コアサイトにおいて抽出したSHを以下に示す。  

 

＜各コアサイトにおいて抽出されたステークホルダー＞  

 

北海道能取湖周辺  

西網走漁業協同組合、オホーツク農業協同組合、能取湖畔の旅館経営者、自治会町、卯原内観光

協会、釣り人（網走市内在住）、オホーツク総合振興局（水産課、水産技術普及指導所）、網走

市（水産漁港課、農政課、観光課、生活環境課）、網走水産試験場、  

 

広島県大崎上島町周辺  

大崎内浦漁業協同組合、大崎上島漁業協同組合、民間漁業法人、広島ゆたか農業協同組合、NPO

法人かみしまの風、大崎上島町（産業観光課農林水産係、産業観光課商工観光係、建設課、総務

課）、釣り人（大崎上島町）、飲食店経営者、旅館・岩風呂経営者（竹原市）  

 

４）ヒアリング項目の設定  

官公庁や団体のホームページ等を参考にし、北海道能取湖と広島県大崎上島における藻場利用状

況を整理した。その後、藻場利用に対する利益、不利益の関係構造や、藻場に対する関心、実際

に起こった利害の対立等に関する文献精査を行い、抽出したSHに対するヒアリング項目を設定し

た。北海道能取湖および広島県大崎上島周辺の概況を以下に示す。  

 

北海道能取湖周辺  

・親潮・流氷の影響がある  

・海水浴利用は少ない（夏が短い）  

・少ない魚種、漁獲量は多い  

・JF西網走漁協青年部が植樹活動を行うなど資源保護活動への意識が高い  

・広島に比べて主要（1次）SHが少ないと想定される  

・漁協（漁業者）が藻場管理に強くかかわっている可能性が高いと想定される  
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・生物の産卵場・成育場としての機能が大きいと想定される  

 

広島県大崎上島周辺  

・海水浴利用は少ない（温暖）  

・レジャー利用が多い  

・伝統サウナ（石風呂）でアマモを利用する  

・農業の肥料としてアマモを利用する  

・多様な漁業対象種、漁獲量は少ない  

・専業漁業者が少ない  

・住民（自家菜園者など）が流れ藻、寄り藻を利用している  

・過去に紛争があった（1998年の漁協の藻場造成事業に対し、浚渫土の取り扱いなどに住民が不

満を抱く。地区が独自に藻場委員会を立ち上げ、以降町長が藻場造成を認可せず。漁協組合長は

贈収賄事件で逮捕・起訴後再選（中国新聞社、新瀬戸内学より）  

・北海道能取湖に比べてSHが多様であると想定される  

・藻場に関心を示すSHが多いと想定される  

 

ヒアリング調査では、事前に質問項目を想定、準備しておき、以下の手順で質問を行った。  

＜質問項目＞  

  ①藻場の機能のうち、何を利用しているか？  

  ②藻場の機能のうち、関心のあるものは何か？  

  ③藻場が減少した際に経済的な影響はあるか？  

  ④現在、藻場に対する保護・保全活動を行っているか？  

  ⑤自分の活動を阻害する、他のSHの活動や行動（利害対立）はあるか？  

  ⑥他に聞くべきSHがいるか? 

 

以上の質問は、以下に示す「藻場が有する機能の図（図(3)-3）」および以下に示す「藻場機能の

低下に関わる行為・活動と、想定される管理・規制」を参考にしながら実施した。  

 

＜藻場機能の低下に関わる行為・活動と、想定される管理・規制＞  

採草対象としての機能  

・採草対象としてのアマモ採草·······························採草に係わる規制  

採草量、時期、海面、採草具など  

・流れ藻の利用·······························陸域でのアマモ利用に係わる規制  

悪臭防止、燃焼行為、肥料利用など  

人的技術による藻場の減少  

漁業における底びき網やエンジンの絡まりなどアマモの水揚げ漁業に係わる規制  

航路、エンジンのノット数、船数、漁具など  

・流氷船、船舶交通によるアマモの撹拌····················船舶交通に係わる規制  

航路、エンジンのノット数、船数など  
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観光資源としての藻場機能·································観光産業に係わる規制  

入場海面、時期、持ち込み物など  

水産資源の産卵場・生育場としての機能····················漁業・遊漁に係わる規制  

水産保護海面、漁場海面、漁期、漁獲量など  

科学的環境の形成機能の低下  

・エサの使用、ゴミによる水質汚濁······················漁業、遊漁に係わる規制  

釣り人のエサ、養殖漁業のエサ、ゴミなど  

・農場、工場からの有害物質排出··············農業、工業、国土利用に係わる規制  

上下水道など排水施設・浄化水槽整備、施設立地など国土利用制限、使用物質など  

・山林、河川からの栄養分減少············河川、山林利用、国土利用に係わる規制  

国定公園指定、入山、入漁、ダム建設、森林伐採、植林、ゴミなど  

物理的環境の形成機能の低下  

・アマモ場の埋め立て·················土木・建設業、国土利用などに係わる規制  

国定公園指定、海面保護、施設整備制限など  

干潟への波及効果  

・干潟の埋め立て·························土木・建設業、国土利用に係わる規制  

国定公園指定、建設制限、施設整備制限など  

・サンゴ草など観光資源·········観光産業、土木・建設業、国土利用に係わる規制  

国定公園指定、入場制限、ゴミ捨て、建設制限など  

・アサリなど水産資源·································漁業、採捕に係わる規制  

入場海面・時期・採捕具（漁業・採捕）、持ち込み物など  

 

５）ヒアリング調査  

ヒアリング調査を、2013年6月に北海道網走市能取湖周辺、同年7月に広島県大崎上島町周辺で行

った。まずは、事前に抽出したSHを対象に聞き取り調査を実施した。質問の最後には「他に聞く

べき対象者はいませんか？」という問いを投げかけ、主観的な選択をできうる限り排除する、ス

ノーボーリング法を導入することで、新たなSHの紹介を促した。また藻場が有する機能をヒアリ

ング対象者に提示しながら聞き取りを行った。併せて、どのような科学的検証が行われれば、あ

るいは科学的情報を知ることができれば、各SHが関心を持つ問題の解決が可能となるかについて

も質問した。  

 

４．結果及び考察  

 

（１）魚類の定量調査を実施するために必要な最低アマモ場面積の検討  

 調査面積と魚類群集の関係解析では、調査面積9 m
2以下では魚類がほとんど採集されなかった。

調査面積16 m
2以上では、魚類の種数およびバイオマスがいずれも調査面積増大とともに増加する

傾向が明瞭であった。また、調査面積の増加に対する魚類の種数およびバイオマスの増加は、面

積64 m
2以上で頭打ちになる傾向が認められた（図(3)-4）。以上のことから、アマモ場の魚類群集

に関しては、1回あたりの調査で最低でも64 m
2以上のエリアを対象とする必要が大きいと考え、以
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後の野外調査を実施した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図(3)-4 アマモ場における調査面積と、魚類の種数(左)およびバイオマス(右)の関係  

 

（２）南北コアサイトにおける魚類群集および食物網の時空間変動解析  

 調査地における水温は北海道において5、8、11月にそれぞれ  7.3、19.4、6.8℃、瀬戸内海におい

て4、7、10、1月にそれぞれ13.1、22.2、24.3、12.0℃であった。夏期に高く冬期に低かった。調査

地における塩分は北海道において5、8、11月にそれぞれ29.6、22.2、31.2、瀬戸内海において4、7、

10、1月にそれぞれ32.2、31.9、32.3、33.0であった。北海道では瀬戸内海に比べて塩分の季節変動

が大きかった。  

アマモの平均株密度（株 /m
2
±SD）は北海道において5、8、11月にそれぞれ560（±10.3）、93.0

（±23.2）、89.0（±24.7）、瀬戸内海では4、7、10、1月にそれぞれ11.3（±3.1）、13.3（±2.2）、

14.3（±3.1）、8.0（±0.8）であった。アマモの平均葉長（mm±SD）は北海道において5、8、11月

にそれぞれ304.2（±25.0）、581.6（±178.9）、467.8（±78.1）、瀬戸内海において4、7、10、1月に

それぞれ679.6（±128.3）、820.5（±133.0）、619.8（±50.8）、469.9（±111.6）であった。両サイト

においてアマモは夏期に繁茂することが確認された。  

 北海道能取湖では合計12科17種以上、計666個体の魚類が採集された。採集された魚類のうち、

個体数で優占した上位5種群は、ワカサギ、シロザケ、チカ、重量で優占した種群はウグイ、ワカ

サギ、チカであった（表(3)-1）。水産資源として重要な魚種であるウグイ、クロガレイ、シロザ

ケ、チカ、ワカサギの割合が圧倒的に高くこれら5種のみで年間合計の湿重量の95％以上を占めた。 

広島県生野島では合計11科14種以上、計3,115個体の魚類が採集された。採集された魚類のうち、

個体数で優占した上位5種群は、クロダイ、アミメハギ、ヒメハゼ、ゴンズイ、マタナゴであった。

重量で優占した種群は、アカメバル、マタナゴ、ゴンズイ、アミメハギ、クロダイ（表(3)-2）で

あり、これらが5種のみで年間合計の82.7％を占めた。水産資源として重要な優占種（重量割合：

アカメバル、マタナゴ、クロダイ）が重量比において年間合計の56。0％を占める一方で、水産資

源として重要ではない優占種（重量割合：ゴンズイ、アミメハギ）が比較的高い割合を占める（年

間合計の湿重量の26.7％）が北海道能取湖とは異なる特徴であった。  

季節別にみた場合、魚類の種数は北海道において8月に最大（11種）、11月に最低（6種）とな

り、瀬戸内海において7月に最大（8種）、4、10、1月に最低（7種）となった。北海道では瀬戸内
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和名 科名 学名 個体数 湿重量(g) 個体数 湿重量(g) 個体数 湿重量(g) 個体数 湿重量(g)

ウグイ コイ科 Tribolodon hakonensis 17 1550.0 17 1550.0

カジカ科魚類 カジカ科 Cottidae spp. 1 0.1 1 0.1

ガジ タウエガジ科 Opisthocentrus  ocellatus 1 2.8 1 2.8

ギスカジカ カジカ科 Myoxocephalus stelleri 2 18.0 2 18.0

クロガシラガレイ カレイ科 Pleuronectes schrenki 2 57.8 1 0.3 1 1.9 4 60.0

クロガレイ カレイ科 Pleuronectes obscurus 3 290.2 2 40.9 1 90.6 6 421.7

クロソイ フサカサゴ科 Sebastes schlegeli 1 0.9 1 0.9

シロザケ サケ科 Oncorhinchus keta 185 104.4 185 104.4

シワイカナゴ シワイカナゴ科 Hypoptychus dybowskii 17 16.2 17 16.2

セスジボラ ボラ科 Chelon  affinis 1 0.3 1 0.3

チカ キュウリウオ科 Hypomesus japonicus 12 99.8 94 512.6 106 612.4

トラフグ属魚類 フグ科 Tetradontidae spp. 1 0.2 1 0.2

ビリンゴ ハゼ科 Gymnogobius breunigii 10 8.9 10 8.9

ヘビハゼ ハゼ科 Gymnogobius mororanus 7 5.4 7 5.4

ムロランギンポ タウエガジ科 Pholidapus dybowskii 1 9.0 4 12.5 5 21.5

ヤギウオ トクビレ科 Pallasina barbata 1 5.1 2 4.5 3 9.6

ワカサギ キュウリウオ科 Hypomesus nipponensis 2 5.8 1 0.8 296 1021.0 299 1027.6

合計 221 512.0 51 1717.4 394 1630.6 666 3860.0

8月 11月5月 合計

和名 科名 学名 個体数 湿重量(g) 個体数 湿重量(g) 個体数 湿重量(g) 個体数 湿重量(g) 個体数 湿重量(g)

アカメバル フサカサゴ科 Sebastes inermis 14 405.0 19 753.5 33 1158.5

アナハゼ カジカ科 Pseudoblennius percoides 21 29.2 14 29.2

アミメハギ カワハギ科 Rudarius ercodes 51 42.3 12 2.8 396 278.3 139 137.0 598 457.6

マタナゴ ウミタナゴ科 Ditrema temminckii pacificum 2 6.2 48 360.5 3 78.9 16 493.9 69 933.3

クサフグ フグ科 Takifugu niphobles 4 106.7 3 62.1 7 168.8

クジメ アイナメ科 Hexagrammos agrammus 3 110.5 3 110.5

クロダイ タイ科 Acanthopagrus schlegelii 1739 368.4 1739 368.4

クロメバル フサカサゴ科 Sebastes ventricosus 1 132.8 1 53.1

ゴンズイ ゴンズイ科 Plotosus lineatus 293 713.1 293 713.1

シロギス キス科 Sillago japonica 3 2.9 3 4.5 6 3.9

シロメバル フサカサゴ科 Sebastes cheni 5 99.3 1 68.2 6 99.3

ハオコゼ ハオコゼ科 Hypodytes rubripinnis 13 145 4 6.3 4 5.5 21 145.0

ヒメハゼ ハゼ科 Favonigobius gymnauchen 10 6.5 5 4.9 277 89.2 31 11.4 323 89.2

ヨロイメバル フサカサゴ科 Sebastes hubbsi 2 59.5 2 59.5

合計 86 538.8 1843 1241.8 995 1923.7 198 879.9 3115 4389.3

4月 7月 10月 1月 合計

海に比べて種数の季節変動が大きかった。魚類の個体数は北海道において11月に最大（394個体）、

8月に最低（51個体）となり、瀬戸内海において7月に最大（1843個体）、4月に最低（86個体）と

なった。北海道では瀬戸内海に比べて個体数の季節変動が小さかった。魚類のバイオマスは北海

道において11月に最大（1630.6 g）、5月に最低（512.0 g）となり、瀬戸内海において10月に最大

（1923.7 g）、4月に最低（53.8 g）となった。北海道では瀬戸内海に比べてバイオマスの季節変動

が小さかった。  

 

表(3)-1 北海道能取湖のアマモ場において採集された魚類の個体数、バイオマス（100m
2のエリア

で4回調査した結果）  

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表(3)-2 広島県生野島のアマモ場において採集された魚類の個体数、バイオマス（100m
2のエリア

で4回調査した結果）  
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 重量において優占種となった魚種でかつ供給サービス（水産資源）として重要な魚種は、北海

道能取湖においてウグイ、クロガレイ、シロザケ、チカ、ワカサギ、広島県生野島においてアカ

メバル、マアナゴ、クロダイであった。アマモ場における魚類を中心とした食物網解析はサブテ

ーマ２と連携して実施した。胃内容物解析により、能取湖ではエゾイサザアミやコツブムシ、生

野島ではカイアシ類、アミ類、ヨコエビ類がこれら魚類群集の主要な餌生物として利用されてい

ることが明らかとなった。  

 

（３）生態系サービスと社会のつながりを調べるためのステークホルダー分析  

 

１）北海道能取湖周辺における結果  

能取湖の調査では、藻場を採草対象として利用するSHと、寄り藻・流れ藻を利用するSHは存在し

ないことが確認できた。また海水浴場は能取湖にはなく、ダイビングスポットなど観光資源とし

て利用するSHは存在しないことがわかった。アクアリウムなどに用いる観賞用として生物を採集

することもほとんどないことがわかった。  

以上の結果から、北海道能取湖周辺域においてSHが利用するのは、藻場が有する水産資源の生

育場・産卵場・餌場としての機能、観光資源の生育機能が中心であることがわかった。干潟では、

アサリの潮干狩りが開催されていることから、干潟域の水産資源を利用するSHが存在することが

わかった。また、藻場に隣接する干潟では、サンゴ草（アッケシソウ）を鑑賞する観光客や野鳥

（オジロワシ）の観察を行う観光客が存在し、藻場とその周辺域を観光資源として利用する。ヒ

アリング調査により特定されたSHの一覧を以下に示すとともに、各項目について詳細を記述する。 

 

能取湖周辺におけるヒアリングにより特定されたSHの一覧：  

団体・組織・所属  [カッコ内はSH] 

 

a 漁業共同組合  [ケタ曳き漁業（ホタテ成貝・ウニ）、ホタテ稚貝養殖、カゴ漁業（エビ・ツブ）、

採介藻漁業（アサリ）、その他漁業] 

b 農業協同組合  [畑作、畜産農家] 

c 民間会社・業者  [仲買い業者（域外）、宿泊施設（域内旅館）、水産加工、肥料、採石業など

製造業、建設業に関連する事業者（域内外：行政含む） ] 

d 地域団体 [卯原内観光協会、町内会、老人会] 

e 住民（域内外）[プレジャーボート利用者・釣り人、潮干狩り参加者、観光客、サイクリン  

グ、野鳥観察] 

f その他、密漁漁者、ゴミ投棄者  

g 行政・公共団体  [国・道・市、大学・試験場] 

 

a 漁業協同組合  

能取湖域については西網走漁業協同組合が漁業権の管理を行っている。2012年度の組合員は32名

（平均年齢46歳）であり、ホタテ養殖業、ホタテ桁曳き漁業、カレイ刺網漁業、アサリ採貝漁業、

サケ定置網漁業、およびアマモ場内のホッカイエビおよびツブ（貝）を対象としたカゴ漁業を、
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年間を通して組み合わせ操業している。組合全体の漁獲金額は約8.9億円となっており、その中で

もホタテ稚貝の養殖を主体とするホタテ養殖による総生産金額が最も多く、ホタテ養殖が主要な

漁業であるといえる。また、遊漁業を営む漁家は域内には存在しない。  

近年、夏場にかけて湖内に貧酸素水塊および無酸素層の形成が起こり、ホタテガイの大量斃死

が発生している。また、近年では能取湖内のアマモが減少傾向にあり、アマモ内で生息するホッ

カイエビおよびツブの漁獲量減少も懸念されている。このような事態に対応するため、西網走漁

業協同組合が主体となって漁業権管理委員会等を開催しており、漁場管理、稚魚放流事業、密漁

監視等への迅速な対応が可能な体制を構築している。特に、貧酸素水塊が形成された場合には、

全組合員に対する迅速な連絡が可能な体制が構築されている。また、ホッカイエビの漁獲量が激

減した際の禁漁や、潮干狩り客とのアサリ資源の競合が発生しないように一部漁場の解放、ホタ

テの地撒き前の海底耕耘によるヒトデ駆除等の自主的な取り組み・対策もとられている。  

3~4月の雪解け期には、流入河川付近に位置する大規模な畑、牧草地、農場から雪解け水ととも

に化学物質が大量に湖内に流入しているのではないかという懸念がある。しかしながら、漁業者

が農家と同じ町内会に属していることや、ホタテガイ最盛期のアルバイトの依頼等により知り合

いが多く、農業サイドに排水の懸念を直接言いづらい状況にあることがわかった。その一方で、

お互いが知り合いになっていることにより地縁的コミュニティが形成されており、自家消費や

物々交換に近い形で、漁獲物や農産物の交換および分配（おすそわけ等）が行われている。なお、

工場からの排水については、数年に1回の調査を行っている。  

能取湖に隣接する網走湖（淡水湖）域においても、夏期の無酸素および貧酸素層の形成、アオ

コの発生が問題になっている。そのため、2010年に西網走漁業協同組合、網走漁業協同組合、網

走川水源に位置するつべつ農業協同組合（JAつべつ）による、「網走川流域農業・漁業連携推進

協議会」が結成された。この協議会は、網走川、網走湖、オホーツク海に位置する漁業および農

業が協働的な立場をとり、広域的・持続的発展を目的としている。現在、協議会には、流域に位

置するJA美幌およびJA女満別の女性部も参加しており、沿岸域の清掃活動、植樹活動、低農や減

農に向けた意識作り、また相互地域の小中学校への出前授業などを行っている。  

能取湖内の水産資源の直接利用は、漁業協同組合による漁業活動と、釣り人やPB（プレジャー

ボート）を利用する釣りなどの遊漁活動により行われることがわかった。このことから、釣り人

やPB利用者をSHとして扱った。また、密漁行為での逮捕は年間20件ほど発生しており、比較的影

響力が大きいと判断されるため、藻場機能へ悪影響を与えるSHとして扱うこととした。  

湖北域西側の一部アマモ場面積は増加しており、ホッカイエビやツブの資源量には好影響であ

る。しかしながら、同時にホタテ桁引き漁具への絡まりや、地撒き作業への悪影響が懸念されて

いる。能取湖域では同じ組合員がホタテ桁引きやエビツブ篭漁を兼業していることも多く、アマ

モ資源の増加が、全ての組合員に対して画一的に好影響になるわけではないことを物語っている。 

さらに、同じ漁業者であっても、利用する海域ごとに漁法が異なる。藻場群落は直接的・間接

的に漁場として利用されその目的、漁業種別も異なることから、別漁法をとる漁業者を別のSHと

して以下のように区分して扱うことが望ましいと考えられた。  

・ケタ曳き漁業に携わる漁業者（科学的環境形成機能を利用）  

・ホタテ稚貝養殖業に携わる漁業者（科学的環境形成機能を利用）  

・カゴ漁業に携わる漁業者（水産資源の育成機能を利用し最もアマモ場に近い）  
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・採介藻漁業（アサリ）に携わる漁業者（干潟の水産資源の育成機能を利用）  

・その他の漁業に携わる漁業者  

 

b 農業協同組合  

能取湖周辺域は、北西から反時計回りの順に能取地区、平和地区、卯原内地区、嘉多山地区、二

見ケ岡地区の計5地区に分かれている（図(3)-5）。この5地区の農業経営者は、西網走農業組合に

属していたが、1991年に市内3農協が合併してオホーツク網走農業協同組合（JAオホーツク）とな

った。5地区は、現在は網走西部地区と呼称されている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図(3)-5 北海道能取湖周辺域における地区名  

 

それぞれの地区に、農事組合法人を含めて、20経営体、6経営体、18経営体、53経営体、13経営

体の、計110経営体（酪農12、畑畜6、畑作92）が農業を営んでいる。このなかでも嘉多山地区が

一大畑作地帯となっている。加えて農協経営の牧場が平和、卯原内、嘉多山それぞれの地区にあ

る。5地区が10の農業集団に区分けされており、機械の共有化や作付けの相談を行う集合体となっ

ている。畑作の作付面積は、酪農の飼料作付けを含めた場合、平均で39ha（390、000㎡）となっ

ている。農業生産規模は、金額・量ともにJAオホーツク全体の約1／4を占めている（2012年実績：

JAオホーツク提供）。  

主要作物は、小麦・大麦の麦類、澱粉の原料である馬鈴薯、砂糖の原料であるビート（甜菜）

となっており、加えて各農家が選択して青果作付けを行なっている。嘉多山地区が最も畑作に適

した土壌（火山灰土質）で、畑作農家が多い。内陸部にある卯原内ダムから、それぞれの地区に

農業用水が配水されている。農場ごとに明渠・暗渠（農業用水路）で結節されており、主管は外

海のオホーツク海に流れ込んでいる。  

農業関係者の意識に関するヒアリングによると、藻場、水産業、浅海域の環境等に対する関心

は薄いが、湖畔・川沿いで営まれる農場の明渠への、流れ藻の流入によるパイプ詰まりが問題視

されていることを確認した。湖内で漁獲された成貝ホタテの殻は粉砕され、主に農地の土壌改良
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や脱臭剤、暗渠の水ハケ促進剤として利用されている。ホタテの殻が足りないほど需要があり、

金銭的な交換はなく、主に伝手で入手されている。  

 

c 民間会社・業者  

能取湖周辺域でのヒアリング調査から、以下の民間会社・業者をSHとして選定することが望まし

いと考えられた。  

・仲買い業者  

・宿泊施設（能取湖畔の旅館）  

・水産加工、肥料、採石業など製造業  

・建設業に関連する事業者（域内外：行政含む）  

これらのSHは、湖内への排水を通じて環境に影響を与えているのではないかという懸念を持たれ

ている。これらのうち、宿泊施設のみが、能取湖内の藻場を直接・間接利用するSHである。それ

ぞれの詳細を以下に記述する。  

・仲買い業者  

能取湖周辺には仲買い業者や水産加工会社は存在せず、主に網走市街地の仲買い業者10軒が

能取漁港の漁獲物を買う体制となっている。  

・宿泊施設（能取湖畔の旅館）  

地物水産物が優先的に提供されている。  

・水産加工、肥料、採石業など製造業  

主に、二見ケ岡地区にある、能取工業団地に立地する大規模な工場を持つ製造業者である。

原料は域外より調達されている。工場のなかでも、配水パイプが能取湖と繋がっている工場では、

流れ藻によるパイプ詰まりが問題となっている。  

・建設業に関連する事業者（域内外：行政含む）  

特に能取湖周辺の公共工事を中心として、沿岸域周辺施設の建設や改修、海底浚渫工事など

を行ってきた。  

 

d 地域団体  

ヒアリング調査から、以下の地域団体をSHとして扱うことが望ましいと考えられた。  

・卯原内観光協会  

・町内会・老人会  

これらは、主として干潟の観光資源に関わるSHとなっている。卯原内観光協会は戦後の昭和30年

に結成されている。現在の協会長は3代目、協会員は現在12名となっており、漁業・農業・公務員・

サービス業者などの多様な職種メンバーから構成されている。昭和30年代より、能取湖周辺で重

要な観光資源である、サンゴ草（アッケシソウ）の自主的な管理活動を行なっている（図 (3)-6）。

特に卯原内地区に大規模なサンゴ草群落地が形成されている。自主的な管理を長期的には実施で

きない可能性が高いため、天然記念物への指定は拒否した経緯がある。主な取り組みとして、干

潟清掃活動、優成種であるヨシや雑草の刈り取り活動、干潟耕耘活動が毎年行なわれている。過

去には、干潟で発生したネズミの駆除を行うために、消防団などと連携して干潟の野焼き作業が

行われたことがある。  
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昭和40年代からは毎年9月には2日間をかけてサンゴ草祭りが開催されており、2009年には約32、

000人の来訪があった。平成10年（1998年）ごろから、立ち枯れなどサンゴ草の植生に変化がみら

れた。特に湖内からの寄り藻により生育が阻害されているのではないかという声から、2010 年に

干潟への土盛り・嵩上げを行われた。しかしながら土壌が急激に酸性化したため、翌年生育する

はずの群落地全域のサンゴ草が壊滅状態に陥った。9月のサンゴ草祭りは継続して行われているも

のの、2012年度は約5,000人と、観光客が激減している。東京農業大学、市役所とも連携し再生協

議会が結成され、激減要因の解明や土壌改良など、回復のための手段がとられている。  

町内会・老人会も、観光協会と同様、地域の多様な職種や年齢の住民から構成されており、地

域自治の一環として、干潟の自主的な清掃活動やフラワーロードづくりなどの活動を行なってい

る。能取湖背後の各地区には班・自治会が組成され、その集合体が町内会と呼ばれる。そのため

地区内に定住する多様な職種のメンバーから構成されている。サンゴ草の壊滅を引き起こした大

きな要因として、寄り藻への疑念があるため、観光協会・町内会ともに、アマモが持つ干潟の環

境形成、特にサンゴ草の生育・植生への影響を、知りたい情報として挙げている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図(3)-6 卯原内地区のサンゴ草群落地をPRするたて看板  

 

e 住民（域内外）  

ヒアリング調査から、域内外の住民で構成される以下のSHを選定することが望ましいと考えられ

た。  

・PB（プレジャーボート）利用者・釣り人  

・潮干狩り参加者  

・観光客、サイクリング、野鳥観察  

能取湖周辺域には、地域外からの来訪も多く含まれ取り、藻場・干潟における水産資源（遊漁）、

観光資源を直接・間接的に利用している。詳細を以下に記述する。  

 

・PB（プレジャーボート）利用者・釣り人  

PB利用者や釣り人は、年間を通して流動的な活動を行うため、人数など統計データや活動の実態

の把握、また釣りによる水産資源への漁獲圧の把握は困難であることがわかった。能取湖周辺に

釣具店がないこともその背景となっている。把握可能な釣り人は、網走市管理のPB数から計算し

た場合、年間で1,401人となっている。二見ケ岡地区で管理される市管理のPBは39隻あり、管理費
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の徴収が行われる。しかしながら、特に夏期には、北見、旭川、帯広、札幌などの遠隔都市から

PBを積載した車両での来訪があり、実態把握は困難となっている。特に北見市からの来訪が多く、

北見ではマリンスポーツに携わる人々が北見マリンクラブを組成し、湖内の適正なPB利用を呼び

かけている。  

PB利用は、能取漁港（二見ケ岡地区）の斜路施設を利用して行われる。その際には、施設利用

料の徴収が行われる。PBを利用した釣りは、湖内で行われることは少なく、外海であるオホーツ

ク海での釣りがメインである。  

釣り人は、漁港を中心に、年間を通して釣りを行う。産卵親魚保護目的で、カレイ・ニシン・

チカ・キュウリウオに対して採捕禁止期間が設定されており（5月15日～6月15日の1ヶ月）、この

期間の釣り採捕は密漁対象となる。  

能取湖では、特に雪解け・結氷後に、ゴミが大量に打ち上げられる。また、小型～大型ゴミの

排出・海中投機がある。このことから、「ゴミ投棄者」を、藻場機能へ悪影響を与えるSHとして

扱うこととした。ゴミ投棄者には必ずしも釣り人のみが含まれるわけでは無いが、現実的には利

用者に占める割合が高い。12～3月の能取湖結氷時には、湖上を移動し、氷をドリルでくり抜いた

チカ釣りが行われるが、排泄施設が用意できないため、湖上や駐車場で排泄行為が行われること

が問題となっている。  

能取工業団地内にある「レイクサイドパークのとろ」にて、コテージやキャンプ場、パークゴ

ルフ場の利用ができ、夏期を中心にバーベキューや浜焼きが行われる。レイクサイドパークは市

管理であるが民間会社への委託が行われており、5月～11月の営業で有料施設には年間20,000人弱

の利用者がある（2012年）。キャンプ場の利用は、年間2、350件となっている。  

 

・潮干狩り参加者  

能取湖におけるアサリ潮干狩りは、西網走漁協により一部漁場の一般無料開放の形で行われてい

る。能取漁港（二見ケ岡地区）から北側の湖口地区にかけての干潟漁場で採捕が行われる。アサ

リのみの採捕が、4～9月まで無料で一般開放されており、他の水産資源の採捕は密漁対象となる。

無料であるため、いつでも入場することが可能である（図(3)-7）。そのため潮干狩り参加者人数

や全体のアサリ再補量の正確な把握は困難である。ヒアリング調査では、町内会に属する地域住

民から、アサリ以外にも、釣り用のエサに利用する貝（非食用）を採捕させて欲しいという有望

があがっている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図(3)-7 アサリ潮干狩りの様子。市民は自由に入場し採捕することができる。  
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・観光客、サイクリング、野鳥観察  

能取湖周辺域への観光客は2010年の180,000人から、2012年には50,000人へと減少している。旧国

鉄の線路跡を利用したサイクリング・ロードが設置されており、網走湖畔～能取湖畔～サロマ湖

の観光をサイクリングで行うことができる。干潟に生息するサンゴ草（アッケシソウ）やフクジ

ュソウなどの植物鑑賞、オジロワシや渡り鳥のオオワシの野鳥観察が行われる。オジロワシやオ

オワシは湖内に生息する水産資源の採捕を行う。  

網走市観光課・生活環境課へのヒアリングによると、干潟への悪影響を与える行為として、サ

ンゴ草など植物の採取や、小型～大型ゴミの投機がある。サンゴ草は絶滅危惧種に指定されてお

り、自然公園法による希少植物の採取禁止など規制が設けられている。  

 

f その他  

ヒアリング調査結果から、密漁者およびゴミ投棄者を、SHとして扱うことが望ましいと考えられ

た。これらは能取湖周辺の藻場・干潟における水産資源、観光資源への悪影響を与えるSHとして

位置づけられる。詳細を以下に示す。  

・密漁者  

漁業協同組合と卯原内観光協会へのヒアリングによると、水産資源の密漁による逮捕件数が年間

20件あるといわれている。しかしながら、その監視は容易ではなく、実態の正確な把握は困難で

ある。藻場・干潟の水産資源育成機能を通した資源への悪影響を与えているSHである。  

・ゴミ投棄者  

能取湖周辺域では、ビニール袋やペットボトル・缶などの小型ゴミから、タイヤ・テレビなどの

大型ゴミの投機がある。そのため、ゴミ投棄者を、干潟の景観機能へと悪影響を与えるSHとして

選定した。  

干潟の景観機能向上を目的として、地域団体や行政の職員による清掃活動が行われている。2013

年5月に行われた市職員の清掃活動によると、840kgのゴミ回収量があり、その内訳として、小規

模なゴミとしては、空き缶、ペットボトル、漁具（漁網、浮き）、ロープ、一般ごみがあった。

また大規模なゴミとしては、タイヤ11本、冷蔵庫1台、バッテリー1個、ガス台1台、ビデオデッキ

1台となっていた。  

 

g 行政・公共団体  

藻場・干潟を利用する直接的なSHではないが、政策の執行や科学的な検証を行うなど、各SHの活

動を規制、促進する役割を担っている。また、SH間の利害調整を行う客観的な立場を取ることが

可能である。  

能取湖周辺域では、国の機関によって河川調査・造成・整備、沿岸域監視などが行われ、北海

道の機関では2級河川管理、国定公園管理、漁港管理、また、網走市の機関では工業団地管理者、

漁港管理（委託）などが行われる。大学・研究所では、藻場・干潟が有する機能に対する調査や

研究が行われている。得られる結果は、藻場機能を利用するSH間の利害調整を計るために重要な、

偏りのない客観的なデータとして利用される。学生教育や地域住民・行政との連携活動を通して

社会に還元される。能取湖に面した研究所では、流れ藻・寄り藻によるパイプ詰まりが懸念事項
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である。  

 

h 総括  

ヒアリング調査により得られた結果を、SH間の利害関係、また藻場や干潟からの経済的な影響、

具体的な取り組み事例や規制などの観点にもとづいて、SHテーブルにまとめ以下の表(3)-3に示し

た。  

 

 

表(3)-3 各SHへのヒアリング調査結果のまとめ（北海道能取湖）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）広島県大崎上島町周辺における結果  

 

大崎上島では、藻場を採草対象として利用するSH、寄り藻・流れ藻を利用するSH、またシュノー

ケリングスポットなど観光資源として利用するSHが存在することが明らかとなった。温暖な南方

地域であるため、海水浴文化など「海に親しむ文化」が浸透していると考えられる。化学肥料が

用いられるようになった昭和30年代以前は、アマモは農場肥料や土砂崩壊防止の枕木として利用

された。農家が農船でアマモを採草する姿が瀬戸内海でみられた。この文化は現在もみられ、農

場には化学肥料や有機肥料が施肥されるものの、流れ藻や寄り藻が自家菜園の肥料として利用さ

れる。また、瀬戸内海の沿岸域には、洞窟の中を高温のサウナ状にして、疲労回復や滋養を行う

「岩風呂」と呼ばれる施設が点在していた。施設数は年々減少傾向にあるが、乾燥したアマモが

敷き詰めて利用されることもある（戸田2011、里海2010）。 

能取湖における藻場利用形態とは異なり、水産資源の生育場・産卵場・餌場としての機能だけ

ではなく、採草対象や寄り藻・流れ藻利用、さらには観光資源として利用されていることがわか
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った。アサリの潮干狩りが開催されていることから、干潟域の水産資源を利用するSHも存在して

いる。藻場・干潟が有する機能に対して、SHが多様な利用形態をとっていることが明らかとなっ

た。ヒアリング調査により特定されたSHの一覧を以下に示すとともに、各項目について詳細を記

述する。  

 

大崎上島周辺域におけるヒアリングにより特定されたSHの一覧：  

団体・組織・所属  [カッコ内はSH] 

 

a 大崎内浦漁業協同組合  [刺網（アマモ場での藻建網）漁業、ヒラメ養殖業（稚魚出荷、成魚  

ブランド乙姫出荷）、遊漁業、その他漁業（採介藻含む）、民間漁業法人（内浦水産、ファ  

ームスズキ）] 

b 大崎上島漁業協同組合  [刺網（藻建網）漁業、遊漁業、その他漁業、養殖業] 

c 農業協同組合  [畑作農家、民間農業法人など] 

d 民間会社・業者  [宿泊施設（域内のホテル・旅館、域外の旅館・岩風呂経営者）、スーパー  

（域内）、発電所、造船・水産加工などの製造業、建設業に関連する事業者（域内外：行政  

含む）、スポーツ店（民泊事業のシーカヤック管理委託） ] 

e 地域団体 [商工会・観光協会、フィッシュ・フルーツアイランド会、猟友会、NPO上島の風、  

ハチの干潟保護団体（広島県竹原市）] 

f 住民（域内外）[自家菜園者（寄り藻利用：本土側の住民も含む）、釣り人・PB利用者、海水  

浴客、潮干狩り参加者、農林漁業体験民泊（関西の中学生・高校生）、観光客・サイクリ  

ング・野鳥観察] 

g その他 [密漁者、ゴミ投棄者] 

h 行政・公共団体  [国・県・町、大学・水産試験場、高等専門学校] 

 

a 大崎内浦漁業協同組合  

大崎上島には2つの漁業協同組合が存在する。  

・大崎内浦漁業協同組合  

・大崎上島漁業協同組合  

生野島に共同漁業権を行使する、大崎内浦漁業協同組合を中心に記述する。  

大崎内浦漁業協同組合は、正組合員29名、准組合員4名（民間漁業法人）で構成されている（2012

年度）。ヒラメ稚魚養殖業が生産金額で主要な漁業となっている。次いで遊漁業が主要であり、

漁船漁業専業だけでは生計はたたないという声があった。29名のうち、女性組合員は8名おり、１

組合員 /１人の体制となっている。平均年齢は60才で職員は1名の体制である。海釣り公園やPBの

揚艇など、大崎上島町から管理委託を受けている。  

漁船漁業は、キジハタ、カサゴ、タイ、メバル、シバエビ、クルマエビなどを対象とした底びき

網漁業のほか、メバル、ハマチ、タチウオを対象とした一本釣り漁業があり、多様な魚種が対象

となっている。他に、共同漁業権内にて刺網漁業が行われるが、特徴的なのは「藻建て網」（地

獄網）と呼ばれる、水深6m以浅のアマモ藻場内に刺網が張られる漁業形態であり、タナゴ、マコ

ガレイ、アイナメ、カサゴ、メバル、エビなど、アマモ内に生息している魚種が漁獲される。こ
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の刺網は高齢者でも容易に扱うことのできる漁業となっている。また20m以深の刺網は、「石建て

網」と呼ばれ、イシダイなどが対象となる。他にタコツボ漁業が行われることがあり、採介藻で

はヒジキなどの磯根資源が採捕される。これらの全漁業を、年間を通して、各組合員がそれぞれ

選択する兼業形態をとっている。  

同じ漁業者でも、利用する海域ごとに漁法が異なる。特に藻場群落が漁場として利用されている。

そのため、  

・刺網（アマモ内の藻建て網）漁業  

・ヒラメ養殖業（稚魚出荷、成魚「乙姫」ブランド出荷）  

・遊漁業  

・その他漁業（採介藻含む）  

・民間漁業法人（内浦水産、ﾌｧｰﾑｽｽﾞｷ）  

という、別漁法をとる漁業者を別のSHとして扱うことが望ましいと考えられた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図(3)-8 大崎上島周辺に設定された共同漁業権漁場図（大崎内浦漁協より提供）  

 

大崎内浦漁業協同組合における主要な漁業種類別操業形態を、表5に示した。  

漁港区域はなく、漁獲された水産物は港湾を利用した陸揚げが行われる。また背後には産地市場

はなく、基本的には浜売りが主体である。ミカンなどの農産物などとの物々交換も見られる。た

だし養殖されたヒラメの稚魚は主に九州の漁協へと出荷される。また養殖されたヒラメの成魚は

広島県中央卸売市場へと出荷される。「乙姫（おとひめ）ヒラメ」というブランドネームがつけ

られている。アマモの和名「リュウグウノオトヒメノモトユイノキリハズシ」に由来している。  

民間の漁業法人では、ヒラメやクルマエビ・カキの養殖業が営まれている。藻場・干潟との関連

では、近年、汚濁したクルマエビ養殖場（塩田跡）に、自然干潟では資源量が激減したアサリが

大量に発生し、養殖場内の干潟で潮干狩りが始められている。  

大崎上島周辺のアマモは、その量は年々減少傾向に感じられるが、まだ大量に存在しているとい

う認識であり、むしろジャマだという声があった。2013年7月に、本島側の広島県竹原市忠海の旅

館経営者に対し、生野島周辺に自生するアマモの採草を許可している。  
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近年は大雨・台風がなく、海底の撹拌がないため、海がきれいになりすぎているという結果が得

られた。「戦車こぎ網」漁法による、自主的な海底耕耘活動を行いたいが、漁業調整規制により

年に1回の活動が限度であるということであった。  

水産資源保護のため、稚魚放流や、ゴミ拾いを目的とした海底耕耘が行われている。稚魚放流に

関係する漁場へ保護水面を設定している。密漁に関しては、逮捕権はなく警察との連携がとられ

ている。「密漁者」を、藻場機能へ悪影響を与えるSHとして扱うこととした。ヒアリングでは、

過去には養殖筏ごと盗まれる大規模な密漁の例を聞いた。また、大崎上島周辺漁場において、他

漁協の漁船によるものではないかと思われる漁獲、採捕行為があることがわかった。大崎内浦漁

協、大崎上島漁協ともに遊漁船を抱えており、他漁協が行使する漁業権漁場まで入っていないと

言えないため黙認している。  

また特に近年、隣接する大相賀島に生息すると言われているカワウにより、アマモ内の水産資源

が大変な食害を受けている。捕獲を島内の猟友会へ依頼している。カワウによる食害は、大崎上

島だけではなく、瀬戸内海全域における問題となっている。  

 

b 大崎上島漁業協同組合  

大崎上島漁業協同組合でも、ヒラメ養殖業や遊漁業が行われ、また水産資源保護のため、稚魚放

流が行われている。しかしながら大崎内浦漁協に比べて海底が深い漁場（ドン深）を抱えている

ため、アマモ場は比較的に少ないということである。  

大崎上島漁業協同組合内でも藻建て網漁業が行われている。  

・刺網（アマモ内の藻建て網）漁業  

・遊漁業・その他漁業・養殖業  

という、別のSHとして扱うことが望ましいと考えられた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図(3)-9  広島県大崎上島周辺においてマダイの稚魚を保護する目的で遊漁（釣り）の禁止が設定

されている海域（2013年7月撮影）  

 

c 農業協同組合  

化学肥料が使用されるようになる昭和30年代まで、アマモは、主にミカン畑に撒くための肥料や

土砂崩壊防止の枕木として利用されていた。農船を持った農家が出漁し、アマモを採草する姿が

みられたという。  
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現在でも、自家菜園に、流れ藻・寄り藻を肥料として撒く、流れ藻・寄り藻利用者が存在するこ

とがわかった。また近年では化学肥料だけではなく、「豊穣」という商品名の有機肥料が主に普

及している。大崎上島では、ミカン以外に、ブルーベリーやトマト、水田では稲作、またシイタ

ケなど多様な作物が出荷される。  

農業協同組合へのヒアリングによると、特にネギ畑の畝にアマモを埋め込むことにより、病気に

なりにくい甘みのある植物が育つと言われている。海域ではカワウによる水産資源の食害が懸念

されているが、陸域では、有害鳥獣であるイノシシ、シカ、タヌキなどによる食害に憂慮してお

り、猟友会への駆除依頼が行われる。  

 

d 民間会社、業者  

ヒアリング調査より、以下の民間会社・業者をSHとして選定することが望ましいと考えられた。  

・宿泊施設(域内のホテルや旅館) 

・宿泊施設(域外の旅館・岩風呂経営) 

・スーパー(域内) 

・発電所  

・造船、水産加工など製造業  

・建設業に関連する事業者（域内外：行政含む）  

・スポーツ店（民泊事業のシーカヤック管理委託）  

特に発電所や、工場を抱える製造業者は、排水が海域に悪影響を与えているのではないかという

懸念を持たれているSHとなっている。あくまでも他SHからの懸念であり、環境基本法に基づく環

境影響評価法など、排水や活動に対する基準規制はある。また、自然公園法による工作物建造へ

の規制も設けられている。  

・宿泊施設(域内のホテルや旅館) 

島内の様々なホテルや旅館が、浜売りによって漁業者の漁獲物を利用する。特に近年、島内の代

表的宿泊施設ではシェフの交替があり、地物水産物が優先的に利用されるようになった。  

・宿泊施設(域外の旅館・岩風呂経営) 

瀬戸内海には「岩風呂」が点在していたが、近年施設数は減少し、通年の営業は竹原市忠海にあ

る旅館に併設される岩風呂が唯一であると言われている。この岩風呂では、乾燥したアマモが風

呂内に敷き詰められる。採草が許可された8月の1ヶ月間に、経営者が藻場で通年利用されるアマ

モを採草し、漁港に水揚げして乾燥作業を行う。  

ヒアリングによると、20数年利用した、本島側の安芸津市風早のアマモ場は、アマモの生育がな

くなり2012年より壊滅状態となった。岩風呂のある竹原市忠海周辺のアマモ場も同様の状態とな

っている。そのため、2013年から、大島上島町の大崎内浦漁協へ交渉し、生野島湾内のアマモ採

草の許可を得た。しかし「タネ」（種）を持ったアマモが増加しているという植生状態を見て、

近年の本島側の植生に似た状態となっていることを感じている。そのため、生野島のアマモ場も

数年以内には減少傾向になっていくのではないかという疑念を持っている。また近年の周辺海域

の環境変化、特に防波堤などの沿岸施設への貝殻（主にカキ）の付着状態を見て、海がきれいに

なりすぎているのではないかと指摘している。  
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図(3)-10 大崎上島周辺における繁茂期のアマモ場(2013年7月) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図(3)-11 伝統的サウナ石風呂の様子  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図(3)-12 小型ボートのスクリューに絡まるアマモ（2013年7月）  

 

・スーパー(域内) 

浜売りによる漁獲物利用がある。  
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・スポーツ店（民泊事業のシーカヤック管理委託）  

大崎上島町より、シーカヤックの管理を委託されている。2013年から、大串海水浴場を利用した

農林漁業体験民泊が行われている。関西圏（奈良・大阪）の中学生・高校生がシーカヤック体験、

農漁業体験、海釣り、宿泊などを行った。  

・スポーツ店（民泊事業のシーカヤック管理委託）  

大崎上島町より、シーカヤックの管理を委託されている。2013年から、大串海水浴場を利用した

農林漁業体験民泊が行われている。関西圏（奈良・大阪）の中学生・高校生がシーカヤック体験、

農漁業体験、海釣り、宿泊などを行った。  

 

e 地域団体  

ヒアリング調査結果より、以下の地域団体をSHとして選定することが望ましいと考えられた。  

・商工会・観光協会  

・FF会(ﾌｨｯｼｭ・ﾌﾙｰﾂｱｲﾗﾝﾄﾞ会) 

・猟友会  

・NPO上島の風  

・ハチの干潟保護団体（広島県竹原市）  

・商工会・観光協会  

次に述べるFF会や行政などの団体と協働で、島内の農水産加工物や観光名所のPR活動を主体とし

ている団体である。藻場との関連では、近年、地域内の住民を対象とした海藻教室が開催されて

おり、また周辺海域で活動するシーカヤックインストラクターの養成講座を開催するなどの活動

が積極化している。藻場の水産資源育成機能と、景観資源育成機能を利用するSHである。  

・FF会(ﾌｨｯｼｭ・ﾌﾙｰﾂｱｲﾗﾝﾄﾞ会) 

1980年代より、漁業、農業、蒲鉾製造、醤油製造、商工会、行政など様々な団体、事業主によっ

て構成されている団体である。漁業サイドでは、大崎上島漁業協同組合が中心となっており、水

産資源の漁獲から水産加工品の販売活動まで、一連の工程が行われてきた。現在の6次産業化をさ

きがけて活動している。  

・猟友会  

海域ではカワウ、陸域ではイノシシ・シカ・タヌキなど有害鳥獣による食害が深刻化している。

大崎上島町では、行政を含めた有害鳥獣駆除対策協議会が結成されている。町で捕獲頭数が決定

され、猟友会はその捕獲を委託されている。海域ではカワウ300羽の捕獲が許可されている。カワ

ウは大相賀島に生息しており、もともと生息していたゴイサギやシロサギを駆逐して近年生息頭

数が増加している。隊列をなしてアマモ場内の大量の水産物を捕食するため、瀬戸内海全域で食

害が問題化している。大型の鳥であるため、駆除の際には小型銃弾では死なず、大型銃弾が必要

となる。  

国立公園に指定される瀬戸内海域では、鳥獣保護法に基づく捕獲頭数制限がある。特別地域に指

定された箇所では活動に強い制限がある。大崎上島では、神峰山周辺の一体が、特別地域に指定

されている。  

・NPO上島の風  

地域の活性化を目的に結成された非営利団体である。藻場・干潟周辺での活動として自主的な海
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浜清掃活動が行われている。特に、大崎上島に設定された島内2ヶ所の海水浴場を中心に、寄り藻

や投棄されたゴミの清掃活動などが行われている。  

収拾された寄り藻は、実験的に団体員が所有する農場に撒かれている。  

・ハチの干潟保護団体（広島県竹原市）  

先に述べた、本島側竹原市忠海の旅館、岩風呂経営者に紹介を受けた。  

2005年、竹原市の干潟（通称：ハチの干潟）に対して、浚渫土による干潟造成計画があがった。

この計画に対して地域住民が中心となって反対運動を起こし、計画は白紙となった。以降、干潟

保護団体が結成され、自主的な海浜清掃活動など、継続した干潟保全運動が行われている。同時

に、発電所の事業へ強い懸念を持っており、反対運動を行なっていることから、発電所から訴訟

を起こされている。  

団体主催者は、流れ藻・寄り藻の利用を試みており、アマモを利用した畑作・畜産を行なってい

る。  

 

f 住民（域内外）  

ヒアリング調査より、域内外の住民によって構成される以下のSHを選定することが望ましいと考

えられた。  

・自家菜園者（寄り藻利用：本土側の住民も含む）  

・釣り人・PB利用者  

・海水浴客  

・潮干狩り参加者  

・農林漁業体験民泊（関西の中学生、高校生）  

・観光客、サイクリング、野鳥観察  

・自家菜園者（寄り藻利用：本土側の住民も含む）  

既にJA広島ゆたかの項でも述べたが、大崎上島では農家だけではなく、島内の住民が、ネギ、キ

ャベツ、スイカ、キュウリ、ナス、ミカンなど多様な野菜や果物を自家菜園で育成している。大

崎上島だけではなく、瀬戸内海に面する域内外の住民が、特に高齢者を中心として、自家菜園に

流れ藻や寄り藻を撒く文化を持っている。  

・釣り人、PB（プレジャーボート）利用者  

活動範囲が海で繋がっているため、釣り人、PB利用者ともに、全体の人数や隻数の把握は困難で

ある。把握可能な海釣り公園への来訪者は年間約2、000人といわれている。大崎上島町管理のPB

は57隻だが、島内には推計200～300隻が係船されている。大崎内浦漁業協同組合へのヒアリング

では、広島県は国内最多のPB保有者を抱えるといわれており、県下に約15,000～20,000隻のPBが

あるといわれている。PBの登録、管理や、港湾、漁港施設の利用に際して料金の徴収がなされる。

小型船舶の登録等に関する法律により、総トン数20トン未満の小型船舶については、登録、移転、

変更の各制度に規制が設けられている。  

釣り人に対しては、特にマダイの稚魚放流・育成海域に遊漁制限がある。  

・海水浴客  

大崎上島町に属する生野島の海水浴場は、利用者の減少から、2012年より開催されていない。島

内2ヶ所の海水浴場（大串海水浴場、野賀海水浴場）には、7/20～8/25のあいだに約10,000人の来訪
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があるが、利用者は近年減少傾向にある。大串海水浴場の周辺には藻場が形成されており、藻場

や魚類の景観鑑賞を行うことができる。  

・潮干狩り参加者  

大崎上島周辺には天然アサリが生息しており、過去には住民による採捕があったという声を聞い

た。現在は、生息数の減少のため、自然干潟、砂浜でのアサリ採捕は困難となっている。  

近年、民間会社が行うクルマエビ、カキ養殖場にアサリが大量に発生していることから、潮干狩

りが試行されている。3/20～6月末の期間に、1回2時間まで参加が可能となっている。参加料金の

徴収があり、大人1200円、子供600円、採捕されたアサリの持ち帰りは1kg/人までとなっている。  

・農林漁業体験民泊（関西の中学生、高校生）  

2013年から、大崎上島町が主体となって、農林漁業民泊事業が開始された。奈良・大阪の中学生、

高校生の受け入れが行われ、住民民家への宿泊や、シーカヤックの体験、海釣り公園の利用など

が行われた。  

・観光客、サイクリング、野鳥観察  

島内には様々な観光名所があり、減少傾向にはあるが年間66、000人の観光客入り込みがある（2012

年度）。野鳥観察やサイクリングなど、景観鑑賞も行われる。大崎上島町商工観光係へのヒアリ

ングによると、今後の観光客誘致策として、シーカヤックを利用した、アマモ場や天然記念物ス

ナメリクジラの回遊鑑賞などの、観光遊覧が考えられる。しかしながら近年スナメリクジラの生

息数は激減しているといわれている。  

 

g その他 [密漁者、ゴミ投棄者] 

ヒアリング調査結果から、  

・密漁者  

・ゴミ投棄者  

を、SHとして扱うことが望ましいと考えられた。地域内だけではなく、地域外からの来訪もある

SHとなっている。特に、藻場・干潟における水産資源育成機能、観光資源育成機能へと悪影響を

与えるSHとなっている。  

・密漁者  

漁業協同組合へのヒアリングによると、過去には養殖筏ごと盗まれる大規模な密漁が行われた。

また、大崎上島周辺漁場において、他漁協の漁船によるものと思われる漁獲や採捕行為があるこ

とがわかった。大崎内浦漁協、大崎上島漁協ともに遊漁船を抱えており、他漁協の漁場まで入っ

ていないと言えないため黙認している。  

・ゴミ投棄者  

小型～大型ゴミの排出・海中投機が問題といわれている。特に台風や大雨後には海浜にゴミが大

量に打ち上げられる。海底にはビニール袋など、海中で融解しないゴミが堆積しており、栄養素

が海底から巻きあげられない原因だという声があった。島内の海水浴場を中心に、主に地域団体

による清掃活動が行われている。「ゴミ投棄者」を、藻場機能へ悪影響を与えるSHとして扱うこ

ととした。  

 

h 行政・公共団体  
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藻場・干潟を利用する直接的なSHではないが、政策の執行や科学的な検証を行い各SHの活動を規

制・促進する。また、SH間の利害調整を行う客観的な立場を取りうることが可能である。  

大崎上島町では、島循環バスや特産品に、「乙姫」ブランドが用いている（「おと姫バス」や「乙

姫ヒラメ」）。ブランドネームの由来は、アマモの和名「リュウグウノオトヒメノモトユイノキ

リハズシ」に由来している。  

・高等専門学校  

大崎上島には、船乗り養成専門学校として明治期に創立した、高等専門学校がある。島内外から

の入校生があるが、地域住民との海浜域の清掃活動や、伝統行事の櫂伝馬競漕への参加などの活

動が行われている。このように、調査や教育の一環として、藻場機能向上を目的とした活動が取

り組まれている。  

 

i 大崎上島周辺域におけるSH分析の総括  

ヒアリング調査により得られた結果を、SH間の利害関係、また藻場や干潟からの経済的な影響、

具体的な取り組み事例や規制などの観点にもとづいて、SHテーブルにまとめ以下の表(3)-4に示し

た。  

 

表(3)-4 各SHへのヒアリング調査結果のまとめ（広島県大崎上島周辺）  
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３）ステークホルダー分析結果の地域間比較  

アマモ場の多様な生態系サービスとそれに関わるSHをサイトごとにまとめた（図(3)-13、図(3)-14）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図(3)-13 藻場の生態系機能、サービスとSHの有無の一覧（北海道能取湖）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図(3)-14 藻場の生態系機能、サービスとSHの有無の一覧（広島県大崎上島）  
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また、各サイトにおける生態系機能、サービスに対するSHの興味、関心の一覧を表(3)-5、表(3)-6

に、各サイトにおけるSHの利害構造関係を表表(3)--7、表(3)-8に示す。  

 

表（3）-5 藻場の生態系機能、サービスに対するSHの興味、関心（北海道能取湖）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表（3）-6 藻場の生態系機能、サービスに対するSHの興味、関心（広島県大崎上島）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヒアリング調査から、藻場の各機能に対するSHを抽出した結果、北海道能取湖周辺と広島県大崎

上島周辺では、SHの数そのものに顕著な差が見られた。さらに、各生態系サービスの直接および

間接利用プロセスの種数や、各SHの利害関係構造にもとに、各機能を利用するSH数が多いほどSH

どうしが競合しており、利害調整や合意形成の必要性が高くなるものと推察される。北海道能取

湖周辺域ではSHの数そのものが少なく、利害関係構造が比較的シンプルであり、藻場の資源供給

サービスと、干潟域での文化サービスに関わりの深いSHが多数を占めることが明らかとなった。

これに対して、広島県大崎上島周辺では、供給・文化・調整・基盤という多様な生態系サービス

に対する多様なSHが存在し、また関心を示していた。北海道能取湖周辺に比べるとSHの数が多く

利害関係構造も複雑なことから、SHの競合が多いことがうかがえる。藻場の生態系サービスのな
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かでは文化サービス（レジャー）との関わりも大きく、「海に親しむ」という文化が比較的強く

醸成されていると結論づけられる。  

 

表（3）-7 藻場の生態系サービスをとりまくSHの利害関係構造（北海道能取湖）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表（3）-8 藻場の生態系サービスをとりまくSHの利害関係構造（広島県大崎上島）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの結果を比較すると、北海道の能取湖と瀬戸内海の大崎上島では、生態系サービスの違い

がSHの利害関係構造を生み出し、さらには地域の文化の違いに関わっていることが推察される。
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そのため、藻場管理政策において、北海道能取湖周辺と広島県大崎上島周辺では、同じアマモ場

であっても画一的に扱うことは適切ではないものと考える。  

得られた成果をもとに、アマモ場および周辺の活動者に対する管理政策についての考察を行う。

図(3)-13、図(3)-14および表(3)-5、表(3)-6、表(3)-7、表(3)-8を、藻場の機能別に縦向きに見ていく

ことで、同じ機能に対して複数のSHが関心を寄せており、機能を利用した活動を行っていること

が確認できる。能取湖においては、水産資源の管理、サンゴ草などの観光資源の管理、ゴミの不

法投棄に対する管理、密漁の監視等が、特にSH間の調整を行うべき項目であると言える。また、

周辺地域からの排水とアマモの減少要因の関係や、貧酸素層の形成要因などの解明などについて

も対策が必要であることが示唆される。能取湖域では藻場の生態系サービスのうち、漁業や遊漁

に関連する水産資源の供給サービスへのSHの依存度が高い。そのため、藻場管理政策の失敗が周

辺の市民生活、意識や文化（自然との関わり）に対しても大きく影響する可能性が高いため、政

策の選定・実践には注意が必要であると考える。  

また、能取湖周辺において、農業、工業などからの排水による水質汚濁が共通の大きな懸念と

なっているものの、その利害関係構造は大きく異なっていた。能取湖に隣接する網走湖において

は、これまで漁家と農家の間には頻繁な交流がなかったため、2011年に周辺2漁協と水源に位置す

る農協が連携することで農業漁業連携推進協議会を結成し、藻場の管理体制を整えることが可能

になった。一方、能取湖では従来から漁家と農家間の交流が盛んであったことからお互いに遠慮

し、懸念事項の通達および調整が困難であることが分かった。一般的には、SH同士の仲が良い方

が管理しやすいと考えられやすいが、現実にはその正反対の状況に陥る可能性があることがわか

る。能取湖のような事例においては、水質汚濁に関する直接的なSHである漁業者や農業者のみで

は、利害関係の調整を効果的に進めることは困難であり、対象域の行政機関などが第3者的立場か

ら科学的知見に基づいた調整を提案するなどのサポートが必要であると考える。  

これに対して、瀬戸内海大崎上島では、藻場が有する機能に関わるSHの数が多く、またそれぞ

れの関心事項が多様であり、利害構造も複雑である。当地域においては、漁業や遊漁といった資

源供給サービスの利用のみならず、シーカヤック、漁業体験や農業体験、地域住民を対象とした

海の教室なども行われており、文化サービスについても多様に活用されていることが特徴的であ

る。その他にも、アマモの直接利用や海水浴の利用率の高さも特徴的であり、海に親しむ文化が

醸成されていることが分かる。瀬戸内海大崎上島域においては、藻場に関係するSH数が多いこと

に加え、その利害構造自体も複雑であり、藻場機能ごとに異なるSHの関心および利害関係をカバ

ーできるような、柔軟できめ細やかな方策を選定する必要があると考える。  

 

５．本研究により得られた成果  

 

（１）科学的意義  

本サブテーマでは、アマモ場における魚類群集構造の定量評価の精度を高めるために、（１）

魚類の定量調査を実施するために必要な最低アマモ場面積の検討を実施した。その結果、アマモ

場において望ましい調査面積の最小単位を決定するためのデータが得られ、これにもとづいてコ

アサイトにおけるサンプリングが実施された。沿岸域の重要な生態系であるアマモ場で魚類の定
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量採集を実施する際の手法を確立することができた点は、今後の広域比較・長期解析の精度向上

に貢献するものである。  

また、コアサイト間での魚類群集構造の違いとその季節変動を明らかにすることを目的として、

（２）南北コアサイトにおける魚類群集および食物網の時空間変動解析を行った。その結果、魚

類群集が多様な南北のコアサイト間で優占魚種が異なり、重量割合において優占種となった魚種

でかつ供給サービス（水産資源）として重要な魚種は、北海道能取湖においてウグイ、ギスカジ

カ、クロガシラガレイ、クロガレイ、クロソイ、コマイ、シロザケ、チカ、ヌマガレイ、ワカサ

ギ、広島県生野島においてアイナメ、アカメバル、ウマヅラハギ、ウミタナゴ科spp。、カサゴ、

カワハギ、キュウセン、クロメバル、シロメバル、タケノコメバル、マアナゴ、ヨロイメバルで

あることが明らかとなった。さらに、アマモ場における魚類を中心とした食物網解析により、能

取湖ではエゾイサザアミやコツブムシ、生野島ではカイアシ類、アミ類、ヨコエビ類がこれら魚

類群集の主要な餌生物として利用されていることが明らかとなった。沿岸域の重要な生態系であ

るアマモ場における魚類群集構造とその南北差が明らかになった点は、人間による生態系利用(漁

獲)や将来における地球温暖化の影響評価を地域ごとに実施する際の制度を高めるものである。さ

らに、各サイトにおける主要な栄養フローを明らかにしたことにより、水産資源に捕食される餌

生物（甲殻類）の貢献度評価を達成するうえで不可欠なデータを蓄積することができた。  

さらに本サブテーマでは、（３）生態系サービスと社会のつながりを調べるためのステークホ

ルダー分析を実施した結果、同じアマモ場であってもそれを取り巻く社会構造や人間による利用

形態が地域間で大きく異なることが明らかとなった。現地で実施したヒアリング調査をもとに藻

場の各機能に対するSHを抽出した結果、北海道能取湖周辺と広島県大崎上島周辺ではSH数に顕著

な差が見られた。能取湖周辺域ではSH数が少なく、利害関係構造が比較的シンプルであり、藻場

の資源供給サービスと、干潟域での文化サービスに関わりのあるSHが多いことが明らかとなった。

これに対し、大崎上島では、供給・文化・調整・基盤という全ての要素に対する多様なSHが存在

し、また関心を示していた。能取湖に比べるとSHの数が多く利害関係構造も複雑なことから、SH

の競合が多いことも示唆された。藻場の生態系サービスのなかでは文化サービスの規模が大きく、

「海に親しむ」という文化も醸成されていることが明らかとなった。これらの結果を比較すると、

北海道能取湖と瀬戸内海生野島では、生態系サービスの違いがSHの利害関係構造や文化の違いを

生み出していることが推察された。  

 

（２）環境政策への貢献  

＜行政が既に活用した成果＞  

環境省の有識者会議は、2014年5月に日本の排他的経済水域内で生物学や生態学の観点から重要な

場所を「重要海域」として選定した（2014年5月10日、中国新聞他に掲載）。その中に含まれた本

研究の調査サイト（瀬戸内海、広島県大崎上島北部）周辺域に関する生物データを、本研究チー

ムが提供してきたことが、今回の選定につながった。  

 研究代表者らは、2009年以降に日本全国（鹿児島～北海道：アマモの分布域をカバーするエリ

ア）のこれまでに25ヵ所のアマモ場で、本研究と同様の手法による調査を実施してきた（図（3）

-1）3)。その結果、瀬戸内海サイト（大崎上島北部海域）では年間で80種以上の魚類の分布を確認

し、英語論文として成果を公表するとともに（誌上発表＜論文（査読あり）論文11）Mohriほか、
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2013）環境省や関連団体（環境省から依頼を受けた調査団体を含む）への情報提供を継続して行

ってきた。  

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞  

アマモ場における魚類群集構造の定量評価の精度を高めることを目的として、魚類の定量調査を

実施するために必要な最低アマモ場面積の検討を実施した。望ましい調査面積を推定するために

は、膨大な労力と適当なフィールドが必要であるため、これまで取り組まれてこなかったが、本

研究は今後の沿岸モニタリングの調査方法の改良という面においても貢献する情報を提供した点

において、高く評価できるであろう。  

南北比較の視点から明らかになった魚類群集および食物連鎖の地域差は、地球温暖化をはじめ

とする今後の環境変動に対する生態系のレスポンスを高い精度で評価するために不可欠な知見で

ある。温度（水温）変化に対する応答は魚種によって異なることから、沿岸域の魚類群集の将来

予測を高精度で実施するためには地域ごとの魚類群集構造に関する詳細情報が不可欠である。広

域的視野にたって魚類群集を解析した本成果は、これらの科学的根拠を提供するものである。  

SH分析を通じて、藻場が有する機能に対するSHの利害関係構造を定性的に把握することが可能

となり、利害関係構造の可視化が飛躍的に進行した。さらに、同じアマモ場生態系であっても人

間による利用形態が南北で大きく異なることが明らかとなった（図 (3)-15）。将来における気候変

動や人口構造の変化（人工や漁業者の減少）のもとでとるべき施策は、当然のことながら南北で

異なったものにしなくてはならない。しかしながら過去においてはその根拠となる情報が乏しか

った。本研究では、生態系の構造、機能、サービス、さらには底に関わる人間活動や社会構造の

特性を明かにし、今後の沿岸生態系の管理、保全には地域に応じた政策が不可欠であることを、

科学的根拠にもとづいて提唱することが可能となった点は、今後の環境政策における最大の貢献

となるであろう。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図（3）-15 南北コアサイト（北海道能取湖、広島県大崎上島）のアマモ場の生態系サービスの利

用形態の違いに関する模式図。矢印の太さは各サービスへの依存度の相対的な違いを示す。  
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研究スタート時に設定した仮説のとおり、アマモ場という同じ生態系であっても地域により生

態系サービスの質や量、人間との関わり方が異なることが明らかとなった。生態系サービスを構

成する調整・供給・文化および基盤サービスの量や構成割合は地域によって異なる実情は、同じ

アマモ場であっても利用や管理の方針を地域ごとに柔軟に変える必要性を極めて高いことを示し

ている。本研究は自然科学および人文科学的手法を融合させることを念頭に置いて開始された研

究課題であった。コアサイトの1つである北海道では、漁業や遊漁に関連する供給サービス（水産

資源）へのSHの依存度が高い。環境変動（温暖化や突発的な気象条件）による藻場への影響や、

藻場管理政策の失敗が周辺住民に対しても大きく影響してしまう可能性を秘めている点を考慮し

て政策選定する必要が大きい。さらには、SH間の関係の地域差を考慮することも重要である。SH

同士の交流が活発な方が生態系を管理しやすいと考えられやすいが、現実にはその正反対の状況

に陥る可能性があるためである。北海道のような事例においては、後背地を含めた農業・牧畜に

関わるSHも政策を進める上で関わりが深く、水質汚濁に関する直接的なSHである漁業者や農業者

のみでは、利害関係の調整を効果的に進めることは不可能であり、対象域の行政機関などが第3者

の立場から科学的知見に基づいた調整を行う必要があると考える。これに対して、瀬戸内海では、

藻場が有する機能に関わるSHの数が多く、またそれぞれの関心事項も拡散的であり、利害構造が

より複雑である。当地域においては、漁業や遊漁といった水産資源の利用（供給・文化サービス）

のみならず、シーカヤック、漁業体験や農業体験、地域住民を対象とした海の教室なども行われ

ており、文化サービスについても幅広く活用されていることが特徴的である。その他にも、アマ

モの直接利用（石風呂と呼ばれる地域の伝統サウナ）や海水浴の利用率の高さも特徴的であり、

海に親しむ文化が醸成されてきた歴史的背景がある。瀬戸内海沿岸地域では、藻場に関係するSH

数が多いことに加え、その利害構造自体も複雑であり、SHの藻場機能ごとの関心および利害関係

をカバーできるような、柔軟できめ細やかな方策を選定する必要があると提案できる。  
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th

 Annual Larval Fish 

Conference, Miami, USA (2013) 

“Variability in predation risk of juvenile fishes in seagrass beds evaluated from piscivorous fish 

biomass and predation rates from tropical to subarctic zones”  

35) 福田温史、上村泰洋、木下 光、水野健一郎、小路  淳：第60回日本生態学会、グランシップ静

岡、静岡市（2013） 
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「藻場における捕食圧の南北比較：魚類の初期成長の緯度間補償を補償する」  

36) 荻野裕平、福西悠一、山下 洋、山本昌幸、桑原卓哉、中野 光、小路 淳：日本水産学会春季

大会、東京海洋大学、東京都（2013）  

「ヒラメ着底稚魚の摂餌と成長：若狭湾と瀬戸内海の比較」  

37) 桑原卓哉、冨士泰期、笠井亮秀、山下 洋、一見和彦、岩本有司、荻野裕平、中野 光、小路  淳：

日本水産学会春季大会、東京海洋大学、東京都（2013） 

「日本海と瀬戸内海に流入する河川におけるスズキの初期生態比較」  

38) 福田温史、上村泰洋、木下  光、水野健一郎、小路  淳：日本水産学会春季大会、東京海洋大学、

東京都（2013） 

「アマモ場における魚類の成長−生残トレードオフ：小型魚類の被食リスクが初期成長の「緯

度間補償を補償する」  

39) 中野  光・福田温史・上村泰洋・小路  淳・大竹二雄・森本  充：日本水産学会春季大会、東京

海洋大学、東京都（2013） 

「東北太平洋岸のアマモ場における魚類群集：津波前後（2009-2012年）の経時変化の解析」  

40) P. Sirois、高須賀明典、D. Robert、小路 淳、青木一郎、L. Fortier、大関芳沖：日本水産学会春

季大会、東京海洋大学、東京都（2013） 

「魚類の初期成長・生残研究における出版・引用バイアス」  

41) 秦 正樹、田中拓希、荻野裕平、桑原卓哉、中野 光、冨山 毅、小路 淳：日本水産学会秋季大

会、三重大、津市(2013) 

「広島県竹原市賀茂川河口周辺におけるマコガレイ稚魚の出現と食性」  

42) 田中拓希、秦 正樹、木下  光、中野 光、荻野裕平、桑原卓哉、千葉  晋、遊佐貴志、小路  淳：

日本水産学会秋季大会、三重大、津市(2013) 

「アマモ場における小型魚類に対する捕食圧の昼夜比較 -１ 北日本と南日本の特性比較」  

43) 田中拓希、福田温史、三田村啓理、小路 淳：日本水産学会秋季大会、三重大、津市(2013) 

「アマモ場における小型魚類に対する捕食圧の昼夜比較 -2 累積被食量の南北比較（予報）」  

44) 中野  光、福田温史、上村泰洋、小路  淳、大竹二雄、森本 充：日本水産学会秋季大会、三重

大、津市(2013) 

「東北太平洋岸のアマモ場における魚類群集：  津波前後（2009-2013年）の種・サイズ構成の

空間比較 」  

45) 小路 淳：水産海洋学会シンポジウム「沿岸海域の複合生態系―資源生物産研究の新たな視点」、

京都大学益川ホール、京都市（2013）  

「藻場を中心とする物質・生物のつながり～時・空間をまたぐ生物生産メカニズム～」   

46) 小路 淳：第14回広島湾研究集会「アマモ場の保全・再生へ向けての先進的な取り組み」広島

県情報プラザ、広島市（2013） 

「海の「ゆりかご」藻場の機能および経済価値評価の試み～あなたは生態系にいくら支払いま

すか？」  

47) 小路 淳：網走市公開シンポジウム「藻場からの豊かな恵みを知る～アマモ場の生態系サービ

スと保全について～」、オホーツク文化･交流センター（2014年2月） 

「藻場がもたらす自然のめぐみ～道東の生物多様性とプロジェクトの概要紹介」   

48) J. SHOJI: Workshop on Human-Environmental Security in Asia-Pacific Ring of Fire: 

Water-Energy-Food Nexus, University of North Carolina, Chapel Hill, NC, USA (2014年3月) 

“Water-food NEXUS in coastal ecosystems”  

49) 秦 正樹、田中拓希、荻野裕平、桑原卓哉、中野 光、冨山 毅、小路 淳：日本水産学会春季大

会、北海道大学水産学部、函館市（2014年3月） 
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「広島県竹原市賀茂川河口周辺におけるカレイ類稚魚の摂餌生態、成長および栄養源の比較」 

50) 田中拓希、秦 正樹、木下  光、中野 光、荻野裕平、桑原卓哉、千葉 晋、遊佐貴志、藤浪祐一

郎、清水大輔、小路 淳：日本水産学会春季大会、北海道大学水産学部、函館市（2014年3月） 

「アマモ場における小型魚類に対する捕食圧の昼夜、季節および南北比較」 

51) 中野  光、荻野裕平、桑原卓哉、田中拓希、秦  正樹、小路 淳：日本水産学会春季大会、北海

道大学水産学部、函館市（2014年3月） 

「東北太平洋岸アマモ場の魚類群集：津波前後 (2009-2013)における種構成、多様度の推移」  

52) 山本昌幸、小路 淳、冨山 毅：日本水産学会春季大会、北海道大学水産学部、函館市（2014

年3月） 

「高水温によるメイタガレイの摂餌率と相対肥満度の低下」  

 

 

（３）出願特許  

特に記載すべき事項はない  

 

 

（４）シンポジウム、セミナー等の開催（主催のもの）  

1) アマモ場の魚類生産構造にみられる緯度間勾配に関するセミナー（2011年9月15日、Leibniz 

Institute for Marine Sciences、 IFM-GEOMAR、 Kiel、 Germany、聴衆35名) 

2) 魚類の初期生残、加入機構に関する国際ワークショップ「Workshop on Growth–survival paradigm 

in early life stages of fish: theory、 advance、 synthesis、 and future」（2011年10月26日～11月1

日、中央水産研究所、横浜市、聴衆20名）  

3) アマモ場における魚類の加入と生産に関するセミナー（2012年11月7日、Mediterranean Institute 

for Advanced Studies、  Mallorca、 Spain、聴衆30名）  

4) 浅海域の環境と魚類生産に関するセミナー（2012年11月9日、National Research Institute of 

Science and Technology for Environment and Agriculture、 Bordeaux Centre、 Bordeaux、 France、  

聴衆35名） 

5) 第12回広島研究集会「再生する太田川流域圏～山・川・海・人の連携による持続可能な生産・

発展を目指す」（2011年12月22日、広島県情報プラザ、広島市、聴衆100名）  

6) 藻場生態系に対する攪乱の影響と生物相の遷移に関するセミナー（2012年7月10日、Leibniz 

Institute for Marine Sciences、 IFM-GEOMAR、 Kiel、 Germany、聴衆30名）  

7) PICES（太平洋国際漁業委員会）2012 Annual Meetingにおけるシンポジウム「Effects of natural 

and anthropogenic stressors in the North Pacific ecosystems: Scientific challenges and possible 

solutions」（2012年10月19日、広島国際会議場、聴衆80名） 

8) 太平洋沿岸アマモ場の生態学研究に関するセミナー（2013年7月11日、オレゴン州立大Hatfield 

Marine Science Center、  聴衆40名） 

9) 藻場の生態学的機能に関するセミナー（2013年9月27日、瀬戸内海区水産研究所、広島、聴衆

40名）  

10) 第14回広島湾研究集会「アマモ場の保全・再生へ向けての先進的な取り組み」（2013年12月10

日、広島県情報プラザ、広島市、聴衆80名） 

11) 網走市公開シンポジウム「藻場からの豊かな恵みを知る～アマモ場の生態系サービスと保全に
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ついて～」（2014年2月25日、オホーツク文化･交流センター、網走市、聴衆40名） 

12) Workshop on Human-Environmental Security in Asia-Pacific Ring of Fire: Water-Energy-Food Nexus

（2014年3月5日、University of North Carolina、 Chapel Hill、 North Carolina、 USA、 聴衆30

名）  

 

（５）マスコミ等への公表・報道等  

 

1) プレスリリース（2011年9月、広島大学・独立行政法人・水産総合研究センター「岩手県宮古

湾の稚魚の生息状況を調査-湾内には多数の稚魚が成育」）  

2) プレスリリース(2011年12月、広島大学・独立行政法人・水産総合研究センター「岩手県宮古

湾における稚魚調査の結果について－6～11月の調査で50種以上の魚類を確認－」  

3) 中国新聞（2012年4月13日、科学面、「大津波の三陸 生態系一変 広島大など海を調査」  

4) 中国新聞（2013年7月24日、社会面、「身近な海で新発見 竹原の児童 生き物観察会 力を

合わせて地曳き網をひく児童たち）  

5) NHKスペシャル  里海－瀬戸内海（2014年3月23日、瀬戸内海における藻場調査、生態系機能の

解析について約5分紹介）  

6) 中国新聞（2014年5月10日、社会面、「生物保護へ「重要海域」環境省選定 沿岸域は280ヵ所」

（本研究による生物データを提供した大崎上島北部海域が選定された）  

 

（６）その他  

 

1) 研究代表者と研究協力者が共同発表した研究成果が、学会賞（講演賞）を受賞．上村泰洋(研

究協力者)、小路 淳．高い減耗率と強い成長選択の一致：ガラモ場におけるシロメバル稚魚

の事例．水産海洋学会、函館市公民館、2011年11月12日． 

2) 日本水産工学学会論文賞．吉田吾郎、堀 正和、崎山一孝、浜口昌己、梶田 淳、西村和雄、

小路 淳（共著）．「瀬戸内海の各灘における藻場・干潟分布特性と主要魚種漁獲量との関係」  

水産工学、 (2012) 47、  19-29. (2012年5月). 

 

８．引用文献  

 

1) Costanza, R., R. d’Arge, R. de Groot, S. Farber, M. Grasso, B. Hannon, K. Limburg, S. Naeem, R.V. 

O’Neill, J. Paruelo, R.G. Raskin, P. Sutton and M. van den Belt. Nature 387, 253-260 (1997) 

“The value of the world’s ecosystem services and natural capital” 

2) TEEB: http://www.teebweb.org/ (2010) 

“The Economics of Ecosystems and Biodiversity: Mainstreaming the Economics of Nature: A 

Synthesis of the Approach, Conclusions and Recommendations of TEEB” 

3) 小路 淳・堀 正和：地球環境研究総合推進費（革新型，RF-0970）報告書（2001）  

「藻場の生態系サービスの経済的価値評価：魚類生産の「原単位」から「日本一」を探る」  

4) Freedman, E: Cambridge University Press (2010)  
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“Strategic Management: A Stakeholder Approach”  

5) Varvasovszky, Z and R. Brugha: Health Policy and Planning 15: 338-345 (2000) 

“A stakeholder analysis”  

6) 土木学会：（2004） 

「合意形成論－総論賛成・各論反対のジレンマ～（土木学会誌叢書2）」  

7) 松浦正浩・城山英明・鈴木達治郞：社会技術研究論文集  5: 12-23（2008）  

「ステークホルダー分析手法を用いたエネルギー・環境技術の導入普及の環境要因の構造化」 

8)  農林水産省：http://www.maff.go.jp/j/kokuji_tuti/tuti/t0000488.html（2002）  

「海面における遊漁と漁業との調整について」  
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（４）藻場の生物群集および生産構造を規定する環境要因の探索  

 

独立行政法人 水産総合研究センター  

瀬戸内海区水産研究所 藻場干潟研究室          堀 正和  

                   

   平成23(開始年度)～25年度累計予算額：23,900千円  

（うち、平成25年度予算額：7,500千円）  

           予算額は、間接経費を含む。  

 

 

［要旨］  

北海道東部からコアサイトとして能取湖・厚岸湖を調査対象に、瀬戸内海のコアサイトとして

生野島を選定し、解析範囲の基盤となる各調査海域のアマモ分布範囲を把握するために、衛星画

像からアマモ場の分布推定を行った。アマモ場の分布範囲の把握のための衛星画像解析では、ど

の調査海域でも良好な抽出結果が得られ、グラウンドトゥルースデータとの整合性はどの海域も

80%を越える精度で得られた。能取湖でのアマモ群落構造の指標を多変量解析により作成した結果、

密度が濃いほど草丈が長くなる傾向が確認された。この指標は単純化するために6段階のランク評

価とし、この指標とホッカイエビの個体数との相関関係を調べた結果、年によって決定係数にば

らつきが見られた。また、各地点の調査地点のホッカイエビ個体数は未成熟個体、オス個体、メ

ス個体に分類されており、その比率は年によって大きく異なっていた。群落構造とホッカイエビ

個体数との決定係数は、未成熟個体の割合が高い年で最も高くなり、次にオス個体の割合が高い

年が続き、個体数に占めるメス個体の割合が大きい年で著しく低い傾向にあった。ホッカイエビ

は雄性先熟であるため、性の違いは体サイズの違いとみなすことができる。つまり、最もサイズ

の小さい未成熟個体ほど密度が濃く草丈の長いアマモ群落構造を好み、サイズの大きいメス個体

ほどそのような群落構造を好まなくなると推測された。2008年～2010年の3年分の統合データを用

い、群落指標とホッカイエビ個体数の関係からホッカイエビにとって好適な群落構造を有するア

マモ場の分布状況を推定した結果、藻場の密度が濃く、草丈が長い藻場ほど好適であると判断さ

れた。瀬戸内海地域を中心に実施したアマモ場が生み出す文化サービスの試算では、面積が小さ

くとも、都市近郊のアマモ場は文化サービスの観点から重要となる事例が明らかとなった。今回

の試算には、おもに岸から徒歩でアクセスして釣りの対象地となるようなアマモ場を利用したが、

供給サービスを上回る経済価値が試算される結果となり、アマモ場が生み出す文化サービスが大

きいことを裏付けた。  

 

 

１．はじめに  

 

北海道海域および瀬戸内海海域は、我が国周辺に分布する藻場の中でもアマモ場面積が最も多い

海域である。先行研究1）の成果にもとづいて、北海道海域においてアマモ場の分布が集中する道

東海域、瀬戸内海海域の安芸灘海域にコアサイトが設置されている。アマモ場という藻場のタイ
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プでは同様であるとはいえ、両海域間でアマモ場の構成する種および生物群集構造は大きく異な

り、道東はコアマモ・アマモ・スゲアマモ・オオアマモ・カワツルモからなる冷温帯～亜寒帯の

生物群集、瀬戸内海はウミヒルモ・コアマモ・アマモからなる温帯の生物群集で構成されている。

また、アマモ場周囲の景観構造も異なり、原生の自然が多く残る天然海岸の道東、人工護岸の多

い瀬戸内海、となっている。本サブテーマでは、藻場の生物群集構造及び生態系サービスの総合

評価をコアサイトを中心に行うとともに、温暖化等によって北上することが懸念される他海域の

藻場に関する情報収集を可能な限り行い、空間変動要因の探索と将来予測に関する研究を実施す

る。さらに、アマモ場の生態系サービスのうち、近年利用度が高まっていると想定される文化サ

ービスの定量試算を行い、供給サービスとの間で多寡を比較するとともに、その変動を規定する

環境要因を特定すること（アマモ場の面積の変動と利用形態）を目的とした。さらに、温暖化等

によって北上することが懸念される他海域の藻場に関して空間変動要因の探索と将来予測に関す

る考察を行うために、南方域におけるアマモ場の空間分布に関する情報収集と現地調査を行った。 

 

 

２． 研究開発目的  

 

すべてのサブテーマで昨年度までに得られた成果を統合した結果、生物群集の違いは魚類や大

型無脊椎動物類で顕著に表れており、道東コアサイトでは漁業対象種である大型の魚食性魚類の

現存量が高いことが判明した。それに対し、瀬戸内海コアサイトでは漁獲対象種の現存量は少な

いか多くても漁獲対象サイズとならない稚魚が多く、相対的に釣魚としての利用が高い魚種が確

認され、文化的サービスへの寄与が高くなることが推定された。そこで本サブテーマでは、コア

サイトを中心にアマモ場群落と生態系サービスの時空間変動解析を実施し、①道東コアサイトに

おいてアマモ場の供給サービスを担うホッカイエビの資源量変化とアマモ場に関する長期・広域

な時空間変動解析を行い、その変動を規定する環境要因（パッチ状のアマモ場面積の分布）を特

定すること、②瀬戸内海コアサイトにおいて文化サービスの定量試算を行い、供給サービスとの

多寡を比較するとともに、その変動を規定する環境要因を特定すること（アマモ場の面積の変動

と利用形態）、を目的とした。さらに、温暖化等によって北上することが懸念される他海域の藻

場に関して空間変動要因の探索と将来予測に関する考察を行うために、③南方域におけるアマモ

場の空間分布に関する情報収集と現地調査を行った。最後に、日本全域を対象にアマモ場の生態

系サービスの総合評価とその地域変異を明らかにするために、④調整サービス、供給・文化サー

ビスとアマモ場密度との関係を解析するとともに、生態系サービス間のトレードオフ関係から生

態系サービスの空間変異の要因を考察した。  

 

 

３． 研究開発方法  

 

（１）道東コアサイトにおける供給サービスの時空間変動解析  

道東コアサイトの能取湖を対象に、まず2012年度に作成した時系列データを用いて衛星画像か

らアマモ場分布面積と配置の長期変遷を再現することを試みた。能取湖は元来、塩分濃度の低い
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典型的な海跡湖であったが、1975年に湖口部が人工的に開削され、それに伴い海水交換が頻繁に

行われるようになり、湖内の塩分濃度が大きく変化したと言われている。ホッカイエビの生息環

境であるアマモ場は、開削前は湖口部周辺に限って分布するのみであったのが、この水質環境の

変化に伴い、分布を湖内へと拡大していったと言われている。おそらく、アマモの群落構造、特

に株密度や草丈などがアマモ場を構成する種組成の変化にも影響され、分布拡大とともに大きく

変化していたと考えられる。そこで、2012年度に作成した時空間データのうち、開削直後から現

在までの変遷を追えるよう、1970年代2010年までを解析の対象とした。このアマモ場の空間分布

の時系列データが整えば、サブテーマ２より提供を受けたホッカイエビ漁獲量の時系列データ

（1977～2011年）と組みあわせ、長期的な供給サービスの変動解析とその変動に影響する要因の

探索が可能となる。まず、過去の衛星画像を用いてアマモ場の過去の分布状況の復元を行い、ア

マモ場の空間分布の長期時系列データの作成を試みた。  

衛星画像からアマモ場の空間分布に関する長期時系列データを作成するに当たり、2013年度は

Landsat画像を用いた。Landsatは撮影解像度が20mより大きいためにアマモ場の小規模なパッチ分

布などの群落構造は捉えることができない。その反面、1970年代から撮影画像が利用可能なため、

長期変遷の解析には有利である。その一方、2012年度の解析で用いたALOS画像は解像度が10mで

あり、アマモ場の群落構造を把握するにはLandsatより適している。その反面、画像の撮影期間が

2006-2011年と短く、2013年度の目的には利用できない。そのため、2012年度の解析ではアマモ場

の群落構造に応じて抽出結果を3段階（最も密生してパッチ構造が殆ど見られない海域、多少のパ

ッチ構造が確認できるが連続した群落分布を示す海域、明瞭なパッチ構造で非連続な分布を示す

海域）に分けていたが、2013年度の長期時系列解析では下述の瀬戸内海での解析にあわせて2段階

の群落構造評価（明瞭なパッチ構造で非連続な分布を示す群落、最も密生してパッチ構造が殆ど

見られない群落：図(4)－1）としている。  

Landsat画像を用いたアマモ場の分布抽出方法は、ALOS画像を用いた場合と同様に以下の手順で

行った。まずアマモ場が潜在的に生息できる海域を選定するために、地理情報システム（以下、

GISとする）上で能取湖全域の底質分布図および50cm間隔の等深線図を作成した。この両図を統合

し、既存知見より水深は0－5mの範囲を、底質は砂～泥質砂の海域を潜在的なアマモ生息帯とした。

このアマモ場分布ポテンシャルマップにより、陸上やアマモの生育していない水深の深い海域を

解析対象から除去して抽出のノイズを減らし、幾何補正した衛星画像から解析対象海域の抽出を

行った。過去に行われた音響探査機（サブテーマ１）、潜水目視（サブテーマ２）、および低空

航空写真等による実測調査によって、海底地形とアマモ場の分布が確定されている地点をアマモ

場抽出のための教師地点に選定した。次にGISに取り込んだ幾何補正済みの衛星画像上の教師地点

にポリゴンを配置し、衛星画像からポリゴンに含まれるRGB輝度を抽出し、これらの比を教師デ

ータとした。最後に作成した教師を用い、各海域のアマモ分布水深帯の範囲を対象にアマモ場の

一括抽出を行った。なお、解析対象の水深帯は10mまでとなっている。  
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図(4)－1．群落構造の模式図。アマモの成長量、すなわち物質循環・炭素吸収能力の

高い高密度群落（左図）および魚類に好適な低密度・パッチ状群落（右図）。  

 

 次に、再現された過去のアマモ場分布から年ごとに密生群落、パッチ状群落別に面積を集計し、

1978年から記録されているホッカイエビ漁獲量との回帰関係を調べた。ホッカイエビは雄性先熟

であり、0歳が未成熟個体、1歳が雄個体、2歳以上で雌個体となり、漁獲されるホッカイエビはほ

ぼすべてが雌個体である。本サブテーマの初年度の解析結果から、ホッカイエビは齢ごとに好適

なアマモ群落が異なり、体長の小さい未成熟個体ほど密生した群落を好み、大きい雌個体ほどパ

ッチ状群落を好む傾向があることが分かっている（図 (4)－2）。そこでホッカイエビ漁獲量との回

帰関係では、密生群落のみの面積、パッチ状群落のみの面積、両群落の合計面積、の3つの条件別

に行った。  

 

 

図(4)－2．2011年度の解析で明らかになった、ホッカイエビの生活史段階別に異なる密度と

アマモ群落構造指標との関係。ホッカイエビは雄性先熟を行うため、未成熟→オス→メスの

順に齢およびタ体サイズが大きくなる。したがって小さい未成熟個体ほど群落構造指標値が

高い（株密度が高く草丈の長い藻場）を好み、大型化・メス化するにつれて中程度の群落構

造指標（株密度が低く草丈の長い藻場）を好むようになる。  

 

 

（２）瀬戸内海コアサイトにおける文化サービスの時空間変異の解析  

コアサイトの瀬戸内海全域を対象に、アマモ場が有する釣り場としての経済価値を試算した。

まず瀬戸内海の釣り情報が掲載されている釣り情報誌約80冊を調べたところ、アマモ場を釣り場

として明確に使用する対象種はメバル、アオリイカ、スズキの3種が候補として挙げられた。そこ

でこの3種を対象種に選定し、上記の釣り情報誌から種別の釣り場の位置、釣り人の数、釣り人の

居住地、使用されている釣具情報をできる限り収集し、釣り場ごとにGIS上でデータ化した。次に
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釣り場の位置情報とアマモ場分布情報を重ね合わせ、釣り場から半径100ｍ以内にアマモ場が含ま

れる釣り場を選出し、選出した釣り場の各種情報をアマモ場の釣り場としての経済価値試算に用

いた。なお、釣り場の選出に用いたアマモ場分布情報は、時間変異を比較するために1980年後半

から1990年に聞き取り調査で集計されたアマモ分布図（環境省第4回自然環境保全基礎調査で作成

されたもの）、および2008年~2010年の人工衛星画像から抽出されたアマモ分布図（水産庁地球温

暖化推進費委託事業「藻場・干潟等の炭素吸収源評価と吸収機能向上技術の開発」で作成された

もの：図(4)－3）の2つの年代を用いている。  

 

 

図(4)－3．瀬戸内海全域のアマモ場分布推定用の画像データセット。2008年－2010年のALOS画像

を使用し、アマモ場の分布している場所を緑色で示している。  

 

経済価値の試算では、まず各魚種の各釣り場別に経済価値を試算し、それを県単位で集計・平

均することで各県のアマモ場が有する単位面積当たりの平均価値として算出した。この平均価値

は瀬戸内海のアマモ場の経済価値の空間変異を示している。各魚種の各釣り場の経済価値の計算

には、各釣り場に訪れたのべ釣り人数、対象とする魚種の釣具の平均価格、釣り人の居住地から

その釣り場までにかかる平均旅行費用を用い、その釣り場のアマモ場面積で割ってアマモ場単位

面積（ha）当たりの価値として算出した。  

 

（３）南方域におけるアマモ場の空間分布に関する情報収集と現地調査  

 広義の意味でのアマモ場とは、アマモという温帯種で構成された藻場だけでなく、他の近縁種

や熱帯性の海草類で構成された藻場も含まれる。前者のアマモとその近縁種で構成された狭義の

温帯性アマモ場が我が国のアマモ場面積の9割以上を占め、その分布は北海道から鹿児島湾となっ

ている。今後の温暖化に伴い、海水温の上昇や変動が生じ、場合によっては熱帯性アマモ場の分

布が北上するとともに、温帯性アマモ場の南限（図 (4)－4）も北上することが懸念されている。温

帯性アマモ場と熱帯性アマモ場の境界付近では、その北上により温帯性アマモ場が消失した後、

熱帯性アマモ場へ置換することが予想されている。その一方で、熱帯性アマモ類は南西諸島の島

嶼群に離散的に分布するため、熱帯性アマモ場の北上・置換がスムーズに行われるのか疑問視す
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る意見もある。そこで、温帯域アマモ場と熱帯域アマモ場の境界に位置する南西諸島～ベトナム

南部にかけてアマモ場の種組成と分布に関する情報収集・現地調査を行った。また、現地調査を

行った海域ではできる限りアマモ場に生息する動物群集のサンプルも収集した。  

 

 

 

図(4)－4．温帯性アマモ場を構成するアマモ（Zostera marina）の南限とされている鹿児島県指宿市

児ヶ水地区（上図）のアマモ場。夏場の高水温に草体が耐えられないため、株は一年生の生活型

を示す（下図）。  

 

（４）調整サービス、供給・文化サービスの地域変異  

 コアサイトおよび全国サイトを対象に、すべてのサブテーマで調査された魚類データ・アマモ

場データの集計を行うとともに、既存知見から生態系サービスの指標に利用可能なデータの収集

を行った。これらのデータのうち、アマモ場の調整サービスの指標となるアマモ成長量、供給サ

ービス（漁業資源）・文化サービス（遊漁）の指標となる魚類現存量をサイト別に算出した。ま

た、各サイトのアマモ場の群落構造をGISを用いて以下のように計算した。まず、上記の①道東コ

アサイトにおける供給サービスの時空間変動解析、および②瀬戸内海コアサイトにおける文化サ
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ービスの時空間変異の解析、と同様の手法を用い、人工衛星画像から各サイトのアマモ場の分布

状況を2段階の群落構造評価（図(4)－1）で求めた。次に各サイトのアマモ生長量測定地点および

魚類現存量調査地点から半径50mのバッファを発生させ、バッファ内に含まれるアマモ場の被度と

群落構造評価から各サイトの群落構造の指標を計算した。これらの値を用い、調整サービス指標、

供給・文化サービス指標と群落構造との関係を調べるとともに、調整サービス指標と供給・文化

サービスの関係を示す散布図を作成し、調整サービスと供給・文化サービスの関係について考察

を行った。  

 

 

４．結果及び考察  

 

（１）道東コアサイトにおける供給サービスの時空間変動解析  

1970年代からのLandsat画像で能取湖アマモ場を確認したところ、1979年、1981年、1987年、1989

年、1990年、1991年、1999年、2000年～2010年までの画像が本解析に利用可能であった。そこで

アマモ場分布面積の抽出を行ったところ、1979年～1990年頃までは順調に増加傾向にあることが

推定された（図(4)－5、図(4)－6）。その後1999年から2000年の2年間は分布面積の減少に加え、密

生群落が大幅に減少してパッチ状群落の割合が多くなる傾向を示した（図 (4)－7）。2001年から2003

年の間は分布面積の回復とともに密生群落の増加が確認できるが、その後の2004年以降は分布面

積と密生群落/パッチ状群落の割合がともに大きく変動する傾向が推定された（図 (4)－8、図(4)－9、

図(4)－10）。 

図(4)－5．1979年～1987年のアマモ場分布状況の推定結果。密生した群落（濃緑色）、パッチ状の

群落（淡緑色）の2段階で示してある。  
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図(4)－6．1989年～1991年のアマモ場分布状況の推定結果。密生した群落（濃緑色）、パッチ状

の群落（淡緑色）の2段階で示してある。  

 

 

図(4)－7．1999年～2001年のアマモ場分布状況の推定結果。密生した群落（濃緑色）、パッチ状

の群落（淡緑色）の2段階で示してある。  
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図(4)－8．2002年～2004年のアマモ場分布状況の推定結果。密生した群落（濃緑色）、パッチ状

の群落（淡緑色）の2段階で示してある。  

 

 

 

 

 

図(4)－9．2005年～2007年のアマモ場分布状況の推定結果。密生した群落（濃緑色）、パッチ状

の群落（淡緑色）の2段階で示してある。  
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図(4)－10．2008年～2010年のアマモ場分布状況の推定結果。密生した群落（濃緑色）、パッチ状

の群落（淡緑色）の2段階で示してある。  

 

このアマモ場面積の時系列変化とホッカイエビ年間漁獲量との関係を調べた結果、アマモ場全

体面積と弱い関係を示すものの、パッチ状群落の面積と有意な関係を持つことが明らかになった

（図(4)－11）。この結果は、供給サービスとしてのホッカイエビ漁獲量の長期時系列変化・広域

空間分布はパッチ状群落の面積で説明が可能であることを示している。ただし、前述のようにホ

ッカイエビは成長に伴い密生したアマモ群落からパッチ状のアマモ群落が好適になるため、生活

史循環により漁獲に反映するようになるまでには密生したアマモ群落が必須である。ホッカイエ

ビ漁業は2002年、2003年と不漁が続き、2003年は全面禁漁を行っている。この不漁の原因として、

1999年、2000年に未成熟個体に好適な密生藻場群落が減少したことが関連しているのかもしれな

い。  

 

図(4)－11．群落別のアマモ場面積とホッカイエビ漁獲量との関係。  
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 能取湖のアマモ場は水深基準0～2m付近がアマモ、1~4m付近がスゲアマモから構成されている。

アマモは密生した群落を作りやすいことに対し、スゲアマモはパッチ状の群落構造を作り出す。

この両種の分布変動により、アマモ場の群落構造は大きく変化していると考えられる。未成熟個

体に必要な密生群落からメス個体に必要なパッチ状群落まで、様々な群落構造が複合的に存在す

ることがホッカイエビの生活史循環・再生産に重要である。アマモとスゲアマモが両立できる環

境を保全することがホッカイエビの持続的利用に大きく関与するに違いない。  

 

（２）瀬戸内海コアサイトにおける文化サービスの時空間変異の解析  

釣り情報誌から得られたメバル、アオリイカ、スズキの各釣り場の数は、メバルが4248地点、

アオリイカが2767地点、スズキが2486地点存在した（図(4)－12）。これを県別に集計すると、メ

バルは広島県、香川県で多く、スズキは兵庫県、徳島県、香川県、アオリイカは香川県、広島県、

兵庫県で相対的に多い傾向が確認された（図(4)－13）。  

 

 

 

 

図(4)－12．メバル（上段）、スズキ（中段）、アオリイカ（下段）の釣り場分布。  
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図(4)－13．瀬戸内海各府県別の釣り場数。  

 

まず近年のアマモ場分布状況を用いて釣り場の半径100ｍ圏内のアマモ場の有無を確認したと

ころ、メバルでは85%以上の釣り場にアマモ場が含まれていることが明らかとなった（図 (4)－14）。

スズキでは60%弱程度、アオリイカの釣り場はアマモが含まれる割合が最も高く、90%以上であっ

た。これらの結果は、特にメバル釣り・アオリイカ釣りはアマモ場と密接に関与し、その経済価

値はアマモ場の分布に大きく左右されることを示している。  

 

図(4)－14．魚種別の釣り場数。  

 

次に魚種別に使用される釣り道具について釣り情報誌から集計を行ったところ、スズキが最も

高く、アオリイカ・メバルで同程度であった（図 (4)－15）。これら3種はスポーツフィッシングの

範疇に含まれつつあり、レジャーとして楽しむ中高年層（エキスパート）を対象とした釣り道具

が多く、そのため単価も高く設定されているようであった。ただし、これらスズキ・メバル・ア
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オリイカのルアーフィッシングは浅場を対象とすることから用船や渡船を必要とする場所は多く

なく、ほとんどが海岸や港の岸壁などアクセスの良い場所が釣り場となっている。そのため、若

者や家族連れなど、比較的安価な釣り道具を用いて、数は釣らずとも釣る行為そのものを楽しむ

ケースも多い。そこで、釣り情報誌に加えて各地の釣具店において子供から大人まで初心者を対

象としたファミリー向け（ビギナー用）釣り道具についても魚種別に集計を行った。その平均値

を算出したところ、釣り雑誌から集計・平均した釣り道具価格とは10倍近い開きが確認された。

各釣り場に訪れた釣り人の年代層までは確認できなかったため、訪れた釣り人の割合（ビギナー

／エキスパート）を1:1と仮定し、以後の解析では両者のさらに平均値を釣具価格として計算して

いる。  

 

図(4)－15．魚種別の釣具の平均価格。  

 

また、各釣り場に訪れる釣り人の平均旅費を、釣り人の居住地から釣り場までのガソリン代＋

高速代金として算出し、渡船が必要な釣り場ではそこに渡船代を加算した。その結果、全府県平

均で5000円程度であったが、メバル釣りの場合は若干ながら旅費が高く遠征する傾向にあること、

岡山県や香川県、愛媛県を訪れる釣り人の旅費が他府県より高額となっている傾向が確認された

（図(4)－16）。  

 

 

図(4)－16．各府県別の釣り人の平均旅費。福岡県の全種、および大分県のアオリイカ、スズキ

は対象とするデータが存在しなかった。  



 

 

4E-1102-99 

 

これらの値を用い、アマモ場1ヘクタール当たりの経済価値を算出した結果、その価値は地域に

よって大きく異なった（図(4)－17）。大阪府、兵庫県で他県より圧倒的に価値が高い傾向があり、

他県間では大きな違いは生じなかった。その第一の理由として、大都市近郊はのべ釣り人数が圧

倒的に多かったことがあげられる。この結果は、必ずしも藻場面積の多い、生態系機能（調整サ

ービス・供給サービス）が高い海域が文化サービスの経済価値も高くなるわけではないことを示

唆している。面積が小さくとも、都市近郊のアマモ場は文化サービスの観点から重要となる一例

を示していると考えられる。  

 また、同様の手順で1990年のアマモ場分布状況を用いて試算した結果、全体の傾向としては2010

年より経済価値が低くなる傾向にあったが、各府県間の価値の相対的な多寡は2010年と類似して

いた。文化サービスの経済価値の時空間変異の要因として、第一にアマモ場面積が1990年から2010

年で約1.5倍程度に増加していることがあげられる。その一方、ステークホルダーに関わる要因と

してスポーツフィッシングの普及率、移動コストの軽減、釣り人口の変化などが考えられる。  

瀬戸内海のアマモ場は1ヘクタール当たりの漁業生産額が平均で30万円程度とする文献や、100

万円程度とする文献もある。上述の文化サービスの試算はあくまで陸地から釣行可能な釣り場に

限定しており（図(4)－13）、むしろ主力である遊漁船による沖の釣り場は含めていない。また、

本研究で行った釣り雑誌を用いたのべ釣り人数の算出手法では、釣り雑誌に掲載されている釣り

場写真等、ある特定の時間断面での人数を総計したに過ぎないため、釣り場に訪れる本来ののべ

人数を大幅に過小評価している可能性が高い。それにもかかわらず、大阪府や兵庫県を除いた各

県の平均でも1ヘクタール当たり100万円を超える価値が試算されていることは注目に値する。お

そらく、瀬戸内海のアマモ場では文化サービスの経済価値は供給サービスを大幅に上回る可能性

がある。ただし、アマモ場には多くの水産有用種の稚魚が成育しているため、その水産有用種の

漁獲量もアマモ場の主要な機能である稚仔魚の育成効果に帰順するとも考えられる。この効果に

ついては評価に含めていないため、今後はこの点についても精査を行う必要がある。  

 

 

図(4)－17．アマモ場の釣り場としての経済価値の試算結果。  
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（３）南方域におけるアマモ場の空間分布に関する情報収集と現地調査  

 温帯性アマモ場と熱帯性アマモ場の境界線が鹿児島湾と奄美大島の間に存在するため、まず温

帯性アマモ場の南限である鹿児島湾南部（図(4)－4）および熱帯性アマモ場の北限である奄美大島

でアマモ場の現地調査を行った。その結果、温帯性アマモ場の南限藻場はアマモ単独で構成され

ており、熱帯性のアマモの侵入は確認されなかった。また、熱帯性アマモ場の北限がある奄美大

島では2010年に豪雨災害が発生し、沿岸域の海洋植物の植生への影響も懸念されていた。その影

響調査の結果では、海草藻場の分布域に変化はなかったが被度が減少していたことが報告されて

おり、さらに土砂流入による透明度の低下が今後さらなる減少を引き起こす可能性について懸念

されていた（寺田 2012）。そこで奄美大島全島で分布を確認したところ、災害後の分布調査時

より分布域が縮小するとともに、被度も減少していることが明らかになった（図 (4)－18）。奄美

大島には熱帯性海草類のうち小型種および中型種が成育することが確認されていたが、特に中型

種の現存量と分布面積の減少が著しく、北部の一部の海岸でパッチ状群落が確認されるのみであ

った。  

 

 

図(4)－18．奄美大島におけるアマモ場の分布。文献よりアマモ場の分布が過去に確認されていた

地点（白色）のうち、今回の調査で分布が確認された地点（緑色）および分布が確認されなかっ

た地点（黄色）を示している。  

 

 次に熱帯性海草類のうち、大型種の北限である石垣島において分布調査を行った結果、大型種

においては過去の分布調査時と類似した藻場の現存量と分布面積を確認できた。その南方の分布

域はフィリピン諸島およびベトナムとなるが、フィリピン海域では北部で大幅な減少が報告され

ている一方、ベトナムに関する情報が欠如していたため、ベトナムで熱帯性海草類の情報収集及
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び現地調査を行った。その結果、ベトナム南部にはすべての熱帯性海草類から構成される熱帯性

アマモ場が存在することを確認したが、北部では海草藻場が大幅に減少していることを確認した。

その原因として、ベトナム北部の熱帯性アマモ場が成育する海岸線の多くが、最近の国家事業と

して数十キロにおよぶ大規模エビ養殖池区域に開発されていたことが明らかとなった。そのため、

世代時間が短く成長の早い小型種のみがエビ養殖池内に離散的に小さい藻場を形成するのみであ

った。  

 その他の情報を含め収集結果をまとめてみると、おそらく温暖化に伴う熱帯性アマモ場の北上

は急激には起こりそうにないことが考えられる（図 (4)－19）。まず、小型種・中型種の熱帯性ア

マモ場の北限となる奄美大島では著しくアマモ場が減少しており、鹿児島湾への熱帯性海草類の

供給源としては、現状では不十分である。まずは、沖縄本島周辺海域より奄美大島への海草類の

供給が起こり、奄美大島のアマモ場の回復が必須となりそうである。また、石垣島周辺海域への

大型種の供給源となるフィリピン・ベトナム海域では、北部の熱帯性アマモ場の減少が著しく、

おそらく石垣島周辺とフィリピン・ベトナム中南部の間が空隙になりつつあることが明らかとな

った。現状では、石垣島周辺の熱帯性アマモ場は良好な状態にあったが、周辺海域との交流がき

わめて少ないことが想定される。したがって、西日本海域では温暖化による温帯性アマモ場から

熱帯性アマモ場への置換は起こりにくく、海草藻場が消失する可能性の方が高いように思われる。 

 

図(4)－19．熱帯性アマモ場の北限と温帯性アマモ場の南限の位置関係。トカラ海峡が両者の分布

の境界となっていると考えられる。  

 

 

（４）調整サービス、供給・文化サービスの地域変異  
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既存知見及び各サブテーマの現地調査により、北海道東部、東北、東京湾、瀬戸内海、鹿児島

湾、それぞれの海域内に数地点ずつの調査点を設定することができたため、各調査地点で調整サ

ービスの指標となるアマモ成長量、供給サービス（漁業資源）・文化サービス（遊漁）の指標と

なる魚類現存量、アマモ群落構造の指標となる株密度のデータを得ることができた。アマモ生長

量については、アマモ場でアマモ草体の短期成長を直接測定するピンホール法で計測された値で

あった。また、魚類の現存量については、サブテーマ２の手法により、ある一定の面積のアマモ

場内を網で囲うことで定量採集された値であった。その一方、株密度については、アマモ成長量

および魚類現存量の調査が行われた同時期の値を用いて比較することが必要であったため、各調

査が行われた時期の衛星画像を入手し、その画像を用いて推定した。推定には、能取湖で行った

アマモ場分布状況の時系列解析と同様に株密度を2段階（密生およびパッチ状）に分けて推定を行

い、GIS上で各調査地点を中心に半径50ｍの円バッファを描き、そのバッファ内に含まれるアマモ

場の被度から試算している。パッチ状群落は密生群落の半分の密度と仮定し、例えばバッファ内

がすべて密生な群落であった場合は1、すべてパッチ状の群落であった場合は0.5、パッチ状群落と

密生群落が半分ずつの場合は0.75、バッファ内の50%が密生群落、50%が裸地であった場合は0.5、

というように計算している。まず、アマモ成長量と株密度の関係を全国の調査地点で確認したと

ころ、株密度が高いほど、アマモの成長量も高くなる結果が得られた（図 (4)－20）。 

 

 

図(4)－20．アマモの成長量とその周囲100ｍ範囲の株密度組成との関係。  

 

次に魚類現存量と株密度の関係を確認したところ、株密度が低い段階では高くなるにつれて現

存量は急激に増加したが、株密度が高い段階では逆に高くなるにつれて減少することが明らか

となった（図(4)－21）。これらの結果は、アマモ場の調整サービスと供給・文化サービスの

地域変異が株密度の分布によって説明できる可能性を示している。株密度が著しく低く、藻場

として形成途上にあるか、あるいは衰退状態にある状況下では、アマモの成長量および魚類現
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存量ともに低く、アマモ場としての機能は低い状態にある。一方で株密度が増え、アマモ場と

して完全に密な群落が形成された状況では、アマモ場として良好な環境にあるため成長量は最

大となる。ところが、そのような密生した群落では魚類が物理的に侵入しづらくなり、魚類の

餌生物となる小型のベントス類も少なくなるため、魚類現存量が大きく減少すると考えられる

（図(4)－22）。  

  

 

 

図(4)－21．アマモ場内の魚類現存量とその周囲100範囲の株密度組成との関係。  
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図(4)－22．アマモ場の群落構造の変化に伴う調整・供給サービスの変化の模式図。  

 

最後に、アマモ成長量と魚類現存量との関係をプロットしたところ、反比例型のカーブとな

ることが明らかとなった（図(4)－23）。このことは、アマモ場の調整サービスと供給・文化

サービスとの間にはトレードオフの関係が成立することを示唆している。  

 

 

 

図(4)－23．アマモ場内の魚類現存量とアマモ成長量との関係。  
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国連環境計画では2011年に生態系サービスの持続的利用と生物多様性との調和に向けて生

態系サービス間のトレードオフを管理することを提唱しており、この提唱がなされた文献に沿

えば、本結果のトレードオフの形態は生態系サービスが脆弱化していることを意味している。

片方のサービスを増加させようとした場合、その増加がわずかであってももう一方のサービス

が急激に減少してしまうためである。その原因としては、藻場が小規模化・単純化しているこ

とがあげられる。埋立等の影響により広範囲に分布できる浅場が減少し、北海道を除く他の海

域では島影や湾奥などに小規模な群落が断続的に続く状態にある。そのため、本来のアマモ場

は株密度の高い群落から低い群落まで、すべての遷移段階がモザイク状に広範囲に形成される

一方で、現実のアマモ場は株密度が高い群落か、あるいは低い群落と遷移段階が離散的に分布

し、それぞれが出現と消失を繰り返している状態にある。この場合、個々のアマモ場は特定の

生態系サービスしか発揮することができない。したがって今後我が国が目指すアマモ場の管理

としては、すべての遷移段階が同所的に存在する景観多様性の高いアマモ場を再生することに

あり、またそのような状態にある現存アマモ場を重点的に保全していくことが重要であり（図

(4)－24）、本結果はその一例を如実に示唆していると考えている。  

 

 

 

図(4)－24．アマモ場の生態系サービスの持続的利用に向けたアマモ場分布管理の概念図。上

記の能取湖のアマモ場分布抽出と同様に、密生した群落（濃緑色）、パッチ状の群落（淡緑色）

でアマモ場の分布を示してある。アマモ群落の遷移におけるすべてのステージを含む範囲を対

象とすることが望ましい。  
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５．本研究により得られた成果  

 

（１）科学的意義  

コアサイトの一つである北海道のアマモ場における供給サービスとして重要な北海エビ資源の変

動を、長期データ解析にもとづいてアマモ場の面積により説明可能であることを明らかにした。

一方、供給サービスの絶対量が少ないと予測された瀬戸内海においては、遊漁が生み出す経済価

値（文化サービス）が極めて高いことを明らかにした。また、地球温暖化に伴う海水温の上昇に

則したアマモ場の分布状況の変化を予測した。さらに、豊富な現場調査データに基づいて、生態

系サービス間のトレードオフ関係にも明らかにした。以上の知見は、沿岸海域の生態系サービス

の包括的評価と持続的利用を進めるにあたって、これまでに無くかつ今後必要不可欠な情報を含

んでいる。  

 

（２）環境政策への貢献  

＜行政が既に活用した成果＞  

特に記載すべき事項はない  

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞  

国連環境計画では2011年に生態系サービスの持続的利用と生物多様性との調和に向けて生態系

サービス間のトレードオフを管理することを提唱しており、この提唱がなされた文献に沿えば、

本結果のトレードオフの形態は生態系サービスが脆弱化していることを意味している。片方のサ

ービスを増加させようとした場合、その増加がわずかであってももう一方のサービスが急激に減

少してしまうためである。その原因としては、藻場が小規模化・単純化していることがあげられ

る。埋立て等の影響により広範囲に分布できる浅場が減少し、北海道を除く他の海域では島影や

湾奥などに小規模な群落が断続的に続く状態にある。そのため、本来のアマモ場は株密度の高い

群落から低い群落まで、すべての遷移段階がモザイク状に広範囲に形成される一方で、現実のア

マモ場は株密度が高い群落か、あるいは低い群落と遷移段階が離散的に分布し、それぞれが出現

と消失を繰り返している状態にある。この場合、個々のアマモ場は特定の生態系サービスしか発

揮することができない。したがって今後我が国が目指すアマモ場の管理としては、すべての遷移

段階が同所的に存在する景観多様性の高いアマモ場を再生することにあり、またそのような状態

にある現存アマモ場を重点的に保全していくことにあることを、本結果は示唆していると考えて

いる。  
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[Abstract] 
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North-south comparison 

 

 

Seagrass bed has been considered as one of the important components of 

ecosystems in the coastal area since it provides a variety of ecosystem services. In the 

present study, comprehensive evaluation of ecosystem services (regulating, cultural and 

provisioning services), north-south comparison of component of the ecosystem services 

and analysis of relationship between the ecosystem services and their stakeholders were 

conducted at two sites (northern site: Lake Notoro, Hokkaido; and southern site: Ikuno 

Island, Hiroshima) in Japan.  

Seasonal changes in seagrass vegetation were measured at the two sites by the use 

of a new technique to scan height of seagrass leaf and area of seagrass bed coverage. 

Seasonal change and annual value of carbon fixation rate of the seagrass bed were 

estimated at the two sites. Seasonal changes in community structures of fishes and their 

prey organisms (mainly crustaceans and polychaetes) were investigated at the two sites in 

order to evaluate the contribution of provisioning services (species that is important as 

fishery resource) to the animal community in the seagrass beds. Stomach content analysis 

provided qualitative and quantitative information on the predator-prey interaction in the 

seagrass beds and on the contribution of the prey organisms to production of fishery 

resources in the seagrass beds. The potential economic value of the prey organisms that 

are not important as fishery resource themselves was estimated based on the contribution 
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rate of each prey species as prey source for fishery resources. These analyses revealed 

significant differences in community structures and biomass of fishery resources between 

the northern and southern Japan. Variability in annual catch of the major fishery resource 

was explained by indices of vegetation coverage of seagrass bed.  

Stakeholder analysis was conducted at the two sites in order to examine the 

relationship between ecosystem services of seagrass bed and society in the neighbor at 

each site. The northern site had high quantity of provisioning service and low variety of 

stakeholders while the southern site did low quantity of provisioning services, high 

quantity of culturing services and high variety of stakeholders. Economy was more 

dependent on small number of species of fishery resources around the northern site. 

Relationship between human and coastal ecosystem was more diverse with a culture with 

which people feel the sea more close more developed. Based on these results, the 

hypothesis that appropriate management policy should be different by area even within a 

single ecosystem was strongly supported. 

  

 

 


